
平成３０年度及び第2期中期計画

業務実績報告書

令和元年６月

公立大学法人奈良県立医科大学





【年度計画の法人自己評価】

Ｓ：年度計画を上回って実施している（１００％超）
Ａ：年度計画を十分実施している（９０％～１００％）
Ｂ：年度計画を十分には実施していない（６０％～９０％）
Ｃ：年度計画を大幅に下回っている。又は、年度計画を実施していない（～６０％）

Ⅰ地域貢献＜教育関連＞
１　医療人の育成（医師関連）
　　医師派遣システムの適切な実行（（仮称）県立医大医師派遣センターの設置・運営）

A

◯医師配置運営体制整備
・医局と病院の間で新たな派遣や増員を検討した場合も必ず医師派
遣センターへ報告するよう医局・病院へ依頼した。
・3病院から１0診療科、延べ22名の派遣要請を受け、10回の医局訪
問と1病院への聞き取りを実施した。
・2月に医師適正派遣調整会議において医師派遣要請の適否等につ
いて協議した結果、2病院6名の医師を派遣できた。
・公立・公的病院16施設に関わる人事異動について、8月から各医
局へ電話での聞き取りを隔月で開始した。また、各病院ホームペー
ジ等で人員増減や人事異動の把握を毎月行った。

◯派遣医師の把握・支援
・派遣要請元病院の人事・総務担当者との面談を実施し、実績デー
タ（稼働状況、患者数、医師数等）収集や医師派遣の現状等に関す
る意見交換を行い、病院それぞれの実態やニーズの把握を行った。
・大和高田市立病院派遣中の医師2名に対し従事状況等の聞き取り
調査を実施した。

◯医師配置の適正性
・評価委員会（6/18）において、南奈良医療センターへの配置は地
域医療構想に則した配置となっているとの評価が得られた。また、
会議では、限りある人材資源活用のための最適配置についての課題
を見いだした。
・病院・医局訪問では病院機能の将来像や医師派遣の方向性につい
て確認や意見交換を実施した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

〔中期目標〕
・（仮称）県立医大医師派遣センターを設置・運営する
・医学科卒業生の県内卒後臨床研修病院への就職率６０％を目指す

〔中期計画〕
教養教育等を通じ奈良への愛着、県内の地域医療に対する意識を涵養するとともに、（仮称）県
立医大医師派遣センターを設置・運営し、県内への高い就職率を確保する。

〈取組内容〉
・県内の公立・公的病院等からの医師派遣要請に対応し、医療需給の分析を踏まえて医師のマッ
チングを行う（仮称）県立医大医師派遣センターの設置・運営
・南和広域医療組合が整備する南和地域公立病院等への医師配置支援
・｢奈良学｣の開設等を通じた、奈良を愛し奈良に貢献する医療人の育成

公立大学法人奈良県立医科大学　平成３０年度計画の実施状況

中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

（１）・医局、関連病院及び県と連携・調整して情
報交換及び関連病院に対する医師派遣システ
ムの運用説明などを実施することにより、医師
配置の一元的な運営体制をさらに整備するとと
もに、円滑な実施を行う。

・医師配置の透明性・客観性の確保のために、
奈良県医師配置評価委員会で医師配置の適正
性に関する評価を受け、その見解を適切な医師
配置に反映させる。

平成３０年度計画

1

法人自己評価

評定

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置準備
設置・運営

開始

実績
H26年３月
設置準備

完了
運営

特記
事項

指標
Ｈ２３
５１名

５１名 ５４名 ５７名 ６０名 ６３名
６６名**
（６０％）

実績 ５６名 ４８名 ６４名 ６５名 ６６名 ６６名

特記
事項

*緊急医師確保修学資金による増13名含む

**研究医養成コース進学見込2名除く定員111名に対する県内就職率約６０％を確保するための必要数

（仮称）県立医大
医師派遣センター
の設置・運営

医学科卒業生の
県内卒後臨床研
修就職者数*

● 平成３０年度新卒予定者１１９名、うち１１６名が医師国家試験を受験。合格者は１０７
名だが、うち２名については進路が不明であるため、その２名を除いた１０５名のうち、４６
名が附属病院、２３名が県内病院に就職しており、県内就職者数は６９名となった。
※H３０の県内就職率は６１．９％（H３０卒業の入学時定員１１３名に対する比率）
● 上記合格者１０５名のうち、５名が研究医養成コースへの進路者であり、その者を除い
た１００名を本計画における合格者数とする。また、県内就職者数についても、上記６９名
のうち、４名が研究医養成コースへの進路者であり、その者を除いた６５名が県内就職者
数となる。
● 県内卒後臨床研修就職者数の実績については、平成２８年度までは、新卒者のみの
人数を反映していたが、的確に当該年度の県内医療機関への就職者を把握するために
は、既卒者で当該年度に附属病院へ就職した者の人数も反映することが望ましいと考え
る。
【既卒者で附属病院への就職者数】
　・Ｈ３０ ： １名　・Ｈ２９ ： ４名　・Ｈ２８ ： ４名　・Ｈ２７ ： ２名　・Ｈ２６ ： ２名
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

2
(２)平成２８年度及び平成２９年度に実施した
「奈良学」の授業評価を踏まえ、カリキュラムを
ブラッシュアップする。

・「奈良県の医療に関するシンポジウム」について、昨年度の授業
評価を踏まえ，学生の本シンポジウムへの主体性をより促すため、
シンポジウムの実施時間を拡大し、発表するグループ数を増やすと
ともに、発表する学生と聴講している学生、病院見学先の病院長、
看護部長等のコメンテータ間でより活発な意見交換を促すため１グ
ループ当たりの発表時間を増やす等、「奈良学」のブラッシュアッ
プを実施。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

3

(３)県内の地域包括ケアシステムの確立に向
け、県内全域で地域包括ケアを支える人材の育
成の一環として、在宅医療学を臨床医学教育課
程で開講する。

・県内全域で地域包括ケアを支える人材の育成のため、臨床医学教
育課程で授業科目として在宅医療学を開講し、第4学年の統合臨床
講義において講義を実施。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

4

(４)・将来を担う優秀な臨床研修医の確保・育成
のため、国内外の優秀な指導医を招へいし、カ
ンファレンス、ディスカッション等のプログラムを
着実に実行する。

・魅力ある卒後臨床研修を推進するため、プロ
グラムの充実に向けた検討を行う。

○国内・国外講師として、下記6名のいずれも著名な講師によるプ
ログラムを実施し、 臨床研修医の高い満足度を得た。
・5/22-Marschall S. Runge（ミシガン大学 医学部長）
・7/13・14-平島修先生（徳洲会奄美ブロック 総合診療研修セン
ター長）
・11/14-Erik K. Alexander（ブリガムアンドウィメンズホスピタ
ル 医学教育ディレクター）
・12/18-北和也先生（やわらぎクリニック 副院長）
・2/18-Michael D. Fetters（ミシガン大学 日本家庭健康プログラ
ムディレクター）
・2/28-上田剛士先生（洛和会丸太町病院 救急・総合診療科部長）

○タスクフォースによるDr.N Step-up Project Meetingを、7/31・
10/24・11/27・2/5の4回実施し、プログラム内容のブラッシュアッ
プや講師の人選等を行った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

　　医師派遣システムの適切な実行（（仮称）県費奨学生配置センターの設置・運営）

(１)・県内に従事する医療人を育成するために
緊急医師確保枠、医師確保枠奨学生に対する
交流会・臨床研修病院見学バスツアー・奨学生
総会・全奨学生面談等を継続的に実施する。

・イベントを活用して先輩医師からのキャリアパ
スに関する情報が得られる機会を設定し、県費
奨学生のキャリア形成を支援する。

・離脱対策として新入生保護者説明会と奨学生
総会を開催し、奨学生及び保護者への制度の
主旨の理解の浸透を図る。

〔中期目標〕
・（仮称）県費奨学生配置センターを設置・運営する
・公立・公的病院等からの要望に対応した最適な医師配置（配置数）４０名を目指す
・地域に貢献する医師の育成数延べ８６名を目指す

〔中期計画〕
（仮称）県費奨学生配置センターを設置し、県等との連携のもと、医師派遣システムを構築するこ
とにより、地域に必要な医師配置の実現に積極的に寄与する。

〈取組内容〉
・県費奨学生の配置を行う（仮称）県費奨学生配置センターの設置・運営
・南和広域医療組合が整備する南和地域公立病院等への医師配置支援（再掲:Ⅰ-1）
・県費奨学生のキャリアパスの構築と運用による地域に貢献する医師の育成

5 A

○奈良県内に従事する医療人育成のための情報提供活動の拡充
・機関誌Glocal（年3回、8月・12月・ 3月）を発刊し、イベントの
紹介や案内を行った。
・県費奨学生配置センターの役割と活動を周知するためのリーフ
レットの更新をし保護者・学生等への配布を行なった。
・緊急医師確保枠奨学生においては地域基盤型医療教育プログラム
を必須単位化し、全奨学生（101名）の面談を実施した。
・新入学生保護者に向けて緊急医師確保枠制度の目的、意義等の説
明会を入学式当日に開催し、義務履行の意識付けを図った（保護者
全員参加：13家族）。
・緊急医師確保枠奨学生総会を開催し、学生・保護者への制度主
旨・キャリアパスを説明し理解の浸透を図った（11月、参加者37
名：学生10名　保護者27名）。

○県費奨学生のキャリア形成支援
・志望診療科およびキャリア形成の意識調査を実施（初期研修2年
目研修医17名）。
・知事との直接面談（4/4）により、県費奨学生としての自覚と奈
良県に貢献する医療人としての期待を伝えられ奨学生のモチベー
ションの維持・向上を図った（新入生13名、初期臨床研修奨学医師
9名）。
・新専門医制度を視野に入れた奨学生のキャリアパスや特定診療科
等について検討して奨学生・保護者へ説明することで義務履行の意
識づけ及び義務履行期間のキャリアパスへの不安の軽減を図るとと
もに、制度主旨の説明により離脱防止に取り組んだ。
・緊急医師確保枠新入生ミーティング（4月：参加者13名）、県費
奨学生6年生対象の説明会（7月：参加者12名（緊急10名医師確保 2
名））、研修病院見学バスツアー（7月、参加者11名（緊急10名
医師確保１名）、見学施設：南奈良総合医療センター、市立奈良病
院）、ランチミーティング（6月・10月・1月・2月、参加者計60
名）を実施し、地域医療マインドの醸成とモチベーション維持を
図った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置準備
設置・運営
開始

実績
10月

設置完了
運営

特記
事項

指標
Ｈ２４

６名配置
８名 １５名 １７名 ２２名 ２９名 ４０名

８名 １３名 １２名 １３名 ２１名 ２９名

当該年度に
決定した次年度

配置決定数
６名(８名中) ３名(７名中) ２名(３名中) ６名(８名中) ６名（８名中） ６名（９名中）

特記
事項

指標
Ｈ２４

述べ１３名
延べ２６名 延べ３９名 延べ５２名 延べ６５名 延べ７８名 延べ８６名

実績 延べ２６名 延べ３９名 延べ５２名 延べ６５名 延べ７８名 延べ８９名

特記
事項

　*医師確保修学研修資金の義務履行者を主とする医師配置数　（※近畿大学医学部奈良病院含む）

（仮称）県費奨学
生配置センターの
設置・運営

県費奨学金による
医師配置数*

奨学金の貸与を受けた者が必ず義務年限を予定どおりに果たすことが前提の指
標設定であるが、本人の選択の自由を完全に否定することは困難であるため、法
人の努力が必ずしも示されているとは言い難い指標となっている。
実績値の増加については、県の制度改正によるところが大きいが、法人の離脱
者防止の取組の効果があったと考える。

緊急医師確保枠を
主とする医師の
育成数

実績
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

　　医療人の育成（看護師関連）

6

(１)新たに「社会人基礎力講座」を組み入れて、
看護学科学生への系統だったキャリアデザイン
プログラムを実施するとともに、引き続き、卒前
学生への基本的看護技術トレーニング、実習指
導者の教育能力育成プログラム、上級臨床指
導者育成プログラムを実施する。
また、実習指導者の教育能力育成について、上
級臨床指導者がサポートしていく体制を構築し
ていく。

・新たに「社会人基礎力講座」を実施するとともに、4年生対象で
あった基本的看護技術トレーニングの対象学年を3年生に変更し、
本学附属病院への就職促進のためのイベントを実施した。
・実習指導者の教育能力育成プログラムについては、上級臨床指導
者育成プログラム受講者が研修を企画･運営し、実習指導者と看護
学科教員を対象に実施した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

7

(２)奈良県からの補助金を財源とした奨学金を
受給する看護学科学生を対象として、「在宅看
護特別教育プログラム」を実施する。
また、附属病院就業１年目の看護師について
は、附属病院、看護学科、訪問看護ステーショ
ンが連携して、同プログラムを実施する。

・2期生2名が平成29年度中にブログラムを辞退し、3期生の応募は
なかったため、平成30年度の看護学科生受講者はいない。
・1期生の1名は、附属病院に就職し、病院で10ヶ月間、訪問看護ス
テーションで2ヶ月間のプログラムを受講した。
・次年度に向け、自主財源により奨学金を継続するとともに、応募
者数確保のため、短期プログラムの導入等の制度改正を決定した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

〔中期目標〕
・看護学科卒業生の県内就職率６０％を目指す

〔中期計画〕
（仮称）看護実践・キャリア支援センターを設置・運営する等、看護学生の就労支援を行い、県内
就職率の向上に努める。

〈取組内容〉
・（仮称）看護実践・キャリア支援センターの設置及び大学と附属病院の連携による看護学生の県
内就職に向けた取組の推進

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３
３３名

３３名 ３８名 ４５名 ５０名 ５２名
５４名*

(５１名**)
（６０％）

実績 ４８名 ６２名 ５０名 ５２名 ４６名 ５６名

特記
事項

看護学科卒業生
の県内就職者数

※㉙　卒業予定者９０人中２人が留年し、７名は大学院等進学であり、４６／８１　５６．
８％
　 ㉚　卒業予定者８５人×６０％＝５１人

*Ｈ３０卒業見込み９０名に対する県内就職率約６０％を確保するための必要数
**H２９より編入学試験(3年次)の廃止(Ｈ２６決定)のため、Ｈ３０年度卒業定員は８５人となった
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

２　看護師の地域貢献

8

(１)・各分野の活動状況等を報告会で情報提供
し、専門・認定看護師資格取得の意向を調査
し、資格取得を勧める。

・専門、認定看護師の資格取得志望者の発掘
のため、資格取得者による未取得者への実地
指導により動機付けを図る。

・日本看護協会の認定看護師制度の再構築情報等を報告会で提供す
る一方、資格取得の意向調査等を実施し、12名の志望者を発掘でき
た。

・実地指導により動機付けを図り、計画的に資格取得に向けての準
備を支援した。

以上の取り組みから、認定看護師・専門看護師数の合計は37名とな
り、目標値を2名超えて達成した。

A

9

(２)・平成３１年度開講に向けて大学院修士課程
高度実践看護師教育課程のクリティカルケア看
護分野の学生募集及び選考を行うとともに、新
たに同課程のがん看護分野の設置の準備を行
う。

・看護師特定行為研修「急性期コース」を引き続
き実施するとともに、「在宅コース」を４月より開
始する。

・履修証明制度に基づく在宅看護カリキュラム
の実施に向けての課題と体制を検討する。

・大学院修士課程 高度実践看護師教育課程のがん看護分野を担当
する「成人慢性期看護学」領域の教授選考を実施し、2019年度4月
から着任することを決定した。
なお、高度実践看護師教育課程クリティカルケア看護分野及び周麻
酔期看護師教育課程の学生募集を９月に実施し、周麻酔期看護師教
育課程については、３名の応募があり２名を選考した。（平成３０
年度入学生２名とあわせ４名が修学。）

・看護師特定行為研修について、「急性期コース」を引き続き開講
し、定員5名の応募に対し3名が受講し、全員修了した。また、「在
宅コース」も計画通り開講し、定員5名の応募に対し8名が受講し、
全員修了した。

・履修証明制度に係る講師候補の絞り込み及び訪問看護ステーショ
ンとの業務内容の協議を実施し、カリキュラムの実施体制を検討し
た。

以上のことから年度計画を上回って実施した。

A

10

（3）・在宅看護特別教育プログラムを評価し、検
討・修正を行う。また在宅看護のスキル向上の
ため、附属病院と訪問看護ステーション間の交
流研修を引き続き行う。

・認知症看護等の受講修了者の活動継続を支
援する一方、地域の看護師への知識・技術の
教育を行う。

・在宅看護特別教育プログラムトライアル及び1期生と面談（1～
2ヶ月に1回）を行い、プログラムの研修期間を変更した。
・「看護職連携会議」（3回／年開催）や5地区支部合同会議交流会
（中和地区看護職連携構築事業）に参加し、地域の看護・介護の
ネットワーク強化を図った。

・認知症看護について、地域の看護師への知識・技術の教育のため
「認知症予防および認知症を持つ患者への対応力向上研修」（6月
30日）を開催した。参加者43名（院外26名）。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

〔中期目標〕
・認定看護師や専門看護師の総数を平成２４年１１月現在と比べ１．５倍を目指す

〔中期計画〕
認定看護師・専門看護師を増やすとともに、附属病院看護部と看護学科が協働・連携する体制を
構築し、看護職員等の教育・研修プログラム及びキャリア支援を充実させることにより、地域の看
護師のレベルアップを目指す。

〈取組内容〉
・認定看護師養成研修への派遣、看護学研究科へのCNSコース設置等によるキャリア支援の充
実
・看護職員の専門知識及び能力養成のための研修プログラムの充実
・病院看護部と大学看護学科、看護協会の相互の情報交換等の連携
・（仮称）看護実践・キャリア支援センタ－の設置及びスキルスラボの設置、地域へのオープン化

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３
２３名

２５名 ２７名 ２９名 ３１名 ３３名 ３５名

実績 ２６名 ３３名 ３６名 ３２名 ３３名 ３７名

特記
事項

認定看護師・専門
看護師数

ＣＮＳ（Certified Nurse Specialist）：看護系大学院の修士課程において所定の単位を取得し、公益社団法人
日本看護協会に認定を受けた、特定の専門看護分野の知識・技術を深めた専門看護師。
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

11

(４)附属病院看護部、看護学科、看護協会３者
で作成した教育プログラムを評価するとともに、
引き続き各々が実施する研修等に職員を相互
参加させることで連携強化を図る。

・教育プログラムの検討に十分な時間を確保するため、次期プログ
ラムから検討予備日を設定することにした。
・教育指導者育成プログラムを修了した指導者が、看護協会の臨地
実習指導者講習会にアドバイザーとして参加することで教育プログ
ラムの充実を図った。
・看護協会の臨地実習指導者講習会受講修了者が看護学科の基礎看
護技術演習に参加（6名）、教育指導者育成プログラムでは看護学
科の各領域に看護部から参加（5名）することで、附属病院看護
部、看護学科、看護協会3者の連携強化を図った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

12
（5）県看護協会等を通じ地域の医療施設勤務
看護師へスキルスラボの利用について周知す
る。

・看護部長から県看護協会へ利用の呼びかけを行った。
・スキルスラボの利用案内文書及び利用促進PR用のリーフレットを
作成するとともに、県看護協会に送付して、協会を訪れる会員に周
知を依頼した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

Ⅰ地域貢献＜研究関連＞
３　研究成果等の地域への還元
〔中期目標〕
・外部有識者を含む評価委員会を設置・運営する
・（仮称）大和漢方医学薬学センターを設置・運営する
・住居医学講座、スポーツ医学講座などのエビデンスの確立と講習会等を実施する

〔中期計画〕
住居医学講座や（仮称）大和漢方医学薬学センター、スポーツ医学講座等を核として産学官連携
による研究推進に取り組む。

〈取組内容〉
・研究活動に係る課題の検討、基本方針の策定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設置・運営
・研究に関する外部有識者を含む評価委員会の設置・運営
・漢方の教育・研究、人材育成、地域医療者への研修・普及を行う（仮称）大和漢方医学薬学セン
ターの設置・運営
・｢住居医学｣・｢認知症への対応｣・｢スポーツ医学｣等リビングサイエンスへの取組強化

・地域貢献を目的とした奈良県健康長寿大規模コホート研究（1万
人対象、3つのサブコホート研究から構成）について、研究推進戦
略本部会議及び9/4と10/5の学内の成果報告会において研究成果の
確認をした。
・その他、超高齢社会のためのMBT（医学を基礎とするまちづく
り）、良き医療人育成に関する研究、卒後医療人のキャリアパスに
関する研究、血栓止血制御及びＩＶＲといった本学が重点研究推進
計画に定めた重点研究課題についても、研究推進戦略本部会議にお
いて、研究成果の分析をした。
・血栓止血制御については、今年度より血栓止血研究センターを立
ち上げ、運営委員会（5/28,6/26,7/26,8/7,2/5）で、今後の研究体
制及び専任教員を決定した。その他、血栓止血先端医学講座、血友
病教育講座（寄附講座）、血栓止血分子病態学講座（寄附講座）、
血栓止血医薬生物学共同研究講座（共同研究講座）を設置した。
・ＩＶＲについては、今年度よりＩＶＲ研究センターを立ち上げ、
運営委員会（6/7,1/31）で今後の研究体制等を決定するとともに、
動物用ＣＴの設置及び技術補助員の配置をした。
・地域への研究成果の還元のため、奈良県健康長寿大規模コホート
研究については、2/16に県民公開講座「くらしと医学」で研究成果
の発表をした。
・地域企業等への研究成果の還元のひとつとして、疾患の予兆や重
症化、医薬品の効果･副作用についてリアルタイムで予測できる技
術を開発するため、AI･バイオ･工学を融合させた画期的な寄附講座
「V-iClinix講座」を設置した。
・企業との共同研究は今年度57件締結した。
・奈良先端科学技術大学院大学と相互の学術交流を通じて、教育・
研究･医療のレベルを一層高めるため、連携活性化委員会を設置
し、今後の連携体制を決定した。11/20には両学の研究者が研究内
容の発表を行い、お互いの理解促進を深めた。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を上回って
実施した。

(１)重点研究推進計画に定めた地域貢献の取り
組みを含む重点研究課題について、研究推進
戦略本部会議において進捗管理のうえ、推進す
る。

13 S

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置 運営

実績
H26年3月

設置
評価のあり

方検討
学外有識者
委員の選定

評価手法
の構築

評価項目
の検討

外部有識者を
含む評価委員
会の運営

特記
事項

指標
エビデンス

の確立
講習会等
の実施

実績

漢方薬シン
ポジウム
2013開催

第１回大和
漢方医学セ
ミナー開催

漢方薬シン
ポジウム
2014開催

第2回、第3
回大和漢方
医学セミナー

開催

漢方薬シン
ポジウム
2015開催

第4回、第5
回大和漢方
医学セミナー

開催

第6回、第7回大
和漢方医学セミ
ナー開催
奈良臨床漢方医
学セミナーの開
催４回
ＭＢＴコロキウム
の開催

大和漢方医学
セミナー開催
奈良臨床漢方
医学セミナー
の開催
ＭＢＴ健康フェ
アの開催

大和漢方医学
セミナー開催
奈良臨床漢方
医学セミナー
の開催
MBTイベント
の開催

特記
事項

ＭＢＴ（Medicine-Based Town）：医学を基礎とするまちづくり

外部有識者を含む
評価委員会の設
置・運営

住居医学講座や
（仮称）大和漢方
医学薬学センター
等
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

14
(２)研究に関する評価委員会を運営し、地域貢
献の観点等を含む研究成果の見える化につい
て外部有識者を交え議論する。

・本学における研究面での地域貢献及び社会貢献のため、学外有識
者を交えた研究評価委員会を11/1及び2/7に開催し、「研究成果の
見える化」を目指し、大学としての研究力、特色ある分野、学内の
共同研究グループの研究評価・分析をした。
・研究者ごとの論文業績等研究データの蓄積のため、本学の助教以
上の教員について、研究者情報データベースへの入力を完成した。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行った。

A

・研究成果等への地域還元のため、教育については、東洋医学に関
する講義を医学生に対し行う（4回11コマ）と共に、毎週月曜日に
指導医による教育外来を実施し、今年度については、新たに臨床研
究センタ－と共同で臨床医向けの漢方勉強会（12/3）を開催した。
・研究については、漢方に関しての受託研究を企業と契約締結し研
究を進めた（2件）。
・地域医療者への研修・普及を目的として、医師・歯科医師・薬剤
師向けの漢方に関するセミナ－（①4/12,②7/26,③10/11,④2/7）
を計4回を実施するとともに、2/17については、実技編として漢方
講義も行った。
・奈良県が進める漢方のメッカ推進プロジェクト検討会にも参画し
た。

以上のとおり、将来を担う医学生や研修医等への漢方の教育や勉強
会並びに教育外来・セミナ－による地域医療者等への研修を行って
おり、特に今年度から、研修医向けに特化した勉強会も開始した。
また、研究成果への還元のため企業等との研究も進み各課題への対
応は着実に進んでおり、年度計画は十分に実施した。

A
(３)教育・研究・診療を行うなど大和漢方医学薬
学センターを運営する。

15
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

(４)コンソーシアム企業及び早稲田大学ＭＢＴ研
究所と連携してＭＢＴに関する諸事業を実施す
る。

・ＭＢＴコンソーシアム企業と連携協力し、6つの分野（①見守り
支援、②ビックデ－タ活用、③スマ－トコミュニティ、④健康創造
都市・健康創造産業、⑤MBT研究所産学連携、⑥産学官金フリ－
ディスカッション）において、本学のシ－ズや企業ニ－ズの情報交
換を行うと共に、MBTコンソーシアム会員企業8社と共同研究契約を
締結し、ＭＢＴ研究を推進した。
・早稲田大学とは、共同で農林水産政策科学研究委託事業及び戦略
的創造研究推進事業の外部資金を獲得し、地域への還元や地域企業
等に役立つ共同研究を実施した。
・その他、ＭＢＴ研究所、自治体及びコンソーシアム会員企業と共
に、理学療法士の指導による、主に着席したままの健康体操のほ
か、メタボや疲労度測定、貯筋のすすめと題してウォーキングと筋
トレで若返りを目指す運動教室を開催（奈良市学園前、橿原市今井
町、栃木県高根沢町）し、地域住民へ研究成果を還元した。
・本学、自治体及びコンソーシアム会員企業によるＭＢＴの研究成
果の一つである「妊娠期･子育て支援サービス」の有用性を検討す
るため実証実験を実施した。
・コンソーシアム会員企業等と共に、国土交通省「スマートウェル
ネス住宅等推進モデル事業」に応募し、採択された。4月よりウェ
アラブル端末を使用し、住民一人ひとりのバイタルデータ等を収
集・解析する実証実験を行う。
・ＭＢＴの研究成果を展示会等（はっと！！神戸健康フェア
（4/7）・「着物でジャズ、今井町」（5/13）･奈良県防災総合訓練
展示会(8/5)･第1回医療ITEXPO東京（9/12－14）･奈良県立医科大学
健康フェア2018（9/17）・けいはんなビジネスメッセ(10/4-5)・日
経デジタルヘルスディ2018（10/17-19）･くすりの町の漢方マル
シェ（11/18）･日経セミナ－(12/12)･イノベ－ションストリ－ム
KANSAI(12/19））に出展し研究成果の発表を広く行い周知した。
・「MBT記念シンポジウム」（9/19）・「MBTオープンミーティング
2018in東京」（11/27）や「MBT技術交流会」（2/20）を開催し、本
学の研究シ－ズや研究成果を広く全国に公表するとともに、中国老
人医療福祉全国大会（上海6/18）でMBTの研究成果を世界にも発表･
周知した。
・個別のニ－ズ相談体制については、広く一般企業も含めMBT相談
体制の設置を行い産学官連携の強化を図った。
・今後企業との活動の強化のための新たな拠点として、(株)タカト
リ内に奈良県立医科大学産学官連携推進センター （MBT（医学を基
礎とするまちづくり）研究所分室）を開設した。
・MBT構想をより現実のものとするため、奈良医大発となる第1号大
学発ベンチャー企業を認定し、見守りシステム等の開発を目指し
た。

以上のとおり、各課題への対応は着実に進んでおり年度計画を上
回って実施した。

16 S
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

４　健康増進の県民アプローチの充実

17

(１)・県･市町村から依頼を受けて保健事業にか
かる助言・調査・データ分析を行う。
・県･市町村の保健師等を対象に、データ分析
に基づいた県民の健康づくりや健康長寿に関す
る研修を実施する。
・企画、立案段階から保健事業に参画し、より充
実した支援・指導を行うことで、県・市町村職員
のスキルアップにつなげる。
・公的統計データの利用申請を行い、ビックデー
タを用いた分析を行う。
・県民健康増進支援センターの活動をホーム
ページ等に掲載、ニューズレターを年２回発行
し、広く公表する。
・得られた成果を学術学会等で積極的に発信す
る。
・新たな市町村のセンター利用を目指す。

・県より、「なら健康長寿基礎調査」のデータ分析の依頼を受け、
「なら健康長寿基本計画」に沿った政策の評価を実施した。
・奈良県母子保健運営協議会および香芝市介護保険運営協議会に委
員として、高取町健康づくり推進協議会にアドバイザーとして参画
し、県市町村の保健事業への指導・助言を行った。
・橿原市が実施する「かしはら健康21」の研修講師を担当した。
・県が行ったレスパイト調査、香芝市が行った子育て支援のニーズ
調査は企画、立案段階から支援・指導を行った。
・厚生労働省からデータの提供を受けて、公的統計データ（国民生
活基礎調査）を用いた分析を行った。
・センター業務で得られた分析や研究成果について、年2回発行す
るニューズレターで紹介し、学会や学術雑誌にも公表した。
・高取町保健センターの健康推進計画・食育推進計画及び香芝市児
童福祉課の母子支援事業に対する助言・指導など新規利用を得るこ
とができた。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

18

(２)公開講座「くらしと医学」を年２回開催する。
予防医学の研究成果だけでなく、より実践的な
情報（生活習慣の改善方法など）を提供し、日
常の健康づくりを推進するようなテーマを盛り込
んでいく。

・公開講座「くらしと医学」を年2回実施した。また、講演内容を
実践的なテーマとし健康づくり等を推進した。
　H30.9.22　腰痛     参加者400名
　H31.2.16  孤独死 　参加者400名
・より多くの県民に公開講座へ参加してもらえるよう、今年度は近
鉄沿線にポスター掲示(5箇所)及びデジタルサイネージ表示(2箇所)
を実施、県のデジタルサイネージ(10箇所)にも表示を実施し、広報
の工夫と充実を図った。
・橿原市が実施する「かしはら健康21」に、講師を派遣し、連携を
行った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

19
(３)奈良県健康長寿大規模コホート研究の進捗
状況を確認し、研究を継続実施する。

・奈良県健康長寿大規模コホート研究課題の学内成果報告会を9/4
と10/5に開催すると共に、研究推進戦略本部会議で研究成果を分析
した。
・県民への研究成果の還元のため、奈良県健康長寿大規模コホート
研究について、2/16に県民公開講座「くらしと医学」で健康増進に
関する成果を発表した。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を十分に実
施した。

A

〔中期目標〕
・県民の健康増進支援組織を設置・運営する

〔中期計画〕
市町村や県が実施している健康増進事業に協力するとともに、予防医学や健康づくりの適切な情
報や研究成果を提供することにより地域住民のセルフケアを支援する。

〈取組内容〉
・県民の健康増進を図る支援組織の設置・運営
・公開講座の充実等による予防医学や健康づくりに関する情報の提供
・奈良県健康長寿コホートスタディ（１万人のコホート研究）、MBT構想等、健康増進に関する研究
の推進及び地域への還元

※奈良県健康長寿コホートスタディ：県下全域を対象とした

健康長寿を維持させる要因を多面的に研究する疫学調査。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置検討 設置・運営

実績
県民健康増
進支援セン
ター設置

運営

特記
事項

県民の健康増進
支援組織の設置・
運営
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

Ⅰ地域貢献＜診療関連＞
５　断らない救急医療体制の整備

A

・中南和地域の連携病院と意見交換会を開催し、連携強化を図るこ
とで土日祝のERと重症腹症（腹痛・吐下血）救急患者受入ネット
ワークを安定して運営した。
また、ER実施日の拡大については、2021年度に24時間365日の実施
を目指すこととした。

・ドクターヘリの運用については、「ドクターヘリ症例検討会」と
「フライトスタッフ会議」を開催し課題への対応方針を協議した。
また当院への搬送件数は屋上にヘリポートを設置（平成30年2月26
日から運用開始）したこと等により、H29年度169件がH30年度は234
件に増加しており、救急患者受け入れ体制が強化された。

・救急医療従事者の負担軽減対策として、救急看護認定看護師志望
の看護師3名を発掘した。

・救急科は医員数が昨年度より2名増の9名体制（教員9名　計18
名）に充実した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

（１）「断らない救急医療」実現のためのさらなる
体制の整備と強化を行う。
・土日ERについて、後方支援病院と連携しなが
ら、現行の土日に加え、祝日も実施する。

・ドクターヘリを運用する。
　
・関連病院と重症腹症（腹痛・吐下血）救急患者
受入ネットワークを運用する。

・医師等救急医療従事者の負担軽減対策を実
施（急性期コースの特定看護師の育成等）す
る。

・高度救急医療を担う医師の確保及び養成に努
める。

20

〔中期目標〕
・重篤な救急患者の高度救命救急センターの受入率を１００％に近づける
・重篤な救急患者を断らないシステムを構築する
・県内救急搬送のコーディネート機能を運用する

〔中期計画〕
県内の救急医療に関する諸機関の連携体制のもと、重篤な救急患者の受入を中心に、病院全体
として 断らない救急医療の実現に取り組む。

〈取組内容〉
・重篤な救急患者等のスムーズな受入のための院内体制再構築及び、県内救急搬送コーディ
ネート機能の支援
・救急患者の転院等の仕組みや病院間連携体制の整備
・高度救急医療を担う医師、看護師等の確保及び、専門医や認定看護師等の養成
・医師等救急医療従事者の負担軽減対策（補助員配置、服務、手当等）への取組

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

８５.７％
８７％ ８９％ ９１％ ９３％ ９５％

１００％に
近づける

実績 ８１．２％
(151/186件)

９８．７％
(75/76件)

９１．３％
(167/183件)

９５．１％
(194/204件)

９４．０％
（328/349件）

９１．８％
（370/403件）

６６．６％ ７９．８％ ８１．８％ ８９．６％ ８９．３％ ８９．６％

特記
事項

指標

県内救急
搬送コー
ディネート

機能の検討

運用開始

実績
ＥＲプロジェ
クトの実施

ＥＲの拡大
に向け検
討・協議

土日ERの
実施

休日ERの
検討

土日祝ER
の実施

土日祝ER
の実施

特記
事項

重篤な救急患者の
高度救命救急セン
ター受入率

本評価指標は、奈良県救急医療管制システム（e-MATCH）により救命救急センターの受入率を示
すものだが、受け入れ依頼が連続する時や入院患者の容態急変時の処置応中等があり、100%の
受入率達成は困難。しかし、左記の通り患者数が増加傾向にもかかわらず受入率は上昇傾向に
ある。

県内救急搬送コー
ディネート機能の
運用

参考指標
(救急患者受入率)
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

６　周産期医療体制の強化

A

・県外への母体搬送は、奈良医大が受け入れ不可で他府県に紹介し
た例は7件（昨年度6件）と昨年度同等で推移しており、母体搬送
コーディネーター事業は順調に運営している。

・奈良県周産期医療協議会において県内の周産期医療の現状を把握
し、周産期医療体制について協議した。

・院内用研修プログラムを作成すると共に新生児医療勉強会等の研
修会を開催（参加者36名）し、スタッフのスキル向上を図った。

・県内周産期従事者を対象にした長期療養児在宅医療・在宅（小
児）訪問推進研修会（参加者66名　全員院外）を開催し、人材養成
を行った。

以上のことから年度計画を十分実施していた。

21

(１)附属病院総合周産期母子医療センターの円
滑な運営を行う。
・母体搬送コ－ディネ－ター事業を引き続いて
実施する。

・周産期医療を担う医師、助産師、看護師等の
人材を養成する。

・周産期医療従事者等への研修会を開催する。

〔中期目標〕
・新生児・母体の県内受入率を１００％に近づける

〔中期計画〕
総合周産期母子医療センターの機能充実と施設間ネットワークとの連携を図ることにより母体・新
生児搬送受入率100％を目指すとともに、周産期医療を担い推進する人材（新生児科医、産科
医、小児科医、小児外科医、助産師、看護師等）を養成する。

〈取組内容〉
・ＧＣＵの増床等、総合周産期母子医療センターの機能充実
・施設間ネットワークとの連携による、県内母体・新生児搬送コーディネート機能の充実
・高度周産期医療を担う医師、助産師、看護師等の人材養成・確保

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

９２.４％
９３％ ９３％ ９３％

１００％に
近づける

１００％に
近づける

１００％に
近づける

実績 ９２．６％ ９４．７％ ９５．２％ ９０．４％ ９７．６％ ９７．１％

特記
事項

指標
Ｈ２３

１００％
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

実績 １００％ １００％ ９９．３％ ９８．０% ９９．２％ ９９．３％

特記
事項

指標

県内搬送
コーディ

ネート機能
の検討

運用開始

実績

母体搬送
コ－ディ

ネ－ト体制
の検討

母体搬送
コーディ
ネートの

開始

母体搬送
コーディ
ネートの

実施

特記
事項

母体県内受入率

新生児県内受入
率

県内搬送コーディ
ネートの運用
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

７　他の医療機関との連携強化

22
(１)地域医療機関との連携を強化し、予約診療
および逆紹介等の促進を図る。

・第3回奈良外科医療連携懇話会（消化器・総合外科　11月開催）
に参画し、予約診療等に関し地域医療機関と意見交換を実施した。
・患者からの電話による直接予約制度（平成31年6月開始）を院内
外に周知した。
・初診予約枠は昨年度601枠（H29）から617枠に拡大した。
・「地域医療連携室だより」を通じ、ネット予約利用に関する広報
啓発を実施した。ネット予約件数は昨年度150件（H29）から312件
に増加した。
・紹介元及び紹介先医療機関への患者情報の提供について、院内会
議にて周知した。
・予約実績は12,552件（H29）から13,509件に増加したとともに、
紹介率・逆紹介率とも評価指標を上回った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

23
(２)地域医療連携パスおよび退院調整の効果的
な運用を促進する。

・全病棟に退院支援員を配置し、要支援患者の抽出やカンファレン
スの実施等、入院早期からの退院支援を実施した。
・11月に入退院支援センターを設置し、入院前からの要支援患者把
握に取り組んだ。
・「入退院支援加算1」の件数は5,007件で目標の5,000件を上回っ
た。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

24

(３)県内の地域包括ケアシステムの確立に向
け、奈良医大モデルとなる医療連携体制の構
築のため、医療機関の実情やニーズの把握、
関係機関の役割分担の決定を目的とした意見
交換会等の開催を行う。

・地域包括ケアシステム奈良医大モデル推進会議を8月に開催し、
取組み実績及び今後の方針に関する意見交換を行った。
・中和地域における在宅医療の現状理解を深めるための、中和在宅
診療研究会が8月に発足し第2回（11月）も開催された。今後の議論
の展開や講演会を通じた意見交換が行われた。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

25

(４)県内の地域包括ケアシステムの確立に向
け、奈良医大モデルとなる医療連携体制構築
のため、平成２９年度の先行事例をモデルに
し、他の医療機関との協議等の取組を進める。

・大和高田市立病院と循環器内科による連携体制を構築し、平成31
年3月に覚書を締結した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

〔中期目標〕
・｢脳卒中、心筋梗塞、糖尿病、がん、精神疾患｣の地域医療連携パスの運用件数２００件を目指
す
・認知症疾患医療センターを設置・運営する
・中核的な緩和ケアセンターを設置・運営する
・紹介率７５％、逆紹介率６０％を目指す

〔中期計画〕
各種地域医療連携パス、退院調整の効果的な運用、地域医療連携連絡協議会の活性化、連携
登録医制度の導入による逆紹介等の促進により、地域医療連携をより一層推進する。また、基幹
型認知症疾患医療センター、中核的な緩和ケアセンターを設置・運営する。

〈取組内容〉
・連携登録医制度の導入、予約診療等の拡充による逆紹介等の促進
・各種地域医療連携パスの拡充、退院調整の効果的運用等による地域医療連携の推進
・本県の緩和ケア提供体制の中で、本院緩和ケアセンターがその中核的な役割を果たすべく稼働
・地域医療機関と連携して認知症高齢者受け入れのための基幹型認知症疾患医療センターの設
置
・地域の医療従事者等を対象にした各種研修会の開催や医療情報発信の充実

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

１３７件
１４０件 １５０件 １６５件 １８５件 ２００件 ２００件

実績 １２７件 ２００件 ４７９件 ４４７件 ５４５件 ５９６件

特記
事項

指標
Ｈ２３

７４.２％
７５％ ７５％ ７５％ ７５％ ７５％ ７５％

実績 ７５.４％ ７９.３％ ８４.７％ ９０．７％ ９３．３％ ９３．６％

特記
事項

指標
Ｈ２３

４２.１％
４３％ ４８％ ５３％ ５６％ ５８％ ６０％

実績 ４３.９％ ５２.０％ ５９.０％ ６３．９％ ７１．５％ ７７．８％

特記
事項

指標 構想策定 本格稼働

実績
機能充実
とあり方の

検討

新指針へ
の対応

整備要件
への対応

機能の
充実

特記
事項

地域医療連携パス
の運用件数

年間運用件数は５９６件であり目標達成している

紹介率

年間紹介率は９３．６％であり目標達成している

逆紹介率

年間逆紹介率は７７．８％であり目標達成している

中核的な緩和ケア
センターの設置・
運営
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

26
(５)緩和ケア地域連携カンファレンスの開催等、
中核的な緩和ケアセンターとして引き続き運営
する。

・地域の病院・在宅療養支援診療所等との連携強化を図るため、緩
和ケア地域連携カンファレンスを実施（毎月1回　1回当たり15名程
度参加）し、中核的な緩和ケアセンターとしての役割を果たした。
（当院医師、看護師等と県内在宅診療所の医師、訪問看護ステー
ション看護師、在宅訪問リハビリ技師、ホスピス医師等が参加）

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

27

(６)地域の医療機関で鑑別困難な若年性認知
症やＭＣＩ（軽度認知障害）の受け入れ等、基幹
型認知症疾患医療センターを引き続き運営す
る。

・鑑別98件（軽度認知障害＋若年性認知症　H29年度96件）を受け
入れ、地域で鑑別困難な事例に対応することで機能分化、連携強化
を図った。
・連絡協議会の開催（10人）や県政策会議に参加するなど支援対策
の構築に向けて取り組むとともに、地域の保健医療介護関係者の認
知症対応力向上を目的とした事例検討会を開催（27人参加）し、基
幹型認知症疾患医療センターとしての役割を果たした。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

28

(７)・リーフレットの配布やホームページの更新
により、医療情報を発信する。

・地域医療連携を推進する「地域医療連携懇話
会」及び「なら地域医療連携実務者協議会」を
各々１回以上開催する。

・地域医療従事者を対象とした研修会を開催す
る。

・医療機関に対し地域医療連携室の活動状況を伝える「地域医療連
携室だより」を5月と12月に発行した。
・見やすい画面へ地域連携室のホームページを修正すると共に、最
新情報に随時更新した。

・医療従事者等のニーズに沿ったテーマ（平成30年度同時改定の影
響）で「第1回なら地域医療連携実務者協議会」を9月に開催（38医
療機関の72名参加）。また、3月に「医療と介護の連携」をテーマ
に第2回を開催した（35医療機関86名参加）。

・地域医療機関の連携登録医と当院医師との交流を図るため、「第
2回連携登録医のつどい」を10月に開催した（66名参加）。
・「第14回地域医療連携懇話会」を2月に開催した（136名参加）。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

８　県内医療人への助言・指導

29
(１)県内医療従事者のスキル向上を図るため、
引き続き研修会等を開催する。

・医療従事者等のニーズに沿ったテーマ（平成30年度同時改定の影
響）で「第1回なら地域医療連携実務者協議会」を9月に開催（38医
療機関の72名参加）。また、3月に「医療と介護の連携」をテーマ
に第2回を開催し（35医療機関86名参加）、県内医療従事者のスキ
ル向上を図った。
・医療機関に対し「地域医療連携室だより」を2回発行し、情報発
信を行った。
・がん診療拠点病院（まほろばPEACE緩和ケア研修会等）、総合周
産期母子医療センター（長期療養児在宅医療研修会等）、基幹型認
知症疾患医療センター（認知症疾患医療センター研修会）として、
県内医療従事者等を対象に研修会等を開催し人材育成を行った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

30

(２)・県内病院の臨床研究を支援するため、毎
月、医の倫理審査委員会の運営を行う。

・必要な規程、手順書、委員会等の体制を整
え、認定臨床研究審査委員会の申請を行う。

・県内病院の臨床研究を支援するため、医の倫理審査委員会を毎月
開催した。

・特定臨床研究を審査する本学の臨床研究審査委員会の認定につい
て、5月28日に申請を行い、７月12日に厚生労働大臣の認定を取得
した。

以上のことから、年度計画を十分に実施した。

A

31
(３)県医師会等を通じ、地域の医療施設医療従
事者へスキルスラボの利用について周知する。

・病院長から県病院協会へ利用の呼びかけを行った。
・スキルスラボの利用案内文書及び利用促進ＰＲ用のリーフレット
を作するとともに、県病院協会及び県医師会に送付して、協会等を
訪れる会員に周知を依頼した。

以上のことから、年度計画を十分に実施した。

A

〔中期目標〕
・医療関係者に対する研修会等の開催回数を平成２３年度に比べ倍増を目指す

〔中期計画〕
県・市町村医師会や県看護協会と協働して、最新技術・情報を学べる研修やスキルスラボ実習を
企画・実施するとともに、メーリングリスト等を活用した情報発信を行い、県内医療人のレベルアッ
プに貢献する。

〈取組内容〉
・地域の医療従事者等を対象にした各種研修会の開催や医療情報発信の充実（再掲:Ⅰ-7）
・臨床技能習得のためのスキルスラボの設置・運営及び地域へのオープン化

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３
２回

３回 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回

実績 ３回 ７回 ６回 ７回 ６回 ７回

特記
事項

研修会等の開催回
数
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

Ⅱ教育
１　リベラルアーツ教育の実践
　　医の心をもった医療人の育成
　　医療経営に関する教育の確保

32
(１)「良き医療人育成のためのプログラム」をは
じめとするカリキュラムを外部委員による評価を
踏まえ継続的にブラッシュアップする。

2019年度のカリキュラムについて、下記のとおり決定し、ブラシュ
アップを行った。
・統合臨床講義において、自学自習を促すため充分な自己学習日を
増加させ、全体の統合臨床講義期間を拡充
・臨床医学教育課程に授業科目として「医師・患者関係学」に関す
る講義を導入し、医師・患者関係を理解するための実践的教育を実
施することを決定
・教養教育及び6年一貫教育で学生が授業を通じて、求められる学
習成果を修得したかどうかを適切に評価するため、教育成果目標
（アウトカム）を導入

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

33
(２)外部評価及び医学教育モデル・コア・カリ
キュラム（平成２８年度改訂版）を踏まえ、カリ
キュラム改定作業を継続的に実施する。

外部評価も踏まえ、下記のようなカリキュラム改訂作業を実施し
た。
・患者の立場に立ったコミュニケーション手法を取得させ、「人を
みるこころ、人間性」の教育を充実するため、行動科学の講義時間
数を拡充することを決定
・県内の超高齢社会に応えた県内の医療人の育成を行うため、臨床
実習を総合診療科の枠内で在宅医療学を一部実施することを決定

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

34

(３)講座・学科目のあり方等に関する検討委員
会で、将来像の実現及び大学全体の教育の総
合力を高めるための教員配置等を含めた教育
体制の見直しや検討を行う。

講座・学科目のあり方等に関する検討委員会（6回開催）におい
て、以下の取組を実行。
・神経内科学講座の名称変更
・重点研究である血栓止血先端医学講座の新設
・県内の医療向上に資するために糖尿病学講座の新設について検討
・物理学、法医学及び臨床研究センターの教授選考
・教育、研究及び診療で存在感のある大学を目指すため、内科分野
の専門化が必要であることから内科学の再編について検討
・地域貢献等を達成するため、未来基礎医学及び地域医療学講座の
教員定数について検討

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

〔中期目標〕
・外部有識者を含む一般教育検討委員会を設置・運営する
・リベラルアーツ教育に沿った新カリキュラムを導入する
・医師・看護師の理想像を理解し、医師・看護師になる強い自覚を持った学生の割合９０％を目指
す
・大学院に医科学専攻医療経営学科目を設置する

〔中期計画〕
カリキュラムの見直し・再構築を行い、医療人にふさわしい教養や倫理観を培うリベラルアーツ教
育、および国際感覚、実践的英語能力等の習得を目的とした幅広い教育を強化する。

〈取組内容〉
・一般教育検討委員会の設置によるリベラルアーツ教育等の充実に向けたカリキュラムの構築
・アンケート調査の実施による学生の意見及び満足度の的確な把握
・大学院に医科学専攻医療経営学科目を設置

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標

・委員会設置
・学生ｱﾝｹｰﾄ
　実施
・他大学の
　状況調査

新カリキュ
ラム（案）
策定

新カリキュ
ラム導入

実績

・一般教育検
討委員会を
設置
・医学科１年
生から６年生
にｱﾝｹｰﾄ調
査実施
・京都府立医
科大学、東
京医科歯科
大学のｶﾘｷｭ
ﾗﾑ調査実施

新カリキュ
ラムの編成
案の作成
（「教育改革
2015」の策
定）

新カリキュ
ラムの編成
案の作成
（「教育改革
2016」の策
定）一部先
行導入

新カリキュ
ラム「教育
改革2015」
の本格導入

特記
事項

指標
【医学科】
H22 30.6%

４０％ ５５％ ７０％ ８０％ ８５％ ９０％

実績
３８％
(９３％)

３８％
（９１％）

３５％
（９２％）

１９％
(８５％)

３６％
（９１％）

４３％
（９１％）

特記
事項

指標
【看護学科】
H22 33.2%

４０％ ５５％ ７０％ ８０％ ８５％ ９０％

実績
４１％

（９５％）
４０％

（９１％）
３６％

（９３％）
２８％
(９０％)

３０％
（９４％）

１２％
（９３％）

特記
事項

指標

実績
「医療経営
学」を設置

主科目とし
て学生募集

特記
事項

大学院医科学専
攻医療経営学科
目の設置運営

医師・看護師の理
想像を理解し、医
師・看護師になる
強い自覚を持った
学生の割合

医師及び看護師になる「強い自覚を持っている」と「自覚を持っている」の差異が明確ではないこと、また、自覚があれば、
医師及び看護師になる上での社会的使命と責任を伴うと考えられることから、指標を医師及び看護師になる自覚を持った
学生の割合とする。

大学院医科学専攻医療経営学科目の設置運営

外部有識者を含む
一般教育検討委
員会の設置と新カ
リキュラムの導入

医師及び看護師になる「強い自覚を持っている」と「自覚を持っている」の差異が明確ではないこと、また、自覚があれば、
医師及び看護師になる上での社会的使命と責任を伴うと考えられることから、指標を医師及び看護師になる自覚を持った
学生の割合とする。
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

35
(４)超高齢社会に応えた医学教育として、在宅
医療学を臨床医学教育において開講する。

・超高齢社会に応えた医学教育を実施するため、臨床医学教育課程
で在宅医療学を開講し、第4学年の統合臨床講義で講義を実施し
た。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

36
(５)医師又は看護師になる自覚及びその要因に
関する調査を全学生に実施する。

・医師・看護師になる自覚を持った学生の割合を把握するため、全
学年を対象に「学生の意識及び授業に関するアンケート調査」を実
施（回収率　94.0％）した。
（医師及び看護師としての自覚を持っている学生の割合　医学科：
91.4％、看護師：92.5％）
・両学科の全科目の授業評価を実施した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

２　教育内容の評価

37

(１)・医学科及び看護学科において、授業評価
を実施し、評価結果を教員に通知する。

・教員に評価結果を基にした授業改善調査及び
経年的な改善の有無を調査し、分析・検討を行
う。

・授業評価の集計結果を分析し公表する。

・学生が行った評価の理由が分かるようにする
など授業評価様式の見直しを検討する。

・医学科では通年で非常勤講師を除く全科目を対象として50教員に、看
護学科では前期後期を合わせて非常勤講師を除く全35教員に、それぞれ
授業評価を実施し、全教員へ結果通知を行うとともに、全教員から授業
改善調査票を回収した。

・2017年度分の授業評価については2018年度4月に公表した。また、
2018年度分の授業評価については、評価結果及び集計結果についてとり
まとめ、2019年度早期にＨＰへ掲載し、公表するため経年的な分析を
行っている。

・授業評価から授業内容や教育手法の課題等を的確に把握するため、医
学科、看護学科それぞれ10名程度の学生にインタビューを実施し、学生
の意見も取り入れた新たな授業評価アンケート調査票の作成することを
決定した。
現在、インタビュー内容も踏まえた新たな授業評価アンケート調査票を
2019年度中に開発し、試行するため、インタビュー内容のテキスト解析
を実施している。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

38
(２)カリキュラムと授業の進め方の満足度及び
その理由について調査を全学生に実施する。

・学生の満足度を把握するため、全学年を対象に「学生の意識及び授業
に関するアンケート調査」を実施（回収率　94.0％）した。
（カリキュラムに不満な学生の割合 医学科:33.6％、看護師:13.5％）
（授業の進め方に不満な学生の割合 医学科:21.8％、看護師:15.7％）

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

39
(３)平成２９年度ＦＤ活動実績に基づく表彰式を
実施するとともに、表彰記事を学報に掲載す
る。

・活動実績と医学教育フォーラムにおけるレポートの内容がともに優れ
た者3名を2019年3月に表彰するとともに学報2019年4月号に表彰記事を
掲載した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

40

(４)・教員を対象とした研修会を定期的に実施
し、研修結果を分析・評価する。

・新任教員を対象とした研修会の受講義務の周
知と未受講者に対する受講勧奨を徹底する。

・ＦＤ研修会については、関係する部署と連携し
ながら、案内を徹底するとともに、研修形式等
の工夫、内容の充実を図り、教員のＦＤ研修受
講率を向上させることにより、教育能力を向上さ
せる。

・「新任教員研修会」、「医学教育フォーラム」、「障碍者差別解消法
を踏まえた発達障害の診断または傾向のある学生への対応」、「地域基
盤型医療教育」等計8回実施し、延べ314名が参加した。

・新任教員研修については、全員が参加できるように、5月と11月にそ
れぞれ2回（計4回）実施した。
・所属長及び本人あてに文書により通知するなど受講の義務化を徹底し
た結果、新規採用者39人中35人（90％）が参加

・参加者増につなげるため、継続してなかよし保育園に託児できるよう
調整した。
・講演形式を従来までの聴講型だけでなく、討論形式の参加型の講演も
取り入れる工夫を行い、参加者増につなげた。
・教員により効果的な教育手法の普及を図るため、「質の高い学生評価
とは」や「診療参加型臨床自習」といった内容をテーマとし、直接的に
授業の内容及び方法の改善を図るためのテーマや、「障碍者差別解消法
を踏まえた発達障害の診断または傾向のある学生への対応」といった学
生支援のあり方等をテーマにした研修等、研修内容についても工夫して
実施した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

〔中期目標〕
・カリキュラムと授業の進め方に｢不満｣・｢大いに不満｣な学生の割合を平成２２年度に比べ半減を
目指す
・評価体制の構築と評価を実施する

〔中期計画〕
教員の教育力向上のためのＦＤ(Faculty Development)活動の活性化および教員と学生の双方向
性の授業評価システムを構築することにより、講義・実習・研修内容の充実を図る。

〈取組内容〉
・双方向の授業評価システムの構築及び実施による授業の改善
・教員の表彰制度の導入
・ＦＤ研修会の実施による教育能力の向上

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
【医学科】
H22 約40%

３９％ ３６％ ３０％ ２６％ ２２％ ２０％

実績
カリキュラム
        ３８％
授業　３１％

カリキュラム
　　　　４１％
授業　３３％

カリキュラム
　　　　４０％
授業　３５％

カリキュラム
　　 　 ４６％
授業  ３６％

カリキュラム
　　 　 ３６％
授業  ２３％

カリキュラム
　　 　 ３４％
授業  ２２％

特記
事項

指標
【看護学科】
H22 約40%

３９％ ３６％ ３０％ ２６％ ２２％ ２０％

実績
カリキュラム
        １６％
授業　１４％

カリキュラム
　　　　１０％
授業　４％

カリキュラム
　　　　８％
授業　７％

カリキュラム
        １１％
授業  １０％

カリキュラム
        １９％
授業  　９％

カリキュラム
        １４％
授業  １６％

特記
事項

指標
評価体制の
検討・構築

評価の実施

実績
両学科の全
科目の授業
評価を実施

両学科の全
科目の授業
評価を実施

特記
事項

授業内容・教員の
評価体制

カリキュラムと授業
の進め方に「不
満」・「大いに不満」
な学生の割合

医学科・看護学科全科目
の授業評価を実施
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

３　老朽・狭隘施設への対策

(１)将来像に掲げる「良き医療人の育成」実践の
場となる新キャンパスの教育施設について、前
年度に引き続き、法人内及び県との意見交換・
協議による整備内容の具体化とコンセンサス形
成を進め、施設整備基本計画をまとめ上げる。

41

〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
新キャンパスへの教育・研究部門の移転計画を積極的に推進する。

〈取組内容〉
・平成３３年中の新キャンパスオープンを目指した整備の推進
・教育・研究部門等移転対策検討委員会の県と合同での設置・運営 （全体計画）

老朽かつ狭隘な施設への対策として、新キャンパスへの教育部門の
移転について、先行整備を令和6年度中に完成し、医学科1年及び看
護学科1年～4年を移転する計画が平成30年2月15日に県から示され
た。
・3/20　役員会にて新キャンパス整備基本計画書（案）について審
議・承認された。
（施設整備基本計画承認までの経緯）
・6/11　キャンパス整備検討ワーキングにて整備計画平面図素案を
作成。
・各教育協議会等で説明し（7/3　基礎　7/10　看護・教養　7/17
臨床　7/20　学生）、意見を聴取した。
・10/3　拡大総務経営会議・拡大教務委員会に諮り、得た意見をも
とに整備計画平面図（案）とした。
・11/5　キャンパス整備検討ワーキングに整備計画平面図（案）を
諮り、了解を得た。
・12/25　県も含めたキャンパス整備検討委員会及びキャンパス整
備検討ワーキングを合同開催し、整備計画平面図（案）を含む新
キャンパス整備計画書（案）等を検討。
（県・市との協議）
・県と新キャンパスの整備方針及び内容について協議するととも
に、財政当局に事業規模について説明を行い査定を受けた。
・県及び橿原市と地区計画の申請手続きを含む諸問題について調整
を行った。
（地元への説明）
・新キャンパス予定地の里道・水路の付け替えについて、地元自治
会長等に対し説明を行い （9/26　山本町・土地改良区、10/5　四
条本村、10/22　小泉堂）、また、四条本村に対しては  住民説明
会を開催して（10/27）理解を求めた。
・新キャンパスの地区計画素案について地元説明会（四条本村3/16
四条小泉堂3/21）を開催し、理解を求めた。

以上のとおり、法人内及び県とのコンセンサスを形成の上、施設整
備基本計画をまとめあげており、計画は達成できた。

A

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
基本設計

着手
建築工事
発注準備

実績
基本構想

検討
基本計画

検討
基本計画
検討・策定

特記
事項

新キャンパスの整
備
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

Ⅲ研究
１　研究の適切な成果評価

43
(２)適切な評価を行うため、研究に関する評価
委員会を運営し、研究成果の見える化について
外部有識者を交え議論する。

・本学における研究面での適切な評価を行うため、学外有識者を含
む研究評価委員会を11/1及び2/7に開催し、学内の研究の取り組み
や研究成果の還元について「研究成果の見える化」を目指した。
・研究者ごとの論文業績等研究データの蓄積のため、本学の助教以
上の教員について、研究者情報データベースへの入力を完成した。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を十分に実
施した。

A

〔中期目標〕
・外部有識者を含む評価委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
研究に関する外部有識者を含む自己評価委員会を設置・運営するとともに、教室主任に研究目
標の明確化を求め、達成状況を自己評価させ、極めて高い研究業績をあげた者に対する顕彰制
度を新設する。

〈取組内容〉
・研究活動に係る課題の検討、基本方針の策定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設置・運営
（再掲:Ⅰ-3）
・研究に関する外部有識者を含む評価委員会の設置・運営（再掲:Ⅰ-3）

42

(１)重点研究推進計画に定めた重点研究課題
について、研究推進戦略本部会議において進
捗管理のうえ推進し、あわせて、評価について
も検討し、顕彰制度を新設する。

S

・研究の適切な成果評価のため、研究推進戦略本部会議を11回開催
し、重点研究課題である特色ある3つのサブコホート研究、超高齢
社会のためのＭＢＴ（医学を基礎とするまちづくり）、良き医療人
育成に関する研究や卒後医療人のキャリアパスに関する研究、血栓
止血制御及びＩＶＲの研究成果を分析した。
・極めて高い研究業績をあげた研究者に対する顕彰制度「奈良県立
医科大学賞」を創設した。
・上記以外の取組として、血栓止血制御に関する研究については、
今年度より血栓止血研究センターを立ち上げ、運営委員会（5/28、
6/26、7/26、8/7、2/5）で、今後の研究体制及び専任教員を決定し
た。その他、血栓止血先端医学講座、血友病教育講座（寄附講
座）、血栓止血分子病態学講座（寄附講座）、血栓止血医薬生物学
共同研究講座（共同研究講座）を設置した。
・IVRに関する研究については、今年度よりＩＶＲ研究センターを
立ち上げ、運営委員会（6/7、1/31）で今後の研究体制等を決定す
るとともに、動物用ＣＴの設置及び技術補助員を配置した。
・その他、疾患の予兆や重症化、医薬品の効果･副作用についてリ
アルタイムで予測できる技術を開発するため、AI･バイオ･工学を融
合させた画期的な寄附講座「V-iClinix講座」を設置した。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を上回って
実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置 運営

実績
H26年3月

設置
評価のあり

方検討
学外有識者
委員の選定

評価手法の
構築

評価項目の
検討

学外有識者を
含む評価委員
会の運営

特記
事項

外部有識者を含む
評価委員会の設
置・運営
（再掲:Ⅰ-3）
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

２　有能な研究者の獲得

45
(２)学生の自主的な研究活動に対する支援制度
を引き続き運用する。

・学生が筆頭発表者として参加する学会参加旅費等を助成（7件）
するとともに、学部研究生を受入研究指導を行った8教室に学生研
究活動費として10万円を助成した。
・学生研究活動成果発表会を実施し、優れた自主研究に対する学生
2名に奨励金（図書カード5000円分）を交付した。
・第8回西日本医学生学術フォーラム参加学生（4名）の旅費を助成
した。

以上のとおり、年度計画を十分実施した。

A

46

(３)大学院進学を促進させるため、「未来への飛
躍基金」を活用した入学者への奨学金貸与制
度を大学ホームページ、募集要項等により積極
的に周知し、運用する。

・本大学院医学研究科博士課程合格者に入学金を貸与する「大学院
入学支援修学資金」及び基礎医学系若しくは、社会医学系の科目を
選択した者に対して授業料を貸与する「基礎医学研究者確保修学資
金」について、募集要項への掲載、入学手続き時の周知を行った。
「大学院入学支援修学資金」を1名に貸与、「基礎医学研究者確保
修学資金」につていては、新規2名より申請を受け付けた。併せて
継続者11名にも貸与実施し、「未来への飛躍基金」を活用した貸与
総額も昨年度より増加した。

以上のとおり、年度計画を十分実施した。

A

〔中期目標〕
・基礎医学系教員１４名以上の育成を目指す
・ＰｕｂＭｅｄ対象の英文学術論文数を延べ1,400件を目指す

〔中期計画〕
研究医養成コースの充実に加え、学内共同研究プロジェクトや若手研究者への支援制度の充実
等により、基礎医学・社会医学・臨床医学の研究を推進する高度な知識・能力と意欲を持つ研究
人材を育成し、大学全体の研究競争力を高める。

〈取組内容〉
・研究活動に係る課題の検討、基本方針の策定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設置・運営
（再掲:Ⅰ-3）
・基礎医学・社会医学研究者の増加を図るための研究医養成コースの充実
・研究助教制度、顕彰制度、若手研究者支援制度の導入等、研究体制強化の取組実施
・女性研究者の継続・復職支援の充実等による女性研究者支援

・日本を世界を牽引する重点研究課題のうち、血栓止血制御に関す
る研究については、今年度より血栓止血研究センターを立ち上げ、
有能な研究者の獲得に向け、血栓止血研究センター運営委員会
（5/28、6/26、7/26、8/7、2/5）で、今後の研究体制及び専任教員
を決定した。その他、血栓止血先端医学講座、血友病教育講座（寄
附講座）、血栓止血分子病態学講座（寄附講座）、血栓止血医薬生
物学共同研究講座（共同研究講座）を設置した。
・IVRに関する研究については、今年度よりＩＶＲ研究センターを
立ち上げ、ＩＶＲ研究センター運営委員会（6/7、1/31）で今後の
研究体制等を決定するとともに、動物用ＣＴの設置及び技術補助員
の配置を行った。
・研究推進戦略本部会議においても上記の研究成果を確認した。そ
の他、超高齢社会のためのＭＢＴ（医学を基礎とするまちづく
り）、良き医療人育成に関する研究や卒後医療人のキャリアパスに
関する研究といった本学が重点研究推進計画に定めた重点研究課題
についても、研究推進戦略本部会議で、研究成果を分析した。
・疾患の予兆や重症化、医薬品の効果･副作用についてリアルタイ
ムで予測できる技術を研究開発するAI･バイオ･工学を融合させた画
期的な寄附講座「V-iClinix講座」を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学と連携活性化委員会を設置し、相互
の学術交流を通じて、教育・研究･医療のレベルを一層高め、本学
の認知度の向上を図った。
・PubMedについては、今年度は527件が対象となった。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を上回って
実施した。

S
(１)重点研究推進計画に定めた日本を世界を牽
引する重点研究課題について、研究推進戦略
本部会議において進捗管理のうえ、推進する。

44

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

２１４件
２２６件

（累計）
４４６件

（累計）
６７８件

（累計）
９１６件

（累計）
１１６０件

（累計）
１４００件

実績 ２４０件
（累計）
５４１件

（累計）
９１３件

（累計）
１３５６件

（累計）
１８７１件

（累計）
２３９８件

特記
事項

指標
Ｈ２４
２名

延べ４名 延べ６名 延べ８名 延べ１０名 延べ１２名 延べ１４名

実績 延べ５名 延べ８名 延べ１０名 延べ１３名 延べ１４名 延べ１５名

特記
事項

PubMed対象の英
文学術論文数（累
計） ・PubMedは、医学文献のデ－タ－ベ－スであり世界の主要な医学系雑誌等に英

語での掲載された文献を検索することが可能である、研究者の研究成果の情報
発信は、論文の投稿での発表が中心であるため評価指標としては適切である。

基礎医学系教員
育成数（累計）

研究医コース受講者数

PubMed：アメリカ国立医学図書館内の国立生物科学情報センター(NCBI)が運営する

医学・生物学分野の学術論文検索サービス
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

47

(４)研究推進戦略本部において、特別共同研究
助成事業や若手研究者研究助成事業の募集、
対象者決定、助成などを引き続き実施する。ま
た、特別共同研究助成事業の成果発表会を実
施する。

・学内の横断的研究を促進させるため特別共同研究（横断的共同研
究）助成事業の募集をおこない（応募7件）、研究推進戦略本部会
議で選考を行い、助成対象者を決定した（採択1件）。
・若手人材育成を促進させるため若手研究者研究助成事業の募集を
おこない（応募19件）、研究推進戦略本部会議で選考を行い、助成
対象者を決定した（採択11件）。
・特別共同研究助成事業において研究が終了した2研究課題につい
て、11/6に研究成果発表会を開催した。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を十分に実
施した。

A

48

(５)女性研究者支援センターが中心となり、女性
研究者の研究継続支援など女性研究者への支
援、女性研究者支援に関する広報・啓発活動、
女性研究者表彰制度、また、女性研究者科学
研究費獲得支援事業を引き続き実施する。

・女性研究者への研究支援員配置制度を継続して実施した。
・教職員等の意識向上のため、FD・SD講演会（11/15）の他、臨床
研修医や指導医に対してハラスメント研修会を実施した
（11/3,2/6）。
・女性研究者支援に関する広報・啓発として「まほろばだより」を
4回発行した。
・「女性研究者学術研究奨励賞」を継続実施した。
・科学研究費助成事業に申請していない本学女性教員に対し、科学
研究費獲得支援事業を個別にきめ細やかな周知を行い、希望者には
獲得に向けて面談及び応募書類の添削指導を実施した。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を十分に実
施した。

A
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

３　健康・予防医療等研究範囲の拡大
〔中期目標〕
・リビングサイエンスの推進に向けた具体的な研究を実施し、県内へ普及する

〔中期計画〕
ＭＢＴ構想や奈良県健康長寿コホートスタディ等について計画・推進し、住民の健康増進に貢献す
るリビングサイエンスを推進する。

〈取組内容〉
・研究活動に係る課題の検討、基本方針の策定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設置・運営
（再掲:Ⅰ-3）
・｢住居医学｣・｢認知症への対応｣・｢スポーツ医学｣等リビングサイエンスへの取組強化（再掲:Ⅰ-
3）
・奈良県健康長寿コホートスタディ（１万人のコホート研究）、MBT構想等、健康増進に関する研究
の推進及び地域への還元（再掲:Ⅰ-4）

・県民の健康増進を目的とした奈良県健康長寿大規模コホート研究
について、9/4と10/5に学内成果報告会を行うとともに、研究推進
戦略本部会議で研究成果を分析した。また県民への研究成果の還元
として、奈良県健康長寿大規模コホート研究について、2/16に県民
公開講座「くらしと医学」で研究成果を発表した。
・血栓止血制御に関する研究については、今年度より血栓止血研究
センターを立ち上げ、血栓止血研究センター運営委員会（5/28、
6/26、7/26、8/7、2/5）で、今後の研究体制及び専任教員を決定し
た。その他、血栓止血先端医学講座、血友病教育講座（寄附講
座）、血栓止血分子病態学講座（寄附講座）、血栓止血医薬生物学
共同研究講座（共同研究講座）を設置した。
・IVRに関する研究については、今年度よりＩＶＲ研究センターを
立ち上げ、ＩＶＲ研究センター運営委員会（6/7,1/31）で、今後の
研究体制等を決定するとともに、動物用ＣＴの設置及び技術補助員
を配置した。
・上記研究課題の他、超高齢社会のためのＭＢＴ（医学を基礎とす
るまちづくり）、良き医療人育成に関する研究や卒後医療人のキャ
リアパスに関する研究といった本学が重点研究推進計画に定めた重
点研究課題についても、研究推進戦略本部会議で研究成果を分析し
た。
・県民の健康や予防医療につながる、疾患の予兆や重症化、医薬品
の効果･副作用についてリアルタイムで予測できる技術を研究開発
する寄附講座「V-iClinix講座」を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学と相互の学術交流を通じて、教育・
研究･医療のレベルを一層高めるため、連携活性化委員会を設置し
今後の連携体制を決定した。11/20には両学の研究者が研究内容の
発表を行い、お互いの理解促進を深めた。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を上回って
実施した。

(１)重点研究推進計画に定めた住民の健康増
進に貢献するリビングサイエンスの推進を含む
重点研究課題について、研究推進戦略本部会
議において進捗管理のうえ、推進する。

49 S

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標

新研究
テーマの

検討
既存事業
の推進

新研究
テーマ事業
の実施,、
県内への
普及検討

実績

・県民健康
増進支援セ
ンター設置
・ＭＢＴにつ
いて共同研
究実施

・コホート研
究に関する
骨子策定
・MBTで国の
「地域活性化
モデルケー
ス」に選定

・コホート研
究の公募・採
択・研究開始
・橿原市と包
括協定、
MBTｺﾝｿｰｼｱ
ﾑ研究会の
設置

・コホート研
究の中間評
価を踏まえ
継続実施
・ＭＢＴコロキ
ウム開催

・コホート研
究の進捗確
認と継続実
施
・MBT健康
フェアの開催

・コホート研
究の進捗確
認と成果発
表会の実施
・MBTイベン
トの開催

特記
事項

リビングサイエンス
の推進

県民への健康に関しての周知については、成果発表会等のイベントにて体験や
実感して頂くのが最も効果的で評価指標である。
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

・MBTの研究成果の周知を図るため展示会等（はっと！！神戸健康
フェア（4/7）・「着物でジャズ、今井町」（5/13）･奈良県防災総
合訓練展示会(8/5)･第1回医療ITEXPO東京（9/12－14）･奈良県立医
科大学健康フェア2018（9/17）・けいはんなビジネスメッセ(10/4-
5)・日経デジタルヘルスディ2018（10/17-19）･くすりの町の漢方
マルシェ（11/18）･日経セミナ－(12/12)･イノベ－ションストリ－
ムKANSAI(12/19））に出展し研究成果を発表した。
・「MBT記念シンポジウム」（9/19）・「MBTオープンミーティング
2018in東京」（11/27）や「MBT技術交流会」（2/20）を開催し、本
学の研究シ－ズや研究成果を広く全国に公表するとともに、中国老
人医療福祉全国大会（上海6/18）でMBTの研究成果を世界にも発表･
周知した。
・研究成果等の報道は、県内外を問わず１年間33件に及んだ。
・ＭＢＴコンソーシアム企業と連携協力し、6つの分野（①見守り
支援、②ビックデ－タ活用、③スマ－トコミュニティ、④健康創造
都市・健康創造産業、⑤MBT研究所産学連携、⑥産学官金フリ－
ディスカッション）において、本学のシ－ズや企業ニ－ズの情報交
換を行うと共に、MBTコンソーシアム会員企業８社と共同研究契約
を締結し、ＭＢＴの研究を推進した。また、早稲田大学とは、共同
で農林水産政策科学研究委託事業及び戦略的創造研究推進事業の外
部資金を獲得し、地域への還元や地域企業等に役立つ共同研究を実
施した。
・その他、ＭＢＴ研究所、自治体及びコンソーシアム会員企業と共
に、理学療法士の指導による、主に着席したままの健康体操のほ
か、メタボや疲労度測定、貯筋のすすめと題してウォーキングと筋
トレで若返りを目指す運動教室を開催（奈良市学園前、橿原市今井
町、栃木県高根沢町）し、地域住民へ研究成果を還元した。
・本学、自治体及びコンソーシアム会員企業によるＭＢＴの研究成
果の一つである「妊娠期･子育て支援サービス」の有用性を検討す
るため実証実験を実施した。
・コンソーシアム会員企業等と共に、国土交通省「スマートウェル
ネス住宅等推進モデル事業」に応募し、採択された。4月よりウェ
アラブル端末を使用し、住民一人ひとりのバイタルデータ等を収
集・解析する実証実験を行う。
・個別のニ－ズ相談体制については、広く一般企業も含めMBT相談
体制の設置を行い産学官連携の強化を図った。
・今後企業との活動の強化のための新たな拠点として、(株)タカト
リ内に奈良県立医科大学産学官連携推進センター （MBT（医学を基
礎とするまちづくり）研究所分室）を開設した。
・MBT構想をより現実のものとするため、奈良医大発となる第1号大
学発ベンチャー企業を認定し、見守りシステム等の開発を目指し
た。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を上回って
実施した。

50 S
(２)コンソーシアム企業及び早稲田大学ＭＢＴ研
究所と連携してＭＢＴに関する研究成果の周知
を行う。
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

51

(３)奈良県健康長寿大規模コホート研究の進捗
状況を確認し、住民の健康増進に貢献するリビ
ングサイエンスの推進に向け研究を継続実施
する。

・地域住民の健康や予防医療に繋がる奈良県健康長寿大規模コホート研究
の成果報告会を9/4と10/5に開催し、研究推進戦略本部会議で研究成果を分
析した。
・県民への研究成果の還元として、奈良県健康長寿大規模コホート研究に
関して、2/16に県民公開講座「くらしと医学」で健康増進に関する成果を
発表した。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を十分に実施し
た。

A
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

４　研究環境の改善

・老朽かつ狭隘な施設への対策として、新キャンパスへの教育部門
の移転について、先行整備を令和6年度中に完成し、医学科1年及び
看護学科1年～4年を移転する計画が平成30年2月15日に県から示さ
れた。その結果、研究部門については継続整備として整備する予定
であるが、現段階では県からスケジュールは示されていない。
・より高いセキュリティが求められる研究施設を敷地の奥に配置す
るというゾーニング計画に基づき、研究棟2棟及び総合研究棟の配
置を計
画し、施設整備基本計画に盛り込んだ。
・基礎医学教育協議会において新キャンパス整備の全体像及び先行
整備の説明を行うとともに、継続整備における機能のあり方につい
て検討を行った。
・研究部門も含めた地区計画決定に向けて、県・市と協議しながら
地元に説明し理解を求めた。

県から研究部門の整備は継続整備で行うものと示されたため、施設
整備基本計画に具体案を作成するに至らなかった。

(１)将来像に掲げる研究理念を実現する場とな
る新キャンパスの研究施設について、前年度に
引き続き、法人内及び県との意見交換・協議に
よる整備内容の具体化とコンセンサス形成を進
め、施設整備基本計画をまとめ上げる。

〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
新キャンパスへの教育・研究部門の移転計画を積極的に推進する。（再掲:Ⅱ－３）

〈取組内容〉
・平成３３年中の新キャンパスオープンを目指した整備の推進（再掲:Ⅱ-3）
・教育・研究部門等移転対策検討委員会の県と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）

52 B

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
基本設計

着手
建築工事
発注準備

実績
基本構想

検討
基本計画

検討
基本計画
検討・策定

特記
事項

新キャンパスの整
備
（再掲:Ⅱ-3）
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年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

Ⅳ診療
１　医師・看護師等の離職防止と人材確保

ワークライフバランス検討委員会を開催し、働きやすい職場環境づ
くりを行い、医師・看護師等の離職防止及び人材確保を行うため、
以下の内容を検討した。

○医師の働き方に関するヒアリング結果について
・医師の働き方については、昨年度に実施した本学附属病院に勤務
する全医師に対する勤務実態調査結果をもとに、全医局に対する病
院長ヒアリングを実施し、現状を改めて把握し、実施可能な取組を
検討した。
・医師と看護師の業務負担軽減策として、医師については医師事務
作業補助者5名、看護補助者8名を採用し、業務移管を積極的に推進
した。
・医師の当直明け勤務の免除を目的とした交替制勤務を麻酔科にお
いて試行を継続し、課題の抽出及び課題解消に向けた取組について
検討した。
　
○職員の超過勤務状況について
・離脱防止等の一環とし、超過勤務縮減に向けた取組を昨年度に引
き続き、事務職、看護職、医療技術職の各所属において超過勤務縮
減総括責任者及び超過勤務縮減実行責任者を選任し、所属ごとの超
過勤務縮減計画を策定し、法人企画部長、病院経営部長、人事課に
よるヒアリングを実施（H30.7）した。

○看護師の離職について
・看護部と協力し、看護師の離職理由を把握するとともに、日本看
護協会が実施する調査における全国平均離職率と比較及び検討を
行った。

○女性医師を確保するための取組について
・女性が働きやすい環境構築の一環として、定員を現在の90名から
150名に増員するため、保育園の増築に着手し、平成30年10月から
供用を開始した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

53

〔中期目標〕
・ワークライフバランス検討委員会を設置・運営する
・女性医師数３５名を目指す（後期臨床研修医を除く）
・看護師の離職率を５％未満を目指す
・就業規則を見直す

〔中期計画〕
医師・看護師等の適正な増員と配置及び短時間正規労働制度の導入等によるワークライフバラ
ンスの改善を図るとともに学内保育園の充実と利用の促進により、女性医師・看護師等の就職促
進と離職防止を図る。

〈取組内容〉
・仕事と生活を両立できる職場環境作りを検討するワークライフバランス検討委員会の設置・運営
・短時間正規労働制度の導入等就業規則の見直し、女性医師・看護師等の継続・復職支援、保
育制度の充実等、ワークライフバランス推進のための制度等の構築や見直し

(１)・ワークライフバランス検討委員会を継続的
に開催し、働きやすい職場環境づくりのための
検討を行う。
・医師の働き方について、業務量調査等の結果
分析を行い、課題を検討し、医師の負担軽減に
向けて取り組み、女性医師数３５名を達成する。
・超過勤務の縮減、タスクシフティング（業務の
移管）等に向けて、課題を検討し、課題解決の
ために取り組み、看護師の業務負担の軽減を
図り、働きやすい職場環境整備を実施し、看護
師の離職率を低減させる。

A

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２４
２３名

２５名 ２７名 ２９名 ３１名 ３３名 ３５名

実績 ２７名 ２６名 ３１名 ３６名 ３８名 ４３名

特記
事項

指標
Ｈ２３

７.４９％
７.０％ ６.５％ ６.０％ ５.５％ ５.０％ ５.０％

実績
Ｈ２５
７.１％

８.１％ ７.２％ ７.７％ ８．２％ ９．６％

特記
事項

指標 見直し

実績 検討中 実施

特記
事項

指標 設置 運営

実績 設置済 運営

特記
事項

*女性医師数：女性の臨床系教員（中央部門含む）

ワークライフバラン
ス検討委員会の設
置・運営

看護師の離職率

看護師の離職率については、平成29年度、全国平均10.7％、奈良県12.7％となっている。
本学の離職率は指標には達していないものの、平均8%代で推移している。
看護師の年間育児部分休業取得者数（※1）は年々増加しており、部分休業制度により柔軟な勤
務体制が取れることで、産休や育休を取得した後、部分休業を取得し復職する看護師が多く（※
2）、看護師離職理由第一位（厚生労働省看護職員就業状況等実態調査より）の「出産・育児のた
め」の退職者が少ないためであると考えられる。

※1　（看護師：年間育児部分休業取得者数）H27：82名→H28：92名→H29：99名→H30：114名
※2　H30.4.1～H31.3.31の間に産休又は育休を取得した者
　　　産休/育休/休職　奈良医大　9.6%（のべ90/935人（H31.3.31時点））

就業規則の見直し

女性医師数*
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

２　がん拠点病院としての機能の充実

54

(１)・がん看護外来の充実に努める。
・緩和ケア地域連携カンファレンスの開催等、中
核的な緩和ケアセンターとして引き続き運営す
る。
・がん診療連携拠点病院等の指定要件の見直
しについて国の動向を注視し、情報収集を行
う。

・放射線療法に携わる看護師1名が「がん放射線療法看護認定看護
師」の資格を取得した。
・緩和ケアセンターの看護師1名が、国立がん研究センター主催の
「がん患者の外見ケアに関する教育研修応用編」を受講した。
・県内緩和ケア医療従事者を対象に研修会を開催しスキル向上を図
るなど、中核的な緩和ケアセンターとしての役割を果たした。（ま
ほろばPEACE緩和ケア研修会1回　参加者65名）
・がん診療連携拠点病院等の指定要件の見直しに関する情報収集を
行い、院内関連部署への周知及び県内のがん診療連携拠点病院等へ
の情報提供を行った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

55

(２)・引き続きリニアック等の安定した運用を行
う。

・各種研修会の開催・受講等により、がん医療
に携わる人材を育成する。

・多職種連携によるチーム医療体制の充実に向
けた取組を実施する。

・多職種が連携し、放射線療法に関する症例検討会を毎週開催する
ことで、治療機器の安定した運用を行った。

・県内医療従事者を対象とした各種研修会の開催により、人材育成
を行った。（6回開催　138名参加）

・多職種連携による奈良県化学療法チーム研修会を開催（参加者15
名）、またキャンサーボードを昨年度比1件増設（9件）し、チーム
医療体制の充実を図った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

56

(３)・院内がん登録の実施及び統計（２０１７年症
例）の公表を行う。

・県内の院内がん登録（２０１５年症例）の分析・
評価を行い、結果を関係病院にフィードバックす
る。

・院内がん登録の実施及び統計（2017年症例）の公表を行った。

・県内の拠点病院、支援病院から2015年症例のデータを収集し、5
大がんのステージ別治療件数や施設別・部位別登録数の推移等の分
析・評価を行った。結果を関係施設にフィードバックした。

以上のとおり、計画を達成した。

A

〔中期目標〕
・がん診療に特化した医師数を平成２４年５月現在に比べ倍増を目指す
・がん治療の年間延べ患者数35,000名に対応する

〔中期計画〕
都道府県がん診療連携拠点病院にふさわしい医療体制を構築するとともに、高度先進的な施設・
機器を整備することにより、充実したがん治療を実施し、生存率の向上を目指す。

〈取組内容〉
・高度で専門的ながん医療の提供及び、がん医療に携わる人材の育成・確保
・本県の緩和ケア提供体制の中で、本院緩和ケアセンターがその中核的な役割を果たすべく稼働
（再掲:Ⅰ-7）
・がん診療に関するチーム医療体制の充実・強化
・がん登録の推進

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
H23

30,825件
32,000件 32,700件 33,400件 34,100件 34,700件 35,000件

実績 30,815件 35,610件 34,574件 34,298件 34,787件 36,075件

特記
事項

*放射線治療、化学療法の計

がん治療件数*
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

３　治療成績の一層の向上

(１)・継続して臨床指標の集計及び他院とのベ
ンチマーク等で現状分析を行う。

・重点改善項目（２項目）について、モニタリング
を開始し、取組を進める。
（高度医療評価制度・先進医療診療実施数、指
導医数）
・重点改善項目の追加を行う。

57

〔中期目標〕
・診療内容向上委員会を設置・運営する
・臨床指標（クリニカルインディケーター）を設定し、改善する
・臨床指標をホームページへ掲載し、毎年更新する

〔中期計画〕
（仮称）診療内容向上委員会を設置・運営するとともに、医大版臨床指標（Ｃlinical Indicator)を定
めて、診療の質と量に対する現状分析を行い、一層の治療成績の向上を図る。

〈取組内容〉
・診療の質と量に対する現状分析と一層の向上を検討する（仮称）診療内容向上委員会の設置・
運営
・臨床指標の設定と管理及び、ホームページへの掲載と更新

A

・各指標のベンチマークを行いホームページに掲載した。

・重点改善項目（2項目）についてモニタリングを開始した。同項
目については、次年度も引き続き、改善に向けた取り組みを進める
こととした。
・平成30年度臨床指標のベンチマークを行い、「褥瘡発生率」を重
点改善項目に追加した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置
運営

実績報告

実績
7月１日
設置

運営（臨床
指標決定）

特記
事項

指標 設定・公表
公表継続
数値改善

実績
設定

10月１日
公表

設定
10月１日

公表

設定
10月1日

公表

設定
10月１日

公表

設定
３月２６日

公表

設定
３月２８日

公表

特記
事項

診療内容向上委
員会の設置・運営

臨床指標の設定・
公表
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

４　患者満足の一層の向上

58

(１)・患者意見を反映するため、引き続きホスピ
タリティマインド向上委員会を運営する。

・受講者アンケートの結果等を踏まえ、研修内
容を検証することで、効果的なホスピタリティマ
インド醸成研修を開催する。

・ホスピタリティマインド向上委員会で診察待ち時間等について検
討し、医療費後払いサービスを開始した。

・ホスピタリティマインド醸成研修会を18回（参加者841名）開催
した。受講者のアンケートに基づく講師と議題にしたことにより
「仕事に活かせそう」「理解できた」の割合が昨年度比4％アップ
し59％に上昇した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

〔中期目標〕
・ホスピタリティマインド向上委員会を設置・運営する
・入院・外来の診療内容に総合的に満足している患者の割合９０％以上を維持する
・診察の待ち時間が長いと感じる患者の割合年１％ずつの減少を目指す

〔中期計画〕
医療人のホスピタリティマインドの醸成及び患者の意見、要望を反映させた病院運営を行い、患
者満足の一層の向上を図る。

〈取組内容〉
・ホスピタリティマインド向上委員会の設置・運営
・患者満足度調査、声のポスト等による患者意見の病院運営への反映
・職員を対象としたコミュニケーション研修の実施
・ハード・ソフト（総合案内、誘導案内、ボランティアによる親切な案内の実施等）両面にわたる患
者の視点にたったアメニティづくり

59

○施設改修工事
・Ａ棟1階の5診療科の外来受付カウンター改修など、患者アメニ
ティ向上のための施設改修工事を実施した。また廊下改修は次年度
実施の予定である。

○案内業務の充実と質の向上
・医事委託業者の研修として10月及び2月に公開接遇研修を実施し
た。また、患者の意見を基にした研修については、医事委託業者社
員の受付担当を対象とする定例勉強会を毎月1回開催した。以後も
同様に開催を予定している。
・患者への説明・案内用フロアマップのリニューアルを行い、院内
各所の案内に設置した。

○患者満足度調査の実施
・外来患者向け及び入院患者向けに12月にアンケート方式で実施し
た。調査項目を入退院支援センターの開設等を踏まえ追加・見直し
を実施した。2月に調査結果が報告された。

○患者の満足度向上に向けた取組
・長時間会計待ち患者の解消に向け運用体制を見直し対前年に比べ
大幅な改善を達成した。
・調剤待ち患者への対応として、カフェ及びレストランに調剤待ち
表示板を増設した。
・声のポストによる患者からの意見を踏まえ、料金自動支払機の起
動時刻を前倒しした。
・院内でより快適に過ごしてもらえるよう、待合スペースに有線放
送を導入した。
・今後も、声のポストによる患者からの意見や外来・入院患者の現
況を踏まえ、患者満足度向上に向けた取組を継続する。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

(２)・患者アメニティの向上を図るため、引き続き
状況を調査し、優先順位を考え改修の立案を行
う。

・案内業務の充実と質の向上については、引き
続き公開研修を実施し、また内容については声
のポスト等からの患者の意見を反映させる。

A

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

約９０％
９０％以上 ９０％以上 ９０％以上 ９０％以上 ９０％以上 ９０％以上

実績 ９０％以上
入院91.5％
外来96.6％

入院92.1％
外来96.5％

入院92.8％
外来97.0％

入院93.4％
外来96.7％

入院90.6％
外来97.4％

特記
事項

指標
Ｈ２３

３５.３％
３５％ ３４％ ３３％ ３２％ ３１％ ３０％

実績 ３３.４％ ３０.１％ ３１.４％ ２９.３％ ２９.３％ ３１.９％

特記
事項

指標 設置 運営

実績 設置
ホスピタリティマ
インド向上委員

会開催

特記
事項

指標 実施

実績
研修体系
の検討

ホスピタリティマ
インド醸成研修

の実施

特記
事項

ホスピタリティマイ
ンド醸成研修の実
施

診療内容に満足し
ている患者の割合

アンケート調査の結果診療面全般について満足している患者の割合は、入院
90.6％、外来97.4％であり目標を達成している。

診療の待ち時間が
長いと感じる患者
の割合 外来患者数は平成２５年度以来、平成２８年度を除き右肩上がりに増加傾向にあ

り平成３０年度の外来患者数は５７３，５５９人で対前年度比２．７６％の増であっ
た。調査日は２，８２７人と前年度調査日の２，５７６人から９．７４％と大幅な増加
で待ち時間を長いと感じる患者数が多くなったものとみられる。

ホスピタリティマイ
ンド向上委員会の
設置・運営
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

60

(３)デジタル案内板等による医大病院線のバス
運行の周知等、バスの利用促進に向けた取組
を積極的に行い、患者の病院への利便性の向
上を図る。

・4月のアンケート調査によりバスの認知度が60％に止まっている
ことが解った。ポスター掲示に加えデジタルサイネージ等での広報
を行うことでバス運行の周知を行い、来院者の病院への利便性向上
を図った。
1月に再度アンケートを行った結果、認知度が約10％アップの70％
に上昇すると共にバス利用率が約20％アップの44％に上昇した。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

61

(４)・患者満足度向上のため、入院時の患者説
明、患者情報収集を入退院管理センターに集約
する取組をモデル診療科で実施する。

・モデル診療科での試行により、問題点をフィー
ドバックし、実施方法の検討・改善を行って本格
実施体制を構築する。

・入院時の患者説明、患者情報収集を集約する取組をモデル診療科
4科を対象に開始した。

・試行結果について、患者及びモデル診療科の医師・看護師等への
アンケートを実施し、その結果から課題を抽出、本格稼働に向け、
検討と改善を図った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

５　老朽・狭隘施設への対策

63

(２)・臨床医学研究棟の仮移転先であるＡ棟等
の工事に着手する。

・新Ａ棟をはじめとする現キャンパスにおける附
属病院施設の整備に関して、来院者の利便性
を欠き、周辺交通渋滞の原因にもなっている患
者用駐車場を先行整備するため、整備内容を
検討・具体化し、新キャンパスの施設整備基本
計画に含めてまとめ上げる。

・Ａ棟改修工事については、建築・電気工事は平成30年7月11日に
契約。機械工事について入札が不調等により、平成30年9月10日に
契約。
・大阪北部地震の影響を受け、老朽化が著しい臨床医学研究棟から
の早期待避を図るため、Ａ棟改修工事の工程を変更し、一時待避を
図りながら、工事に着手した。

・患者用駐車場の配置や動線について、現駐車場より多くの車を停
めることのできる計画案を作成し検討を行ったが、耐震問題の対応
のため検討途上となっている。
　
Ａ棟について工事に着手し計画を達成したが、現キャンパスにおけ
る患者用駐車場について、検討途上となった。

B

・老朽かつ狭隘な施設への対策として、新キャンパスへの教育部門
の移転について、先行整備を令和6年度中に完成し、医学科1年及び
看護学科1年～4年を移転する計画が県から示された。
・研究部門については継続整備にて整備することとされた。
・耐震に問題がある施設（医局棟など）について、耐震改修などを
検討するととも
に、新外来棟の前倒し建設についても検討を行った。

新キャンパス及び現キャンパスの先行整備について、検討を行った
ものの施設整備基本計画に具体案を作成するに至らなかった。

(１)将来像に掲げる教育・研究・診療それぞれの
理念を実現する場となる新キャンパス施設及び
現キャンパスにおける先行整備施設について、
前年度に引き続き、法人内及び県との意見交
換・協議による整備内容の具体化とコンセンサ
ス形成を進め、施設整備基本計画をまとめ上げ
る。

62 B

〔中期目標〕
・（仮称）中央手術棟の平成２７年度中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する
・教育・研究部門移転後の病院の整備計画を策定する

〔中期計画〕
附属病院のさらなる充実を目指し、（仮称）中央手術棟の工程通りの完成と円滑な運営を推進す
るとともに、新外来棟への早期改築を立案し、早期着工への道筋を示す。また、老朽かつ狭隘な
診療関連施設（臨床医学研究棟・臨床研修センター等）の早期改築を行う。

〈取組内容〉
・（仮称）中央手術棟の完成と運営
・教育・研究部門等移転対策検討委員会の県と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）
・老朽・狭隘な診療関連施設の早期改築の推進
・教育・研究部門等移転後の新外来棟等附属病院の整備計画の策定及び着手

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
第１期

オープン
第2期竣工

フルオー
プン運営・
機能充実

実績
第１期

オープン
第２期竣工
フルオープン

E棟の運営

特記
事項

指標
基本構想

策定
老朽施設
工事着手

基本・実施
設計着手

実績
基本構想

検討 老朽施設
設計

老朽施設
設計

工事着手

特記
事項

（仮称）中央手術
棟の整備

教育・研究部門移
転後の附属病院
の整備
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

Ⅴまちづくり
１　教育・研究部門の円滑な移転と新キャンパス整備

B64

(１)将来像に掲げる理念を実現する場となる新
キャンパスの教育・研究施設について、前年度
に引き続き、法人内及び県との意見交換・協議
による整備内容の具体化とコンセンサス形成を
進め、施設整備基本計画をまとめ上げる。

〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
平成３３年中の新キャンパスオープンを目指し、教育・研究機能の充実と地域に貢献できる新たな
機能を備えた整備計画を進める。

〈取組内容〉
・平成３３年中の新キャンパスオープンを目指した整備の推進（再掲:Ⅱ-3）
・教育・研究部門等移転対策検討委員会の県と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）

・老朽かつ狭隘な施設への対策として、新キャンパスへの教育部門
の移転について、先行整備を令和6年度中に完成し、医学科１年及
び看護学科1年～4年を移転する計画が県から示された。
・研究部門については継続整備にて整備することとされた。
・3/20　役員会にて新キャンパス整備基本計画書（案）について審
議・承認された。
・「藤原京」をモチーフにしながら、畝傍山などへの眺望を確保
し、また、歴史的計画の保全や活用を取り入れたキャンパス整備を
目指すことにより、地域と調和した空間づくりを行うこととした。
・キャンパス内を東西・南北に貫く道路を整備し、住民の方に自由
に散歩や農作業に利用できるようにするとともに、外周に道路を整
備し、地元住民の方の利便向上に貢献する整備内容とした。

以上のとおり、法人内及び県とのコンセンサスを形成の上、教育の
施設整備基本計画をまとめあげたが、研究部門が継続整備となった
ことから、施設整備基本計画に盛り込めなかった。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
基本設計

着手
建築工事
発注準備

実績
基本構想

検討
基本計画

検討
基本計画
検討・策定

特記
事項

新キャンパスの整
備
（再掲:Ⅱ-3）
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

２　地域に開かれたキャンパスづくり

65

・老朽かつ狭隘な施設への対策として、新キャンパスへの教育部門
の移転について、先行整備を令和6年度中に完成し、医学科1年及び
看護学科1年～4年を移転する計画が県から示された。
・3/20　役員会にて新キャンパス整備基本計画書（案）について審
議・承認された。
・新キャンパス内に図書館や食堂・コンビニ・書店を整備し、学
生・職員だけでなく広く県民に開放する計画とした。
・「憩いの広場」を設け、県民と学生が交流する場を設ける計画と
した。
・約600名収容の講堂や約250名収容の講義室を設け、公開講座など
を開催できる環境の計画とした。
・継続整備において、交流施設を整備し、広く県民に開放する計画
とした。

以上のとおり、法人内及び県とのコンセンサスを形成の上、施設整
備基本計画をまとめあげており、計画は達成できた。

〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
新キャンパスの構想計画においては、交流広場や緑地等の地域との交流を図る施設、図書館･食
堂･コンビニ・グラウンド等を設置し、県民への開放に努める。

〈取組内容〉
・平成３３年中の新キャンパスオープンを目指した整備の推進（再掲:Ⅱ-3）
・教育・研究部門等移転対策検討委員会の県と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）

(１)地域交流施設をはじめとする新キャンパス
の諸施設について、県民への開放を踏まえた
観点で、前年度に引き続き、法人内及び県との
意見交換・協議による整備内容の具体化とコン
センサス形成を進め、施設整備基本計画をまと
め上げる。

A

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
基本設計

着手
建築工事
発注準備

実績
基本構想

検討
基本計画

検討
基本計画
検討・策定

特記
事項

新キャンパスの整
備
（再掲:Ⅱ-3）
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評定

３　教育・研究部門等移転後の跡地活用

66

(１)将来像に掲げる教育・研究・診療それぞれの
理念を実現する場となる新キャンパス施設及び
現キャンパスにおける先行整備施設について、
県・橿原市が進めるまちづくりの内容・動向にも
留意しつつ、前年度に引き続き、法人内及び県
との意見交換・協議による整備内容の具体化と
コンセンサス形成を進め、施設整備基本計画を
まとめ上げる。

・老朽かつ狭隘な施設への対策として、新キャンパスへの教育部門
の移転について、先行整備を令和6年度中に完成し、医学科1年及び
看護学科1年～4年を移転する計画が県から示された。
・研究部門については継続整備にて整備することとされた。
・耐震に問題がある施設（医局棟など）について、耐震改修などを
検討するとともに、新外来棟の前倒し建設についても検討を行っ
た。

新キャンパス及び現キャンパスの先行整備について、検討を行った
ものの施設整備基本計画に具体案を作成するに至らなかった。

B

67

(２)・臨床医学研究棟の仮移転先であるＡ棟等
の工事に着手する。
（再掲Ⅳ-5）

・新Ａ棟をはじめとする現キャンパスにおける附
属病院施設の整備に関して、来院者の利便性
を欠き、周辺交通渋滞の原因にもなっている患
者用駐車場を先行整備するため、整備内容を
検討・具体化し、新キャンパスの施設整備基本
計画に含めてまとめ上げる。
（再掲Ⅳ-5）

・県・橿原市・本学が「医大・周辺まちづくりプロ
ジェクト調整会議」を定期的に開催し、まちづくり
に向けた情報共有・調整を進めることにより、大
和高田バイパス南側エリアにおけるまちづくりに
参画する。

・Ａ棟改修工事については、入札を行い建築・電気ＪＶは平成30年
7月11日に契約。機械ＪＶについて入札が不調であったため再公告
を行い、平成30年9月10日に契約。
・大阪北部地震の影響を受け、老朽化が著しい臨床医学研究棟から
の早期待避を図るため、Ａ棟改修工事の工程を変更し、臨床医学研
究棟からの一時待避を図りながら、工事に着手した。

・患者用駐車場の配置や動線について、現駐車場より多くの車を停
めることの出来る計画案を作成し検討を行ったが、耐震問題の対応
のため検討途上となっている。

・医大・周辺まちづくりプロジェクト調整会議（7/11、2/1、
3/28）に出席し、バイパス南側のまちづくりについて検討を行っ
た。
　
Ａ棟について工事に着手し計画を達成したが、現キャンパスにおけ
る患者用駐車場について、検討途上となった。

B

〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する
・教育・研究部門移転後の病院の整備計画を策定する

〔中期計画〕
現キャンパス跡地においては、憩いの広場、診療関連施設、新外来棟等の整備計画を推進する
とともに、医大が進めるＭＢＴ構想を踏まえ、県と市のまちづくりのグランドデザインに沿った｢医
療、介護、福祉が連携した健康まちづくり｣の整備計画に参画する。

〈取組内容〉
・教育・研究部門等移転対策検討委員会の県と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）
・老朽・狭隘な診療関連施設の早期改築の推進(再掲:Ⅳ-5）
・教育・研究部門等移転後の新外来棟等附属病院の整備計画の策定及び着手（再掲:Ⅳ-5）

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
老朽施設
工事着手

基本・実施
設計着手

実績
基本構想

検討 老朽施設
設計

老朽施設
設計

工事着手

特記
事項

教育・研究部門移
転後の附属病院
の整備
（再掲:Ⅳ-5）
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４　移転を契機とした研究分野での地域貢献

69

(２)教育・研究部門の移転に伴う研究分野の一
層の充実・発展のため、研究に関する評価委員
会を運営し、研究成果の見える化について外部
有識者を交え議論する。

・研究分野の一層の充実・発展を図るため、学外有識者を含む研究
評価委員会を11/1、2/7に開催し、「研究成果の見える化」を目指
し、大学としての研究力、特色ある分野、学内の共同研究グループ
の研究評価・分析をした。
・研究者ごとの論文業績等研究データの蓄積のため、本学の助教以
上の教員について、研究者情報データベースへの入力を完成した。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を十分に実
施した。

A

70
(３)大和漢方医学薬学センターを運営し、本学
の医師・薬剤師・医学生に対する教育・研究・診
療を推進する。

・研究分野での地域貢献を図るため、教育・人材育成分野について
は、東洋医学に関する講義を医学生に対し行う（4回11コマ）。毎
週月曜日に指導医による教育外来を実施し、今年度については、新
たに臨床研究センタ－と共同で臨床医向けの漢方勉強会（12/3）を
開催し将来の人材育成を行った。研究分野に関しては、漢方に関し
ての受託研究を企業と契約締結し研究を進めた（2件）。地域医療
者への研修・普及を目的として、医師・歯科医師・薬剤師向けの漢
方に関するセミナ－（①4/12,②7/26,③10/11,④2/7）の計4回を実
施するとともに、2/17については、実技編として漢方講義も行っ
た。また奈良県が進める漢方のメッカ推進プロジェクト検討会にも
参画し県民に対して啓発普及に努めた。

以上のとおり、各課題への対応は着実に進んでいる。また研究成果
への還元のため来年度も新たに企業等との漢方に関しての受託研究
の契約も進んでおり、年度計画を十分に実施した。

A

・重点研究課題の研究成果を確認するため、研究推進戦略本部会議を11
回開催した。また、キャンパス移転を見据えた基礎医学等の研究室の配
置転換を行うとともに、産学官連携を推進するため産学連携推進費を見
直した。
・血栓止血制御に関する研究については、今年度より血栓止血研究セン
ターを立ち上げ、血栓止血研究センター運営委員会
（5/8,6/26,7/26,8/7,2/5）で、今後の研究体制及び専任教員を決定し
た。またその他、血栓止血先端医学講座、血友病教育講座（寄附講
座）、血栓止血分子病態学講座（寄附講座）、血栓止血医薬生物学共同
研究講座（共同研究講座）を設置した。
・ＩＶＲに関する研究については、今年度よりＩＶＲ研究センターを立
ち上げ、ＩＶＲ研究センター運営委員会（6/7,1/31）で今後の研究体制
等を決定するとともに、動物用ＣＴの設置及び技術補助員を配置した。
・上記以外の取組として、県民への研究成果の還元として、奈良県健康
長寿大規模コホート研究について、2/16に県民公開講座「くらしと医
学」で研究成果を発表した。
・疾患の予兆や重症化、医薬品の効果･副作用についてリアルタイムで
予測できる技術を開発するため、AI･バイオ･工学を融合させた画期的な
寄附講座「V-iClinix講座」を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学と相互の学術交流を通じて、教育・研
究･医療のレベルを一層高めるため、連携活性化委員会を設置し今後の
連携体制を決定した。11/20には両学の研究者が研究内容の発表を行
い、お互いの理解促進を深めた。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を上回って実施
した。

S

〔中期目標〕
・外部有識者を含む評価委員会を設置・運営する
・（仮称）大和漢方医学薬学センターを設置・運営する
・住居医学講座、スポーツ医学講座などのエビデンスの確立と講習会等を実施する

〔中期計画〕
新キャンパスにおいては、（仮称）大和漢方医学薬学センターを設置等、一定規模の産学官連携
ゾーンを整備し、県や市と連携しながら、医農商工連携の一層の推進に寄与する。また、他大学と
の共同大学院構想を策定し、研究部門の強化を図る。

〈取組内容〉
・研究活動に係る課題の検討、基本方針の策定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設置・運営
（再掲:Ⅰ-3）
・研究に関する外部有識者を含む評価委員会の設置・運営（再掲:Ⅰ-3）
・漢方の教育・研究、人材育成、地域医療者への研修・普及を行う（仮称）大和漢方医学薬学セン
ターの設置・運営（再掲:Ⅰ-3）
・｢住居医学｣・｢認知症への対応｣・｢スポーツ医学｣等リビングサイエンスへの取組強化（再掲:Ⅰ-
3）

(１)重点研究推進計画に定めた重点研究課題
について、研究推進戦略本部会議において進
捗管理のうえ、推進する。

68

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置 運営

実績
H26年3月

設置
評価のあり

方検討
学外有識者
委員の選定

評価手法の
構築

評価項目の
検討

外部有識者を
含む評価委員
会の運営

特記
事項

指標
エビデンス

の確立
講習会等
の実施

実績

漢方薬シンポ
ジウム2013
開催
第１回大和漢
方医学セミ
ナー開催

漢方薬シンポ
ジウム2014
開催
第2回、第3回
大和漢方医学
セミナー開催

漢方薬シンポ
ジウム2015
開催
第4回、第5回
大和漢方医学
セミナー開催

第6回、第7回大
和漢方医学セミ
ナー開催
奈良臨床漢方医
学セミナーの開
催４回
ＭＢＴコロキウム
の開催

大和漢方医学
セミナー開催
奈良臨床漢方
医学セミナー
の開催
MBT健康フェ
アの開催

大和漢方医学
セミナー開催
奈良臨床漢方
医学セミナー
の開催
MBTイベント
の開催

特記
事項

外部有識者を含む
評価委員会の設
置・運営
（再掲:Ⅰ-3）

住居医学講座や
（仮称）大和漢方
医学薬学センター
等
（再掲:Ⅰ-3）

・地域貢献としての評価指標として、講習会・セミナ－の開催の実績目標は、成果
発表として件数を把握しやすい。
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S

・大和当帰を用いた園芸療法等の研究（農林水産政策科学研究委託
事業）及び今井町でのまちなか医療の展開と景観の保全についての
研究（戦略的創造研究推進事業）を早稲田大学と共同で実施した。
また、ＭＢＴコンソーシアム企業と連携協力し、6つの分野（①見
守り支援、②ビックデ－タ活用、③スマ－トコミュニティ、④健康
創造都市・健康創造産業、⑤MBT研究所産学連携、⑥産学官金フリ
－ディスカッション）において、本学のシ－ズや企業ニ－ズの情報
交換を行うと共に、MBTコンソーシアム会員企業8社と共同研究契約
を締結し、ＭＢＴの研究を推進した。
・その他、ＭＢＴ研究所、自治体及びコンソーシアム会員企業と共
に、理学療法士の指導による、主に着席したままの健康体操のほ
か、メタボや疲労度測定、貯筋のすすめと題してウォーキングと筋
トレで若返りを目指す運動教室を開催（奈良市学園前、橿原市今井
町、栃木県高根沢町）し、地域住民へ研究成果を還元した。
・本学、自治体及びコンソーシアム会員企業によるＭＢＴの研究成
果の一つである「妊娠期･子育て支援サービス」の有用性を検討す
るため実証実験を実施するとともに、コンソーシアム会員企業等と
共に、国土交通省「スマートウェルネス住宅等推進モデル事業」に
応募し、採択された。4月よりウェアラブル端末を使用し、住民一
人ひとりのバイタルデータ等を収集・解析する実証実験を行う。
・ＭＢＴの研究成果を展示会等（はっと！！神戸健康フェア
（4/7）・「着物でジャズ、今井町」（5/13）･奈良県防災総合訓練
展示会(8/5)･第1回医療ITEXPO東京（9/12－14）･奈良県立医科大学
健康フェア2018（9/17）・けいはんなビジネスメッセ(10/4-5)・日
経デジタルヘルスディ2018（10/17-19）･くすりの町の漢方マル
シェ（11/18）･日経セミナ－(12/12)･イノベ－ションストリ－ム
KANSAI(12/19））に出展し研究成果の発表を広く行い周知した。
・「MBT記念シンポジウム」（9/19）・「MBTオープンミーティング
2018in東京」（11/27）や「MBT技術交流会」（2/20）を開催し、本
学の研究シ－ズや研究成果を広く全国に公表するとともに、中国老
人医療福祉全国大会（上海6/18）でMBTの研究成果を世界にも発表･
周知した。
・個別のニ－ズ相談体制については、広く一般企業も含めMBT相談
体制の設置を行い産学官連携の強化を図った。
・今後企業との活動の強化のための新たな拠点として、(株)タカト
リ内に奈良県立医科大学産学官連携推進センター （MBT（医学を基
礎とするまちづくり）研究所分室）を開設した。
・MBT構想をより現実のものとするため、奈良医大発となる第1号大
学発ベンチャー企業を認定し、見守りシステム等の開発を目指し
た。

以上のとおり、各課題への対応は着実に進んでおり年度計画を上
回って実施した。

(４)早稲田大学ＭＢＴ研究所や企業とＭＢＴに関
する共同研究を継続するとともに、ＭＢＴコンソ
－シアム企業に対して医学情報・知識を提供
し、ＭＢＴに関する諸事業を実施する。

71
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法人自己評価

評定

５　健康づくり・予防医療等への貢献
〔中期目標〕
・リビングサイエンスの推進に向けた具体的な研究を実施し、県内へ普及する

〔中期計画〕
ＭＢＴ構想や奈良県健康長寿コホートスタディ等について計画・推進し、住民の健康増進に貢献す
るリビングサイエンスを推進する。（再掲:Ⅲー３）

〈取組内容〉
・研究活動に係る課題の検討、基本方針の策定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設置・運営
（再掲:Ⅰ-3）
・｢住居医学｣・｢認知症への対応｣・｢スポーツ医学｣等リビングサイエンスへの取組強化（再掲:Ⅰ-
3）
・奈良県健康長寿コホートスタディ（１万人のコホート研究）、MBT構想等、健康増進に関する研究
の推進及び地域への還元（再掲:Ⅰ-4）

・住民の健康増進を目的とした奈良県健康長寿大規模コホート研究
については、9/4と10/5の学内成果報告会で発表するとともに、研
究推進戦略本部会議で研究成果を分析した。
・上記研究課題のほか、血栓止血制御に関する研究、ＩＶＲに関す
る研究、超高齢社会のためのＭＢＴ（医学を基礎とするまちづく
り）、良き医療人育成に関する研究や卒後医療人のキャリアパスに
関する研究といった本学が重点研究推進計画に定めた重点研究課題
についても、研究推進戦略本部会議で、研究成果を確認した。
・その他の活動としては、地域住民への健康づくりのため、「着物
でジャズ、今井町」、「奈良医大健康フェア2018」において、メタ
ボや笑顔測定などの健康ブースを出展すると共に、自治体、ＭＢＴ
コンソーシアム会員企業と共に生活習慣病予防、運動の意識改善を
目的とした運動教室を開催し（奈良市学園前、橿原市今井町、栃木
県高根沢町）、ＭＢＴの研究成果を還元した。
・県民への研究成果の還元として、奈良県健康長寿大規模コホート
研究について、2/16に県民公開講座「くらしと医学」で研究成果を
発表した。
・疾患の予兆や重症化、医薬品の効果･副作用についてリアルタイ
ムで予測できる技術を開発するため、AI･バイオ･工学を融合させた
画期的な寄附講座「V-iClinix講座」を設置した。また、企業と共
同で血栓止血医薬生物学共同研究講座を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学と相互の学術交流を通じて、教育・
研究･医療のレベルを一層高めるため、連携活性化委員会を設置し
今後の研究体制等を決定した。11/20には両学の研究者が研究内容
の発表を行い、お互いの理解促進を深めた。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を上回って
実施した。

(１)重点研究推進計画に定めた住民の健康づく
りやリビングサイエンスの推進を含む重点研究
課題について、研究推進戦略本部会議におい
て進捗管理のうえ、推進する。

72 S

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標

新研究
テーマの

検討
既存事業
の推進

新研究テー
マ事業の実
施,、県内へ
の普及検討

実績

・県民健康増
進支援セン
ター設置
・ＭＢＴにつ
いて共同研
究
実施

・コホート研
究に関する
骨子策定
・MBTで国の
「地域活性化
モデルケー
ス」に選定

・コホート研究
の公募・採択・
研究開始
・MBT　橿原市
と包括協定、
地域再生推進
法人指定

・コホート研
究の中間評
価を踏まえ
継続実施
・ＭＢＴコロキ
ウム開催

・コホート研
究の進捗確
認と継続実
施
・MBT健康
フェアの開催

・コホート研
究の進捗確
認と成果発
表会の実施
・MBTイベン
トの開催

特記
事項

リビングサイエンス
の推進
（再掲:Ⅲ-3）

大学が行う地域貢献に対しての支援について、成果発表会等を通じて貢献する
のが最も効果的な評価指標である。
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74
(３)奈良県健康長寿大規模コホート研究の進捗
状況を確認し、住民の健康づくりやリビングサイ
エンスの推進に向け研究を継続実施する。

・奈良県健康長寿大規模コホート研究の課題の成果報告会を9/4と
10/5に開催した。また、研究推進戦略本部会議で研究成果を評価
し、今後の進め方を決定した。
・リビングサイエンスの推進に向けた、県民への研究成果の還元の
ため、奈良県健康長寿大規模コホート研究について、2/16に県民公
開講座「くらしと医学」で健康増進に関する成果を発表した。

以上のとおり、各課題への取組を着実に行い、年度計画を十分に実
施した。

A

・ＭＢＴの研究成果を地域住民に還元するため、自治体及びコンソーシ
アム会員企業と共に、理学療法士の指導による、主に着席したままの健
康体操のほか、メタボや疲労度測定、貯筋のすすめと題してウォーキン
グと筋トレで若返りを目指す運動教室を開催した。（奈良市学園前、橿
原市今井町、栃木県高根沢町）
また、「奈良医大健康フェア2018」、「着物でジャズ、今井町」に参画
し健康相談を中心としたＭＢＴの研究成果を還元した。
・ＭＢＴコンソーシアム企業と連携協力し、6つの分野（①見守り支
援、②ビックデ－タ活用、③スマ－トコミュニティ、④健康創造都市・
健康創造産業、⑤MBT研究所産学連携、⑥産学官金フリ－ディスカッ
ション）において、本学のシ－ズや企業ニ－ズの情報交換を行うと共
に、MBTコンソーシアム会員企業8社と共同研究契約を締結し、ＭＢＴの
研究を推進した。また、早稲田大学とは、共同で農林水産政策科学研究
委託事業及び戦略的創造研究推進事業の外部資金を獲得し、地域への還
元や地域企業等に役立つ共同研究を実施した。
・本学、自治体及びコンソーシアム会員企業によるＭＢＴの研究成果の
一つである「妊娠期･子育て支援サービス」の有用性を検討するため実
証実験を実施した。
・コンソーシアム会員企業等と共に、国土交通省「スマートウェルネス
住宅等推進モデル事業」に応募し、採択された。4月よりウェアラブル
端末を使用し、住民一人ひとりのバイタルデータ等を収集・解析する実
証実験を行う。
・その他の活動としては、ＭＢＴの研究成果を展示会等（はっと！！神
戸健康フェア（4/7）・「着物でジャズ、今井町」（5/13）･奈良県防災
総合訓練展示会(8/5)･第1回医療ITEXPO東京（9/12－14）･奈良県立医科
大学健康フェア2018（9/17）・けいはんなビジネスメッセ(10/4-5)・日
経デジタルヘルスディ2018（10/17-19）･くすりの町の漢方マルシェ
（11/18）･日経セミナ－(12/12)･イノベ－ションストリ－ム
KANSAI(12/19））に出展し研究成果の発表を行い周知した。
・「MBT記念シンポジウム」（9/19）・「MBTオープンミーティング
2018in東京」（11/27）や「MBT技術交流会」（2/20）を開催し、本学の
研究シ－ズや研究成果を広く全国に公表するとともに、中国老人医療福
祉全国大会（上海6/18）でMBTの研究成果を世界にも発表･周知した。
・個別のニ－ズ相談体制については、広く一般企業も含めMBT相談体制
の設置を行い産学官連携の強化を図った。
・今後企業との活動の強化のための新たな拠点として、(株)タカトリ内
に奈良県立医科大学産学官連携推進センター （MBT（医学を基礎とする
まちづくり）研究所分室）を開設した。
・MBT構想をより現実のものとするため、奈良医大発となる第1号大学発
ベンチャー企業を認定し、見守りシステム等の開発を目指した。

以上のとおり、各課題への対応は着実に進んでおり年度計画を上回って
実施した。

(２)県民が身近に感じる健康をテ－マにイベント
を実施することで、ＭＢＴに関する事業の周知を
継続する。
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Ⅵ　法人運営
１　ガバナンス体制の充実強化

75

(１)・職位別研修において、行動規範の徹底、法
人の方針の周知を目的とした内容の研修をメ
ニューに加えて実施する。
・帰属意識の醸成を更に図るため、ユニフォー
ムの刺繍を拡充する等シンボルマークの浸透を
図る。

・将来像の「求める教職員像」の実現のため、昨年度構築した人材
育成体系に基づき、職位別研修や能力開発研修等により全教職員が
法人の運営方針等を共有し、一丸となって業務に取り組むことがで
きるように育成を実施。
   9月：4回（ロジカルシンキング研修、メンター研修、コーチン
グ研修等）
　10月：1回（チームビルディング研修）
　11月：3回（統計基礎研修、分析力研修、ハラスメント研修）
　12月：2回（マニュアル作成、ハラスメント研修)
   1月：1回(労務管理研修)
その他：12回（ＰＣ（ＥＸＣＥＬ等）研修）
内定者研修：3回（国家試験対策、業務内容等）

・行動規範は全教職員に名刺サイズのカード型で配付。また職員証
は、H30年度新規採用職員については新デザインの職員証を配付、
H29年度以前より在籍している職員についてはシンボルマークを印
刷したシールを作成・配付し、職員証への貼付

以上のことから、年度計画を十分に実施した。

A

76

(２)法人のガバナンス体制の充実を図るため、
地方独立行政法人法の改正に則り、内部統制
の整備及び業務運営を適正に実施していくため
の制度改正等について検討を行う。

○組織のあり方、事務組織規程、事務決裁規程等の検討を行うた
め、関係各課とともにワーキングを開催し、下記、検討を行い、各
種関係規程について改正を行った。
・法人の事務組織が現規程と乖離しているため、組織を明確にする
ための検討
・組織上の位置付けが不明な学科目及び講座について、その目的等
について検討
・指揮命令が明確でない組織について、明確に位置づけするための
検討

以上のことから、年度計画を上回って実施した。

S

77

(３)中期計画の最終年度となる平成３０年度年
度計画について、成果目標・評価指標・取組内
容が達成すべき水準となるよう、引き続き的確
な進捗管理を行う。

・30年度計画の進捗管理については、執行役員会議において的確な
課題の抽出を行い、計画・目標を達成できるよう、課題解消に向け
た進め方等を各担当役員間で情報共有を行った。
・課題への取組状況及び計画の進捗状況について、計画達成に懸念
のある項目については、学内及び県と共有するとともに、対応策の
検討を行うなど、各計画の進捗状況の管理を実施した。

上記のとおり、的確な進捗管理を行った結果、年度計画を十分に実
施できた。

A

〔中期目標〕
・評価委員会の全体評価で好成績をあげる

〔中期計画〕
中期目標・中期計画を始めとし、法人の運営方針や規範等の情報について全教職員が共有し、
一丸となって業務に取り組む。また、広報体制を充実し、様々な広報媒体を活用して、法人の取り
組みを積極的に発信する。

〈取組内容〉
・全教職員による法人の方針の共有と法人運営に対する意識醸成
・中期計画の着実な実行のための進捗管理の実施
・法人の取組みの情報発信
・職員の確保と資質の向上に向けた取組（ＳＤ等）の実施

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
常に評価結
果を高い水
準で維持

実績
項目別評価

Ⅳ：７
Ⅲ：１

項目別評価
Ⅳ：６
Ⅲ：２

項目別評価
Ⅳ：８

項目別評価
Ⅳ：７
Ⅲ：１

９６．７％
達成

（評定A以上：
88/91項目）

９３．0％
達成

（評定A以上：
80/86項目）

特記
事項

評価委員会の評
価
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78

(４)・学報、法人案内、キャンパスだよりについ
て、それぞれの目的に応じた内容の充実を図
る。

・「ナラプラス」等情報掲載サイトを昨年度よりも
積極的に活用するとともに、新聞等に本学の取
組を掲載する等、情報発信の一層の強化を図
る。

・学報は学内および関連大学、施設等へ向けての情報発信として、
学内より掲載希望記事を募集し、本学の取り組み・イベント・受賞
報告等の記事の充実を図った。配布先は学内、関連大学・施設等の
みならず、附属病院内にある歴史年表コーナーマガジンラックに学
報を設置、来院者にも本法人の取組等を発信した。
・法人案内（日本版/英語版）は一般の方へ向け、教育・研究・診
療の特色を取り上げて作成、国内外からの来客者に配布し、本法人
に対する更なる認知度の向上を図った。
・キャンパスだよりは地域住民向けに内容を充実するため、学内に
広く掲載記事の募集を行い掲載した。

・県が運営する電子書籍ナラプラスに、県民を対象とする公開講座
等の情報を掲載し、情報発信を行った。

以上のことから、年度計画を十分に実施した。

A

79

(５)・職員育成体系について、職員へ効果的な
周知を行う。
・職員育成体系に則り、職員の資質向上に向け
た研修を実施し、その効果を研修修了後のアン
ケートにより測り、今後の改善に向けた検討を
行う。
・職員育成を適正に人事評価に反映させるため
の検討を行う。

・昨年度のヒアリング内容をもとに、各所属長に対し、各職種にお
ける職位像・人材育成内容について、再ヒアリングを実施
・事務職員の人材育成について、昨年度の人材育成体系をもとに研
修内容・計画を検討し、9月から研修を実施
・研修と評価制度設計について、労働組合と定期的なワーキング
（計5回）を実施

以上のことから、年度計画を十分に実施した。

A
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２　ワークライフバランスの充実強化

80

〔中期目標〕
・ワークライフバランス検討委員会を設置・運営する
・就業規則を見直す
・年次有給休暇取得日数を平成２２年に比べ倍増を目指す

〔中期計画〕
医師・看護師等の適正な増員と配置及び短時間正規労働制度の導入によるワークライフバランス
の改善等により、仕事と生活が両立できる働きやすい職場環境の構築を図る。

〈取組内容〉
・仕事と生活を両立できる職場環境作りを検討するワークライフバランス検討委員会の設置・運営
（再掲Ⅳ-1）
・職員の勤務環境や満足度の把握
・短時間正規労働制度の導入等就業規則の見直し、女性医師・看護師等の継続・復職支援、保
育制度の充実等、ワークライフバランス推進のための制度等の構築や見直し（再掲Ⅳ-1）

A

(１)・ワークライフバランス検討委員会において、
働き方改革について、国の動向、法改正の状況
等情報収集を行い、必要に応じた規程改正、制
度改正を実施する。
・労働環境の改善、職場環境の充実について、
検討を行い、取り組める事柄から迅速に実施す
る。
・医師の働き方見直しに向けて、医師の勤務実
態調査の結果を踏まえ、タスクシフティング（業
務の移管）、当直体制の見直し等の検討を行
い、取り組める事柄から迅速に実施する。

ワークライフバランス検討委員会を開催し、仕事と生活のバランス
がとれた勤務環境・体制の構築及び職員の満足度を高めるため、以
下の内容を検討した。

○医師の働き方に関するヒアリング結果について
・医師の働き方については、昨年度に実施した本学附属病院に勤務
する全医師に対する勤務実態調査結果をもとに、全医局に対する病
院長ヒアリングを実施し、現状を改めて把握し、実施可能な取組を
検討した。
・医師と看護師の業務負担軽減策として、医師については医師事務
作業補助者5名、看護補助者8名を採用し、業務移管を積極的に推進
した。
・医師の当直明け勤務の免除を目的とした交替制勤務を麻酔科にお
いて試行を継続し、課題の抽出及び課題解消に向けた取組について
検討した。
　また、他診療科においても取り組むことが可能であるか等、対象
診療科の検討を行った。

○職員の超過勤務状況について
・ワークライフバランスを充実させるため、事務職、看護職及び医
療技術職の各所属から超過勤務縮減総括責任者及び超過勤務縮減実
行責任者を選任し、所属ごとの超過勤務縮減計画を策定し、法人企
画部長、病院経営部長、人事課によるヒアリングを実施（H30.7）
した。

○学内保育園の定員増について
・働きやすい職場環境構築の一環として、学内保育園の定員を現在
の90名から150名に増員するため、保育園の増築に着手し、平成30
年10月から供用を開始した。

○その他
・全職員の出退勤時間等の実態把握のため、H30年11月より出退勤
管理システムの試行を開始した。

以上のことから、年度計画を十分に実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
【医師】

Ｈ22 ３.０日
３.５日 ４日 ４.５日 ５日 ５.５日 ６日

実績 ２．８日 ２．４日 ２．９日 ３．１日 ３．２日 ４．７日

特記
事項

指標
【看護師】
Ｈ22 ４.１日

４.５日 ５日 ５.５日 ６日 ７日 ８日

実績 ３．６日 ４．５日 ３．５日 ３．９日 ３．２日 ３．８日

特記
事項

指標 見直し

実績 検討中 実施

特記
事項

指標 設置 運営

実績 設置済 運営

特記
事項

１人あたりの年次
有給休暇取得日
数

医師夏期休暇（特別休暇）平均取得日数
Ｈ27:平均2.9日→Ｈ28:平均3.6日→H29:平均3.6日→H30:平均3.4日

看護師夏期休暇（特別休暇）平均日数
H27:平均4.6日→H28:平均4.7日→H29:平均4.6日→H30:平均4.98日
看護師の年次有給休暇取得日数は減少しているが、育児部分休業取得者数は下記のとおり増加
しており、看護師は勤務の関係上、年次有給休暇を取得するよりも部分休業取得により定期的に
休むことを選択する傾向にある。
（看護師：年間育児部分休業取得者数）H27：82名→H28：92名→H29：99名→H30：114名

就業規則の見直し
（再掲:Ⅳ-1）

ワークライフバラン
ス検討委員会の設
置・運営
（再掲:Ⅳ-1）
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３　同窓会・歴代卒業生との連携
〔中期目標〕
・寄附件数1,000件を目指す

〔中期計画〕
同窓会や卒業生との連携・交流を強化し、母校愛の育成と協力意識の向上を図るとともに、大学
移転を踏まえた教育・研究環境の整備・充実のため、広く寄附を募る。

〈取組内容〉
・医学科・看護学科同窓会との連携・交流の強化と、大学への支援促進

・同窓会会員(医学科概ね4,300名、看護学科概ね2,300名)へ年4回
発行の学報を定期的に発送した。
・入学式、医学科白衣授与式、卒業式に同窓会長及び副会長を引き
続き招待した。
同窓会から、入学式及び卒業式において、各学生への記念品の寄贈
及び優秀な学生に対する表彰と賞品を贈呈していただくとともに、
白衣授与式においては、学生の白衣を寄贈していただくなど連携を
密にした。
また上記各式典をはじめとする同窓会関係の記事を学報に掲載し
た。

・入学式終了後、本学同窓会会員の協力を得て、市内ホテルにおい
て新入学生保護者懇談会を開催し、同窓会及び本学の取組並びに卒
業生の実績・活躍等を紹介して、母校愛及び寄付金協力意識の醸成
を図った。

以上のことから、年度計画を十分に実施した。

(１)同窓会や卒業生との連携を推進し、母校愛
の育成と寄附金等協力意識の向上を図る。
・引き続き、学報の同窓会会員への定期的発送
により本学情報を適時発信するとともに、学報
へ同窓会に関する記事を掲載する。

・保護者懇談会を開催し、保護者に対して同窓
会及び本学の取組並びに卒業生の実績・活躍
等を紹介する。

81 A

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

８７６件
９００件 ９２０件 ９４０件 ９６０件 ９８０件 １,０００件

実績 ８１７件 ７１７件 ９９８件 ６８８件 ６３７件 ８２６件

指標 ５０８件 ５９２件 ６７７件

実績 ４２３件
８２１件
（累計）

１，１５５件
（累計）

１，５０３件
（累計）

特記
事項

寄附件数*

　左記上段の「寄附件数」は、一般県民や企業からの寄附金を含む法人への寄附金の総件数であり、県への「ふるさと奈良
県応援寄付金」を介した卒業生からの寄附金の件数は含まれていない。（卒業生からの寄附を特定する方法がないため、
やむを得ず当該数値を使用）
　平成27年度の「未来への飛躍基金」設立と当該基金への募金開始に伴い、県への「ふるさと奈良県応援寄付金」を介した
寄附金を含む卒業生からの全寄附件数を把握することが可能になったため、平成27年度以降は、上段の指標と並記するこ
ととする。
　なお、下段の平成28年度以降の目標及び実績は、寄附金の性格（協力は単発で、継続的でないのが通例）を踏まえ、単
年度件数ではなく、累積件数で表すこととし、初年度（H27）の2割増しを2年目（H28）以降各年度の目標件数とする。

 * 　 企業等からの法人への直接寄附件数。
 **　 「未来への飛躍基金」に対する卒業生からの寄附件数。

卒業生からの基
金への寄附件数
（累計） **
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○平成30年度　寄附申込実績
・新規寄附申込件数・金額：222件、55,469千円
　　　　　　　　　　　　　　（㉙ 150件、32,166千円）
・反復寄附申込件数・金額：401件、90,552千円
　　　　　　　　　　　　　　（㉙ 366件、89,565千円）
・合計寄附申込件数・金額：623件、146,021千円
　　　　　　　　　　　　　　（㉙ 516件、121,731千円）

○卒業生からの基金への寄附納付実績＜H31.4.16現在＞
・H30年度末累計：1,503件
・単年度件数推移：㉗ 423件 → ㉘ 398件 → ㉙ 337件 → ㉚ 345件

○寄附獲得へ向けた取組実績
◇従前から取り組んでいる以下の取組について、引き続き実施。
①各種イベント等（4/4入学者保護者懇談会、12/4白衣授与式、9/22･2/16県民公
開講座、10/27同窓会基金推進委員会）でのPR
②関係者への基金パンフレット等の送付（医学科同窓会員：5・11月・各約6千
件、同門会員：10～11月・約3千件）
③同窓会や学内からの紹介者への電話や戸別訪問等による寄附要請（通年・約60
件）
④医学科同窓会誌「厳橿」（5・11月発行）に広告掲載
⑤「学報」（5・8・11・2月発行）に記事掲載
⑥前年3万円以上の寄附者への返礼品の送付（9～1月・451件）
⑦寄附者銘板の更新（3月、合計553人・団体分を更新）
◇新たに以下の取組を実施
①基金パンフレットの全面改訂（9月発行）
②前年度活動報告書の全面改訂及び内容充実（9月発行、従前4頁構成 → 8頁構
成）
③基金HPの全面改訂（3月リリース）
④返礼品を従来の単品送付方式からカタログギフト方式に変更（9月）
⑤「地域医療連携だより」（5月発行）に基金関連記事掲載
⑥学内の各種会議で理事長、病院長、事務局長等幹部職員からの寄附要請（教授
会議：7/10,10/16,12/11　病院運営協議会：5/15,6/19,8/21,12/8　医局長会：
5/25,8/24　所属長会議：9/3,10/1　臨床医学協議会：6/19）
⑦全所属に対し寄附に関心のある学内外関係者についての情報提供依頼（8～10
月）
⑧高額寄附者（過去に1回の寄附が1百万円以上の寄附者）で寄附申込がない者
へ、関係役員連名での寄附要請文の送付（9月・53件）
⑨学部生保護者への寄附要請文の送付（11月・1,006件）
⑩高額寄附者（過去に1回の寄附が50万円以上の寄附者）で寄附申込がない者
へ、関係役員等からの電話等による寄附要請（11月・18件）
⑪H30年分のふるさと寄附の県での受付期限を全職員に対しメール通知（12/10）

○基金の活用実績
・基金を活用した事業は、県も含めた学内外の関係者で構成する運営委員会の審
議結果を踏まえ決定しており、H30年度の基金を活用した事業についても、同委
員会での審議結果を踏まえ、従前から行っている学生への各種支援事業等に加
え、新たに臨床研究中核病院の承認を得るために法人として取り組む諸事業にも
基金を活用することとし、各対象事業に基金を充当した。
＜ 基金活用事業予算 ＞　㉚ 156百万円 （㉙ 90百万円）
＜基  金  充  当  額＞      ㉚   79百万円
（主要内訳・単位：百万円）
 大学院医学科博士課程入学者に対する奨学金：6　　リサーチクラークシップ
（国内外での研究実習）：8　　ADVANCED CLINICAL ENGLISHⅡ（海外留学）：2
看護学科学生への実習支援（実習用白衣・靴の授与）：1　　看護学科臨床研修
（国際看護論Ⅱ）：1　　クラブ活動への助成：2　　新入学生応援事業：2
国家試験対策への支援：1　　臨床英語での教育活動：2　　未来基礎医学での研
究支援活動：2　　健康長寿イベント事業：1 　　臨床研究中核病院承認取得事
業：45　　募金活動推進費：6

以上のことから、年度計画を十分に実施した。

(２)・３年間の実績を踏まえ、さらに幅広く募金方
策を実施するとともに、効果的・効率的な情報
発信を行うため、ホームページ・パンフレットなど
情報発信ツールを見直し、新規寄附獲得に向
けた募集方策の充実を図る。
・寄附者へ定期的な情報発信を行い、基金活用
の取組を適確に寄附者へ紹介し、反復寄附の
獲得を行う。
・学生・教職員のニーズや、大学を取り巻く環境
の変化も考慮した効果的な活用策を検討・実施
する。

A82
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４　繰越欠損金の解消

83

(１)・法人経営プロジェクトチームにおいて各種
データの収集・分析を行い、法人経営の課題を
抽出し、各組織に提示することにより、経営改善
の取組を行う。

・経営改善方策を反映し、キャンパス移転・現
キャンパス整備計画をも踏まえた第３期の収支
見込を作成した上で、持続可能な経営基盤の
確立に向け、運営費交付金等の制度設計など
県と必要な協議を行う。

・法人経営プロジェクトチームにおいて、医師の働き方改革実施に
向けて、医師の宿日直を含む勤務体制等の現状分析等を行い、実施
に係る影響について議論を行った。
・将来を見据えた必要人員数について、各所属へヒアリングを行
い、組織・人員配置について検討を行った。

・第3期の収支見込みを作成したうえで、県と運営費交付金等につ
いて、制度趣旨にまで立ち返って協議を行った結果、H31以降運営
費交付金が増額されることとなった。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

84

(２)・附属病院における経営課題を明確にする
ため、前年度に引き続き附属病院長による診療
科部長面談を複数回実施する。

・前年度に引き続き、毎月の経営指標、四半期
毎の過去５年間データ比較、年１回のＳＷＯＴ分
析等の情報提供を共有する。

・診療科部長面談を実施し、各診療科の課題抽出と改善に向けた取
組を実施した。

・診療科ごとに設定した目標値の達成状況を確認するとともに、結
果を分析し、次年度の目標を設定した。
・毎月の経営指標、四半期毎の過去5年間データ比較及びＳＷＯＴ
分析を行い、その結果について、病院経営・運営会議等各会議で情
報共有を図った。

以上のことから、年度計画を十分実施した。

A

〔中期目標〕
・繰越欠損金の解消を目指す

〔中期計画〕
県からの運営費交付金を確保しつつ、効率的・効果的な大学・病院経営を行い、第２期中期目標
期間において繰越欠損金の解消に努める。

〈取組内容〉
・経営状況の適時・的確な把握と問題点・課題の法人内での共有
・診療収入等収入確保のための取り組みの検討・実施
・医薬・診療材料費の抑制と適正な人件費比率の確保

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

９.６億円
６.０億円 ４.８億円 ３.６億円 ２.４億円 １.２億円 ０円

実績 １０.８億円 １０.５億円 ８.６億円 ２０.３億円 ２２.７億円 ２２.０億円

特記
事項

繰越欠損金の額
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中期目標・中期計画
年度計画の実施状況及び評定理由

平成３０年度計画
法人自己評価

評定

86
(４)他院購入実績データを活用した価格交渉や
安価な代替品への切替等により、医薬・診療材
料費の適正化を図る。

・医薬材料費抑制のため、院長・医薬材料対策プロジェクト担当教
授等出席の価格交渉会議に延べ31社を呼び出し交渉を行った。
・今年度は手術件数が前年度比290件増加したこと等により診療材
料費が同比約2億円増加、また値引率が低い高額薬剤の購入額が前
年度比約15億円増加した。
・平成30年1月23日付け厚生労働省通知「医療用医薬品の流通改善
に向けて流通関係者が遵守すべきｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」により全国的に値引率
が悪化した。
・以上から医薬材料比率は前年度比1.3％上昇したが、前記取り組
みにより70大学病院が参加している医薬材料の値引率ベンチマーク
で当院は医薬材料共に3位であった。

以上のことから年度計画を十分実施した。
（医薬材料比率）H25 : 43.4％、H26 : 44.6％、H27 : 46.3%、
H28：45.5%、H29：45.2％、H30：46.5％

A

A85

(３)・各プロジェクトの取組により診療報酬増を
図る。

入院診療対策プロジェクト
病床運用の効率化による（目標）入院患者数の
確保

手術対策プロジェクト
手術室の効率的な運用による手術件数の増
 （手術枠の定期的な見直し）

保険診療対策プロジェクト
平均在院日数の適正化、施設基準の取得・維
持等、精度向上による診療報酬請求の一層の
適正化

外来診療対策プロジェクト
丁寧な紹介、逆紹介の実施による患者数増

・病院経費削減のためのプロジェクト立上げに
向けた検討を進める。

・平成３０年度診療報酬改定に伴う新規施設基
準について早急に対応を行い、届出猶予期限
までに最大限取得する。

・債権の適正な管理により、未収金の抑制を図
る。

○入院診療対策プロジェクト
・病床運用の効率化のため、同日入退院や退院調整等の取り組みを行い、
一日平均入院患者数目標850人／日に対し、実績849人／日を確保した。
（平成29年度実績844人から5人増）

○手術対策プロジェクト
・各診療科の手術予定枠の見直しや効率的な運用に努めたこと等により、
手術件数対前年度比290件増加の8,879件を達成した。

○保険診療対策プロジェクト
・保険担当医長会議において保険請求に係る各種データを報告し周知徹底
したこと等により、平均在院日数12.42日、対前年度比0.32日短縮を達成し
た。
・保険診療セミナーを12月及び3月に開催し、減点対策など精度向上による
診療報酬請求の一層の適正化に努めるとともに、再審査請求等必要な対応
を行った。

○外来診療・地域連携対策プロジェクト
・外来医長会議における返書実施の周知徹底など、紹介元医療機関との連
携強化に継続して取り組み、紹介率93.6％（前年度93.3％）、逆紹介率
77.8％（71.5％）を達成した。

・病院におけるマンデー会議を中心にコスト削減プロジェクトを立ち上
げ、重点項目として、不要な検査の削減に取り組んだ。

・施設基準については、院内体制の変化や診療実績などを踏まえ随時基本
診療料等の届出を行うとともに、未届けの項目についても随時届出の可否
について検証を実施した。
以上により、入院、外来ともに患者数、手術件数、単価増等となり、増収
となった。
　入院収入：24,212百万円（対予算102.2％、対前年度1,103百万円増）
　外来収入：17,677百万円（対予算111.2％、対前年度1,573百万円増）

・未収金抑制対策として、引き続き、診療当日の診療費未払い患者に対す
る翌日電話督促の実施、定期督促（翌々月）、連帯保証人への督促、弁護
士法人への回収委託を実施した。
また、医療費支払い方法の多様化を図るため、医療費あと払いサービスを
導入した（H30.4～）。H31.4からは、デビットカード決済を導入した。
　【医療費個人未収金額】
　　平成30年度末　 210,670千円 (対前年度 11.5％減）

よって、年度計画を十分に実施した。
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平成３０年度のまとめ （全体-地域貢献）

全体評価

　平成30年度は、第二期中期計画(6年間)の6年目の年度となり、5年目
までに行った中期目標達成に向けた取組みの成果を踏まえて、年度計
画を設定した。年度計画に掲げた取組みを着実に実施した結果、概ね
予定した成果を得ることができた。主な取組み状況は、以下のとおり
である。

 中期目標達成に向けた平成30年度の主な取組み

Ⅰ　地域貢献に関する取組み

 １　医療人の育成（医師関連・看護師関連）に関する取組みの状況
　

　○派遣要請元病院の人事・総務担当者との面談を実施し、実績デー
　　タ（稼働状況、患者数、医師数等）収集や医師派遣の現状等に関
　　する意見交換を行い、病院それぞれの実態やニーズの把握を行っ
　　た。

　○地域包括ケアを支える人材の育成のため、臨床医学教育課程にお
　　いて在宅医療学を開講し、第4学年で講義を実施した。

　○看護学科において、新たに「社会人基礎力講座」を実施するとと
　　もに、4年生対象であった基本的看護技術トレーニングの対象学
　　年を3年生に変更し、本学附属病院への就職促進のためのイベント
　　を実施した。

 ２　看護師の地域貢献に関する取組みの状況
　

　○認知症看護について、地域の看護師への知識・技術の教育のため
　　「認知症予防および認知症を持つ患者への対応力向上研修」を開
　　催した。参加者43名（院外26名）。

 ３　研究成果等の地域への還元に関する取組みの状況

　○地域企業等への研究成果の還元のひとつとして、疾患の予兆や重
    症化、医薬品の効果･副作用についてリアルタイムで予測できる技
    術を開発するため、AI･バイオ･工学を融合させた画期的な寄附講
　　座「V-iClinix講座」を設置した。

 ４　健康増進の県民アプローチの充実に関する取組みの状況
　

　○県・市町村の保健事業にかかる調査・データ分析を行うととも
　　に、分析結果や研究成果をニューズレターで紹介し、学会や学術
　　雑誌にも公表した。

 ５　断らない救急医療体制の整備に関する取組みの状況
　

　○中南和地域の連携病院と意見交換会を開催し、連携強化を図るこ
　　とで土日祝のERと重症腹症（腹痛・吐下血）救急患者受入ネット
　　ワークを安定して運営した。
    また、ER実施日の拡大については、2021年度に24時間365日の実施
　　を目指すこととした。

 ６　周産期医療体制の強化に関する取組みの状況
　

　○県内周産期従事者を対象にした長期療養児在宅医療・在宅（小
　　児）訪問推進研修会（参加者66名　全員院外）を開催した。

 ７　他の医療機関との連携強化に関する取組みの状況
　

　○予約診療の促進に取り組んだことにより、予約実績が13,509件と
　　昨年より957件増加し、紹介率93.6％、逆紹介率77.8％を達成し
　　た。

 ８　県内医療人への助言･指導に関する取組みの状況
　

　○県内病院の臨床研究を支援するため、医の倫理審査委員会を毎月
　　開催するとともに、特定臨床研究を審査する本学の臨床研究審査
　　委員会について、厚生労働大臣の認定を取得した。
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（教育-研究） （診療）

Ⅱ　教育に関する取組み

 １　リベラルアーツ教育の実践、医の心をもった医療人の育成等に関す
  る取組みの状況
　

　○「良き医療人育成のためのプログラム」について、臨床医学教育
　　課程に「医師・患者関係学」に関する講義を導入し、医師・患者
　　関係を理解するための実践的教育を実施することを決定した。

 ２　教育内容の評価に関する取組みの状況
　

　○授業評価から授業内容や教育手法の課題等を的確に把握するた
　　め、医学科、看護学科それぞれ10名程度の学生にインタビュー
　　を実施し、学生の意見も取り入れた新たな授業評価アンケート
　　調査票の作成することを決定した。

Ⅲ　研究に関する取組み
　
 １　研究の適切な成果評価に関する取組みの状況
　

　○研究に関する評価について、極めて高い研究業績をあげた研究
　　者に対する顕彰制度「奈良県立医科大学賞」を創設した。

 ２　有能な研究者の獲得に関する取組みの状況
　

　○学生の自主的な研究活動に対する支援として、学生研究活動成果
　　発表会を実施し、優れた自主研究に対する学生2名に奨励金（図書
　　カード5000円分）を交付した。

 ３　健康･予防医療等研究範囲の拡大に関する取組みの状況
　

　○県民の健康増進を目的とした奈良県健康長寿大規模コホート研究
    について、学内において成果報告会を行うとともに、研究推進戦
　　略本部会議で研究成果を分析した。
　

Ⅳ　診療に関する取組み
　
 １　医師･看護師等の離職防止と人材確保に関する取組みの状況
　
　○医師と看護師の業務負担軽減策として、医師については医師事務
　　作業補助者5名、看護補助者8名を採用し、業務移管を積極的に推
　　進した。

　○女性が働きやすい環境構築の一環として、院内保育園の定員を現
　　在の90名から150名に増員するために増築工事を実施し、平成30
　　　年10月から供用を開始した。

 ２　がん拠点病院としての機能の充実に関する取組みの状況

　○県内の拠点病院、支援病院から2015年の症例データを収集し、５
　　大がんのステージ別治療件数や施設別・部位別登録数の推移等の
　　分析・評価を行い、結果を関係施設にフィードバックした。

 ３　治療成績の一層の向上に関する取組みの状況

　○重点改善項目（高度医療評価制度・先進医療診療実施数、指導医
　　数）について、モニタリングを開始した。同項目については、次
　　年度も引き続き、改善に向けた取り組みを進めることとした。

 ４　患者満足の一層の向上に関する取組みの状況

　○ホスピタリティマインド向上委員会で診察待ち時間等について検
　　討し、医療費後払いサービスを開始した。

　○患者満足度向上に向けて、医事委託の運用体制を見直し、長時間
　　会計待ち患者の解消に寄与した。また、調剤待ち患者への対応と
　　して、カフェ及びレストランに調剤待ち表示板を増設した。
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（まちづくり） （法人運営）

Ⅴ　まちづくりに関する取組み
　
 １　教育･研究部門の円滑な移転と新キャンパス整備に関する取組み
　　 の状況
　

　○新キャンパス整備について、キャンパス内を東西・南北に貫く道
　　路を整備し、住民の方に自由に散歩や農作業に利用できるように
　　するとともに、外周に道路を整備し、地元住民の方の利便向上に
　　貢献する内容とした。

 ２　地域に開かれたキャンパスづくりに関する取組みの状況
 

　○地域に開かれたキャンパスづくりに向け、図書館・食堂・コンビ
    ニエンスストア・書店・交流施設等、広く県民に開放できる施設
　　を整備する施設整備基本計画書をまとめた。

 ３　教育･研究部門等移転後の跡地活用に関する取組みの状況
 

　○Ａ棟改修工事について、大阪北部地震の影響を受け、老朽化が著
　　しい臨床医学研究棟からの早期待避を図るため、当初工程を変更
　　するとともに、臨床医学研究棟からの一時待避を図りながら、着
　　手した。

 ４　移転を契機とした研究分野での地域貢献に関する取組みの状況
 

　○大和当帰を用いた園芸療法等の研究（農林水産政策科学研究委託
　　事業）及び今井町でのまちなか医療の展開と景観の保全について
　　の研究（戦略的創造研究推進事業）を早稲田大学と共同で実施し
　　た。

 ５　健康づくり･予防医療等への貢献に関する取組みの状況
 

　○奈良県健康長寿大規模コホート研究について、学内において成果
　　報告会を開催しするとともに、県民への研究成果の還元のため、
　　県民公開講座「くらしと医学」で健康増進に関する成果を発表し
　　た。

Ⅵ　法人運営に関する取組み

 １　ガバナンス体制の充実強化に関する取組みの状況
　

　○組織のあり方、事務組織規程、事務決裁規程等の検討を行うた
　　め、関係各課とともにワーキングを開催し、各種関係規程につい
　　て改正を行った。

　○今年度採用の職員から、シンボルマークを印刷した新デザインの
　　職員証を配付した。
 

 ２　ワークライフバランスの充実強化に関する取組みの状況
　

　○事務職、看護職及び医療技術職の各所属から超過勤務縮減総括責
　　任者及び超過勤務縮減実行責任者を選任し、所属ごとの超過勤務
　　縮減計画を策定した。

　○全職員の出退勤時間等の実態把握のため、H30年11月より出退勤
　　管理システムの試行を開始した。

 ３　同窓会･歴代卒業生との連携に関する取組みの状況
 

　○入学式終了後、本学同窓会会員の協力を得て、市内ホテルにおい
　　て新入学生保護者懇談会を開催し、同窓会及び本学の取組並びに
　　卒業生の実績・活躍等を紹介して、母校愛及び寄付金協力意識の
　　醸成を図った。

 ４　繰越欠損金の解消に関する取組みの状況
 

　○本学附属病院の適正な病床稼働率の確保、平均在院日数の適正化
　　及び施設基準の取得・維持等により、診療収入の確保を図るとと
　　もに、医薬・診療材料費の適正化を図るため、医薬材料対策プロ
　　ジェクトによる価格交渉を行うなど、経営改善に努めた。
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（その他）

［年度計画を大幅に下回っている取組み］

　該当なし
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【第2期中期計画の法人自己評価】

Ｓ：計画を上回って実施している（１００％超）
Ａ：計画を十分実施している（９０％～１００％）
Ｂ：計画を十分には実施していない（６０％～９０％）
Ｃ：計画を大幅に下回っている。又は、計画を実施していない（～６０％）

Ⅰ地域貢献＜教育関連＞
１　医療人の育成（医師関連）
　　医師派遣システムの適切な実行（（仮称）県立医大医師派遣センターの設置・運営）

1

県内の公立・公的病院等からの医師派遣要
請に対応し、医療需給の分析を踏まえて医
師のマッチングを行う（仮称）県立医大医
師派遣センターの設置・運営

人
病管
教

2
南和広域医療組合が整備する南和地域公立
病院等への医師配置支援

人
病管
教

3
｢奈良学｣の開設等を通じた、奈良を愛し奈
良に貢献する医療人の育成

教
人

病管

自己
評価

A

<事務主管課：人事課>　
〔中期目標〕
・（仮称）県立医大医師派遣センターを設置・運営する
・医学科卒業生の県内卒後臨床研修病院への就職率６０％を目指す

〔中期計画〕
教養教育等を通じ奈良への愛着、県内の地域医療に対する意識を涵養するとともに、（仮称）県立
医大医師派遣センターを設置・運営し、県内への高い就職率を確保する。

・医師派遣要請に対応した医師のマッチングを行う県立医大医師派遣セ
ンターを設置した。
・医師配置を円滑に行うために、各医療機関を訪問し、派遣要請の受付
方法等の周知を図るとともに、派遣要請元の実態調査を行った。
・病院へ個別訪問し、医師確保の状況や診療の方向性などの派遣要請内
容を精査し、医師適正派遣調整会議において、配置の透明性や客観性を
確保するための検討を行い、実施した。

・南和広域医療企業団　南奈良総合医療センター開院にあたっては、各
関係者間で情報交換を行い、必要な医師数（開院時53名：要請数の98%）
を確保・派遣できた。

・奈良県の文化、歴史、自然などを通じて「奈良」についての理解を深
めるとともに、1年生の早期から県内の医療機関を訪問し、奈良県の医療
状況を知り、奈良の医療に貢献する意思を涵養することを目的として1週
間連続で講義を行う「奈良学」を導入した。
【主なプログラム内容】
　・県内病院見学
　・奈良県の医療に関するシンポジウム
　・グループ毎に奈良の名所を探訪する文化・歴史・自然学習　等
・1年生の医学科、看護学科合同の科目とすることで、早期から多職種と
連携する力を養うとともに、毎年度の授業評価を踏まえ、継続的にカリ
キュラムのブラッシュアップを実施した。
・県内の地域包括ケアを支える人材育成のため、在宅医療学を臨床医学
教育課程の授業科目として開講した。また、講義だけではなく、臨床実
習においても一部実施する等、継続的に授業内容の拡充を図った。
・魅力ある卒後臨床研修プログラム提供のため、著名講師を招聘し講演
等を実施するとともに、タスクフォースによるミーティングを実施し、
適宜臨床研修プログラムのブラッシュアップを図った。

総
括

・県内の医療機関等からの医師派遣要請に対応し、医療需給の分析を踏まえ、医師適正派遣調整会議において配
置の透明性や客観性を確保するための検討を行い、的確な医師派遣を行うなど県立医大医師派遣センターの設置
及び運営を行った。
・平成28年度に設立された南和広域医療企業団　南奈良総合医療センターにおいて、開院にあたっての必要医師
数を関係者間で協議し、必要な医師数の確保及び配置を行った。
・県内の地域医療に対する意識を涵養するため、「奈良学」を導入するとともに、魅力ある卒後臨床研修プログ
ラムの提供を行い、医学科卒業生の県内卒後臨床研修就職者数の目標数66名を達成した。

以上のことから、計画を十分実施した。

人

第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）計画の実績（総括）

中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置準備
設置・運営

開始

実績
H26年３月
設置準備

完了
運営

特記
事項

指標
Ｈ２３
５１名

５１名 ５４名 ５７名 ６０名 ６３名
６６名**
（６０％）

実績 ５６名 ４８名 ６４名 ６５名 ６６名 ６６名

特記
事項

*緊急医師確保修学資金による増13名含む

**研究医養成コース進学見込2名除く定員111名に対する県内就職率約６０％を確保するための必要数

（仮称）県立医大
医師派遣センター
の設置・運営

医学科卒業生の
県内卒後臨床研
修就職者数*

● 平成３０年度新卒予定者１１９名、うち１１６名が医師国家試験を受験。合格者は１０７
名だが、うち２名については進路が不明であるため、その２名を除いた１０５名のうち、４６
名が附属病院、２３名が県内病院に就職しており、県内就職者数は６９名となった。
※H３０の県内就職率は６１．９％（H３０卒業の入学時定員１１３名に対する比率）
● 上記合格者１０５名のうち、５名が研究医養成コースへの進路者であり、その者を除い
た１００名を本計画における合格者数とする。また、県内就職者数についても、上記６９名
のうち、４名が研究医養成コースへの進路者であり、その者を除いた６５名が県内就職者
数となる。
● 県内卒後臨床研修就職者数の実績については、平成２８年度までは、新卒者のみの
人数を反映していたが、的確に当該年度の県内医療機関への就職者を把握するために
は、既卒者で当該年度に附属病院へ就職した者の人数も反映することが望ましいと考え
る。
【既卒者で附属病院への就職者数】
　・Ｈ３０ ： １名　・Ｈ２９ ： ４名　・Ｈ２８ ： ４名　・Ｈ２７ ： ２名　・Ｈ２６ ： ２名
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

　　医師派遣システムの適切な実行（（仮称）県費奨学生配置センターの設置・運営）

4
県費奨学生の配置を行う（仮称）県費奨学
生配置センターの設置・運営

人
病管
教

2*
南和広域医療組合が整備する南和地域公立
病院等への医師配置支援（再掲:Ⅰ-1）

人
病管
教

5
県費奨学生のキャリアパスの構築と運用に
よる地域に貢献する医師の育成

人
病管
教

自己
評価

A

人

<事務主管課：人事課>　
〔中期目標〕
・（仮称）県費奨学生配置センターを設置・運営する
・公立・公的病院等からの要望に対応した最適な医師配置（配置数）４０名を目指す
・地域に貢献する医師の育成数延べ８６名を目指す

〔中期計画〕
（仮称）県費奨学生配置センターを設置し、県等との連携のもと、医師派遣システムを構築すること
により、地域に必要な医師配置の実現に積極的に寄与する。

・県費奨学生の配置を行うため、県費奨学生配置センターを設置した。
・奈良県に従事する医療人を育成するために、県費奨学生の各種交流会
の開催、情報誌としてGlocalを発刊した。
・奈良県の地域医療の現状理解と関心を深めるために地域基盤型医療教
育プログラムを必須単位化し、奨学生としてのマインド醸成に働きかけ
た。
・離脱対策として、新入学生保護者オリエンテーションと緊急医師確保
枠奨学生総会の開催により奨学生及び保護者へ制度の主旨の理解の浸透
を図った。
・学生の学習状況や進路等の相談ができる環境づくりとして年1回の全奨
学生面談を必須とした。
・他大学のキャリア形成支援や離脱対策等について、情報収集、意見交
換した。
・特定診療科に関する条例改正を受け、的確な情報提供ができるよう県
と協力し複数回の説明会を開催した。

・南和広域医療企業団　南奈良総合医療センター開院にあたっては、関
係者と綿密に情報交換・共有し、必要な医師数を確保及び派遣した。

・奨学生の今後のキャリアパスや特定診療科について、奈良県 医師・看
護師確保対策室と意見交換を行い、県費奨学生のキャリア形成を支援し
た。
・緊急医師確保枠入学者、奨学生へ制度の趣旨等についての意識付けの
方法、保護者説明会開催の検討及び実施した。
・全員に年1回の面談を義務づけし、志望診療科およびキャリア形成の意
識調査を実施した。
・緊急医師確保枠奨学生総会を開催し、学生・保護者への制度主旨・
キャリアパスを説明し理解の浸透を図った。
上記取組を行い、奈良県の地域医療に貢献する医師の育成を行った。

総
括

上記のとおり、奈良県内に従事する医療人を育成するため、学生及び保護者へ制度の主旨の理解の浸透を図ると
ともに、奨学生のキャリア形成について、検討を行い、キャリアパスを明確にした。
また、奨学金の貸与を受けた者の選択の自由を完全に否定することは困難であり、本法人としては、当初予測で
きなかった奨学生の離脱について、早期から離脱防止の取組を実施し、実績値が増加したことは、県の制度改正
によるところが大きいが、法人の離脱者防止の取組の効果があったと考える。

以上のことから、計画を十分実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置準備
設置・運営
開始

実績
10月

設置完了
運営

特記
事項

指標
Ｈ２４

６名配置
８名 １５名 １７名 ２２名 ２９名 ４０名

８名 １３名 １２名 １３名 ２１名 ２９名

当該年度に
決定した次年度

配置決定数
６名(８名中) ３名(７名中) ２名(３名中) ６名(８名中) ６名（８名中） ６名（９名中）

特記
事項

指標
Ｈ２４

述べ１３名
延べ２６名 延べ３９名 延べ５２名 延べ６５名 延べ７８名 延べ８６名

実績 延べ２６名 延べ３９名 延べ５２名 延べ６５名 延べ７８名 延べ８９名

特記
事項

　*医師確保修学研修資金の義務履行者を主とする医師配置数　（※近畿大学医学部奈良病院含む）

（仮称）県費奨学
生配置センターの
設置・運営

県費奨学金による
医師配置数*

実績

奨学金の貸与を受けた者が必ず義務年限を予定どおりに果たすことが前提の指
標設定であるが、本人の選択の自由を完全に否定することは困難であるため、法
人の努力が必ずしも示されているとは言い難い指標となっている。
実績値の増加については、県の制度改正によるところが大きいが、法人の離脱
者防止の取組の効果があったと考える。

緊急医師確保枠を
主とする医師の
育成数
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

　　医療人の育成（看護師関連）

自己
評価

A

教

<事務主管課：教育支援課>　
〔中期目標〕
・看護学科卒業生の県内就職率６０％を目指す

〔中期計画〕
（仮称）看護実践・キャリア支援センターを設置・運営する等、看護学生の就労支援を行い、県内
就職率の向上に努める。

6
（仮称）看護実践・キャリア支援センター
の設置及び大学と附属病院の連携による看
護学生の県内就職に向けた取組の推進

・地域看護の充実を図るため、平成25年度に本学附属病院看護部、本学
看護学科、県看護協会相互の情報交換等で連携・協議を行い、平成26年
度に｢看護実践･キャリア支援センター｣を設立し、卒前学生への基本的看
護技術トレーニングを開始した。
・平成27年度からは、看護学科学生へのキャリアデザインプログラムを
作成・実施し、平成28年度からは、卒前学生への基本的看護技術トレー
ニングを実施するとともに看護実践・キャリア支援センター運営委員会
を中心に情報交換を行い具体的な研修計画を立案し実行した。
・平成29年度からは、県看護協会と連携し教育プログラムを充実するほ
か、県内就職率向上の取り組みとして、奈良県看護協会会長の講義を実
施した。
・さらに、平成30年度には、奈良医大への就職促進策として奈良医大看
護師との交流事業を実施した。

教
病管
人

・平成25年度から奈良県と看護師の県内就業を促すための奨学金制度導
入の協議を重ね、平成28年度から奈良県からの補助金を財源とした奨学
金を受給する看護学科学生を対象として、「在宅看護特別教育プログラ
ム」を実施し、県内の在宅看護を牽引するリーダーの養成を開始した。
30年度末に卒業した受講生1名が本学附属病院で勤務しながらプログラム
を受講中である。

総
括

・「看護実践・キャリア支援センター」を設立・運営し、附属病院と連携しながら上記の取組を実施したことに
より、看護学科卒業生の県内就職者数の目標人数54名を達成した。
・平成28年度から奈良県からの補助金を財源とした奨学金を受給する看護学科学生を対象として、「在宅看護特
別教育プログラム」を実施し、県内の在宅看護を牽引するリーダーの養成を開始した。

以上のことから、計画を十分に実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３
３３名

３３名 ３８名 ４５名 ５０名 ５２名
５４名*

(５１名**)
（６０％）

実績 ４８名 ６２名 ５０名 ５２名 ４６名 ５６名

特記
事項

看護学科卒業生
の県内就職者数

※㉙　卒業予定者９０人中２人が留年し、７名は大学院等進学であり、４６／８１　５６．
８％
　 ㉚　卒業予定者８５人×６０％＝５１人

*Ｈ３０卒業見込み９０名に対する県内就職率約６０％を確保するための必要数
**H２９より編入学試験(3年次)の廃止(Ｈ２６決定)のため、Ｈ３０年度卒業定員は８５人となった
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

２　看護師の地域貢献

病管

教

8
看護職員の専門知識及び能力養成のための
研修プログラムの充実

病管

9
病院看護部と大学看護学科、看護協会の相
互の情報交換等の連携

病管
教
人

10
（仮称）看護実践・キャリア支援センタ－
の設置及びスキルスラボの設置、地域への
オープン化

教
病管

自己
評価

A

総
括

・認定看護師・専門看護師数の合計は37名となり、H24年度の1.5倍の35名を2名超えて目標を達成した。
・看護学研究科にCNS（高度実践看護師）教育課程のクリティカルケア分野をH30.4月に設置、H28.1月には看護師
特定行為研修に係る研修機関としての指定を受け、「急性期コース」を開講。また、H30.4月からは「在宅コー
ス」を開講し看護師のレベルアップを図る体制を構築した。
・病院看護部、大学看護学科、看護協会が地域看護の充実を図るため、情報交換しながら教育プログラムを作成
した。
・H26.4月に設置した看護実践・キャリアセンターが中心となり、3組織の情報交換を行うことで相互の連携を深
めた。
・平成27年度にはスキルスラボの地域へのオープン化のあり方について方針を決定、平成30年度からスキルスラ
ボのオープン化を実施し地域の看護師のレベルアップを図った。

以上のことから、計画を十分に実施した。

病管

<事務主管課：病院管理課>　

〔中期目標〕
・認定看護師や専門看護師の総数を平成２４年１１月現在と比べ１．５倍を目指す

〔中期計画〕
認定看護師・専門看護師を増やすとともに、附属病院看護部と看護学科が協働・連携する体制を
構築し、看護職員等の教育・研修プログラム及びキャリア支援を充実させることにより、地域の看
護師のレベルアップを目指す。

7
認定看護師養成研修への派遣、看護学研究
科へのCNSコース設置等によるキャリア支援
の充実

・日本看護協会の認定看護師制度の情報等を報告会で提供、また専門・
認定看護師資格取得の意向を調査し、資格取得を勧めた。
・専門、認定看護師の資格取得志望者の発掘のため、資格取得者による
未取得者への実地指導により動機付けを図った。
・以上の取り組みから認定看護師・専門看護師数の合計は37名となり、
目標値を2名超えた。

・より専門性の高い医療行為を行える高度実践看護師の養成をするた
め、学生のニーズ調査や国等の単位互換等の方針、方向性も検討しなが
ら、大学院看護学研究科に高度実践看護師（ＣＮＳ）教育課程のクリ
ティカルケア分野及び周麻酔期看護師教育課程を平成３０年度に設置
し、学生募集を開始した。
・「成人慢性期看護学」領域の開設及び教授着任も決定し、高度実践看
護師教育課程にがん看護分野を開設することを決定した。
・平成27年度に看護師特定行為研修に係る指定研修機関としての指定を
受け、看護師特定行為研修「急性期コース（定員５名）」を開講した。
平成30年度には,「在宅コース（定員５名）」を開講し研修を実施した。
・看護師の再教育の機会を提供するため履修証明制度の試案を検討し
た。

・地域の看護職員のレベルアップ研修を継続すると共に退院支援の推
進、在宅医療および看護に習熟した看護師の育成に向けてプログラムを
作成した。
・在宅看護の能力向上のため、在宅看護特別教育プログラムに沿って、
訪問看護ステーションでの研修を実施した。
・研修プログラムを評価し、研修期間の見直し等プログラムの充実を
図った。

・病院看護部、大学看護学科、看護協会が地域看護の充実を図るため、
情報交換し教育プログラムを作成した。
・看護協会の臨地実習指導者講習会修了者が大学看護学科の基礎看護技
術演習に参加、教育指導者育成プログラムでは看護学科の各領域に看護
部から参加することで、3者の連携強化を図った。

・看護職員等の教育・研修プログラム及びキャリア支援を充実させるた
め、平成26年度に看護実践・キャリア支援センターを設置し運営した。
また、地域の看護師のスキルアップを支援するため、平成27年度、本学
にスキルスラボを設置するとともにスキルスラボ委員会において、運営
体制を確立し、地域の看護師等が利用できるようにオープン化を実施し
た。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３
２３名

２５名 ２７名 ２９名 ３１名 ３３名 ３５名

実績 ２６名 ３３名 ３６名 ３２名 ３３名 ３７名

特記
事項

認定看護師・専門
看護師数

ＣＮＳ（Certified Nurse Specialist）：看護系大学院の修士課程において所定の単位を取得し、公益社団法人
日本看護協会に認定を受けた、特定の専門看護分野の知識・技術を深めた専門看護師。
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

Ⅰ地域貢献＜研究関連＞
３　研究成果等の地域への還元

12
研究に関する外部有識者を含む評価委員会
の設置・運営

研
関係
各課

13
漢方の教育・研究、人材育成、地域医療者
への研修・普及を行う（仮称）大和漢方医
学薬学センターの設置・運営

研
関係
各課

・平成25年度に外部有識者を含む研究評価委員会を設置した。
・平成26～28年度には、本学における研究面での地域貢献及び社会貢献
を図るため、他学の取組を参考にしながら、研究に関する評価のあり
方、評価項目について検討した。
・平成29年度には、研究者情報デ－タベ－スのシステムを構築した。
・平成30年度には、研究者ごとの論文業績等研究データの蓄積及び地域
への情報提供のため、本学の助教以上の教員について、研究者情報デー
タベースへの入力を完成させた。
・平成30年度には、外部有識者を含む研究評価委員会を運営・開催し、
「研究成果の見える化」を目指し、大学としての研究力、特色ある分
野、学内の共同研究グループの研究を評価・分析した。

・大和漢方医学薬学センタ－を設置（H25）し、運営委員会を開催し漢方
の運営方針を決定した。
・主な取組として、漢方についての教育・人材育成分野については、東
洋医学に関する講義を医学生に対して行うとともに、指導医による教育
外来の実施や臨床医向けの勉強会を行った。
・地域医療関係者に漢方に関するセミナ－を毎年度開催（21回）し研
修・普及を行った。なお県民等へは、漢方シンポジウム（3回）を開催し
広く普及を行った。
・県民に対しての啓発普及を目的に、奈良県が進める漢方のメッカ推移
プロジェクトに参画した。

<事務主管課：研究推進課>　
〔中期目標〕
・外部有識者を含む評価委員会を設置・運営する
・（仮称）大和漢方医学薬学センターを設置・運営する
・住居医学講座、スポーツ医学講座などのエビデンスの確立と講習会等を実施する

〔中期計画〕
住居医学講座や（仮称）大和漢方医学薬学センター、スポーツ医学講座等を核として産学官連携
による研究推進に取り組む。

11
研究活動に係る課題の検討、基本方針の策
定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設
置・運営

研究成果等を地域へ還元するため以下の取組を実施した。
・研究推進戦略本部を平成25年度に設置し、研究推進戦略本部会議を月
に1回程度定期的に開催し、平成28～29年度にかけて、研究に関する将来
構想、研究活動に係る課題ごとの基本方針及び重点研究2016推進計画を
策定した。
・重点研究2016推進計画の策定にあたっては、平成28年度に学外の高名
な有識者による学外有識者委員会を設置し、提言を受け、3分野6テーマ
の重点研究課題を設定した。
１）地域に根差し地域と歩む研究
　①健康寿命延伸のための特色ある3つのサブコホート研究
　②超高齢社会のためのMBT(医学を基礎とするまちづくり)の研究
２）日本を世界を牽引する研究
　③血栓止血の制御に関する研究
　④画像下での低侵襲医療に関する研究
３）良き医療人を育てる研究
　⑤良き医療人に関する研究
　⑥卒後医療人のキャリアパスに関する研究
・地域貢献の観点として、健康寿命延伸のための特色ある3つのサブコ
ホート研究及び超高齢社会のためのMBT(医学を基礎とするまちづくり)の
研究を重点研究課題として、平成28年度から平成30年度の研究推進戦略
本部で進捗管理し研究推進に取り組んだ。
・重点研究である血栓止血制御、ＩＶＲに関する研究については、各セ
ンターを立ち上げ研究を推進した。
・産学連携を推進するため、民間企業と共同研究講座を設置した。（生
体分子不均衡制御学共同研究講座、血栓止血医薬生物学共同研究講座）
・産学連携事業の一環として、奨学を目的とする民間企業等からの寄附
金により、AI･バイオ･工学を融合させた画期的な研究を行う寄附講座
「V-iClinix講座」等を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化に向け連携活性化委員会
を設置するとともに、共同でセミナーの開催や連携活性化交流会を行っ
た。

研
関係
各課

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置 運営

実績
H26年3月

設置
評価のあり

方検討
学外有識者
委員の選定

評価手法
の構築

評価項目
の検討

学外有識者を
含む評価委員
会の運営

特記
事項

指標
エビデンス

の確立
講習会等
の実施

実績

漢方薬シン
ポジウム
2013開催

第１回大和
漢方医学セ
ミナー開催

漢方薬シン
ポジウム
2014開催

第2回、第3
回大和漢方
医学セミナー

開催

漢方薬シン
ポジウム
2015開催

第4回、第5
回大和漢方
医学セミナー

開催

第6回、第7回大
和漢方医学セミ
ナー開催
奈良臨床漢方医
学セミナーの開
催４回
ＭＢＴコロキウム
の開催

大和漢方医学
セミナー開催
奈良臨床漢方
医学セミナー
の開催
ＭＢＴ健康フェ
アの開催

大和漢方医学
セミナー開催
奈良臨床漢方
医学セミナー
の開催
MBTイベント
の開催

特記
事項

ＭＢＴ（Medicine-Based Town）：医学を基礎とするまちづくり

外部有識者を含む
評価委員会の設
置・運営

住居医学講座や
（仮称）大和漢方
医学薬学センター
等
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

14
｢住居医学｣・｢認知症への対応｣・｢スポーツ
医学｣等リビングサイエンスへの取組強化

研究成果等を地域へ還元するため以下の取組を実施した。
・平成25年度については、住居医学（MBT）とまちづくりに実績がある早稲
田大学と医学と都市計画学により新しいビジョンを示した「医学を基礎とす
るまちづくり」（水曜社）を刊行した。
・平成26年度については、内閣府の「地域活性化モデル」に奈良県・橿原
市・明日香村と共同にて提案するとともに内閣府の「地域再生計画」申請し
採択された。
・平成27年度については、橿原市と「連携に関する協定」を締結するととも
に、ＭＢＴに関する記念シンポジウムを開催（293社　632名）し全国的に
MBTの関心が高まった。
・平成28年度については、リビングサイエンスへの取組強化のためMBT研究
所を設置し、MBT研究所運営会議を開催（年3～4回）し取組について決定し
た。
・研究成果の地域還元として、展示会への出展・技術相談会の開催やシンポ
ジウムを多数企画した。
・地域企業等への還元のため、100を超えるMBTコンソ－シアム企業と連携し
MBT研究を継続にて実施した。
・東京でMBTコロキウムを開催（610人　210企業）しMBT活動の成果を発表す
るとともに、新産業創生のための企業と医師との交流相談会（307人　75企
業　76人の教授陣が参加）を開催した。
・平成29年度にはまちづくりに実績がある早稲田大学と国立研究開発法人科
学技術振興機構委託事業や農林水産研究所委託事業に採択され共同研究を開
始した。
・セキュリティ－、医療、生活サポ－ト等、安全な視点を加えた、健康づく
りの仕組みを構築するため、ＭＢＴ研究所・栃木県高根沢町、北関東綜合警
備保障(株)との連携協定を締結した。
・周産期の妊産婦を対象に、電話相談を中心とした見守り支援サ－ビスに向
けた実証実験を行うため、富士通(株)・奈良医大・ＭＢＴコンソ－シアムと
連携した。
・ＭＢＴコンソ－シアム会員会議へＭＢＴ研究所も参画し、部会会議の活動
を強化した。
・まちづくりフィ－ルドを具現化するため橿原市今井町にMBT活動の一環と
して改修・整備を行っていた住宅施設がゲストハウスとして新しく竣工し今
井町ゲストハウスとして共用を開始した。
・県民参加のイベントを健康相談会を開催（健康フェア2017・MBT健康長寿
フェアin 今井町　高取町薬の町漢方マルシェ）した。
・大学院内の専攻科目に「ＭＢＴ学」を設置した。
・平成30年度には、MBTの研究成果の周知を図るため展示会等（はっと！！
神戸健康フェア・「着物でジャズ、今井町」による健康相談･奈良県防災総
合訓練展示会･第1回医療ITEXPO東京･奈良県立医科大学健康フェア2018・け
いはんなビジネスメッセ・日経デジタルヘルスディ2018･くすりの町の漢方
マルシェによる健康相談･日経セミナ－･イノベ－ションストリ－ムKANSA）
に出展し健康に関する研究成果を発表した。
上記以外では、「MBT記念シンポジウム」（9/19）・「MBTオープンミーティ
ング2018in東京」（11/27）や「MBT技術交流会」（2/20）を開催し、本学の
研究シ－ズや研究成果を広く全国に公表するとともに、中国老人医療福祉全
国大会（上海6/18）でMBTの研究成果を世界にも発表･周知した。
・活動の普及強化のための新たな拠点として、(株)タカトリ内に奈良県立医
科大学産学官連携推進センター （MBT（医学を基礎とするまちづくり）研究
所分室）を開設した。
・MBT構想をより現実のものとして拡張させるため、大学発ベンチャ－企業
を認定した。
・橿原市･コンソーシアムとともに自治体と医療が連携した「妊娠時からの
子育て世代包括見守り」の実証実験を行った。
・地域医療への貢献や臨床研究の質の向上を目的として、民間施設と共同し
て、外部機関である阪奈中央病院、高井病院にそれぞれ本学の「スポーツ医
学研究センター」、「陽子線がん治療研究センター」を開設した。

研
関係
各課
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

自己
評価

S

総
括

・上記の取組を通して、本学における研究面での地域貢献及び社会貢献に取り組んだ。
・研究推進戦略本部会議を開催し、重点研究課題の進捗管理や県民への研究成果を還元した。
・大和漢方医学薬学センタ－を設置・運営し、漢方における人材育成や地域医療関係者や県民等に向けたセミナ
－等開催することで漢方の普及に貢献した。
・MBTの研究成果を還元した。
・産学連携推進のため、民間企業と共同研究講座を設置した。（生体分子不均衡制御学共同研究講座、血栓止血
医薬生物学共同研究講座）
・AI･バイオ･工学を融合させた画期的な研究を行う寄附講座「V-iClinix講座」等を設置した。
・地域医療への貢献や臨床研究の質の向上を目的として、民間施設と共同して、外部機関である阪奈中央病院、
高井病院にそれぞれ本学の「スポーツ医学研究センター」、「陽子線がん治療研究センター」を開設した。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化を図るため、共同でセミナーの開催や連携活性化交流会を行っ
た。
・活動の強化のための新たな拠点として、(株)タカトリ内に奈良県立医科大学産学官連携推進センター （MBT
（医学を基礎とするまちづくり）研究所分室）を開設した。
・地域企業等への還元のため、100を超えるコンソ－シアム企業と連携しMBT研究を継続にて実施した。
・自治体・コンソーシアム会員企業とともに、地域住民への健康づくりのため、運動教室や健康に関するブース
をイベントにて出展した。
・自治体・コンソーシアム会員企業とともに自治体と医療が連携した「妊娠時からの子育て世代包括見守り」の
実証実験を行った。
・ＭＢＴ構想をより現実のものとするため、大学発ベンチャー企業を認定した。（奈良医大認定1号）

以上のことから、計画を上回って十分に実施した。

研
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

４　健康増進の県民アプローチの充実

15
県民の健康増進を図る支援組織の設置・運
営

総
研
教

経企

16
公開講座の充実等による予防医学や健康づ
くりに関する情報の提供

総
研
教

経企

17
奈良県健康長寿コホートスタディ、MBT構想
等、健康増進に関する研究の推進及び地域
への還元

研
関係
各課

自己
評価

A

総

<事務主管課：総務課>　
〔中期目標〕
・県民の健康増進支援組織を設置・運営する

〔中期計画〕
市町村や県が実施している健康増進事業に協力するとともに、予防医学や健康づくりの適切な情
報や研究成果を提供することにより地域住民のセルフケアを支援する。

・本法人内に県民健康増進支援センターを設置し、5年間で県・県内32市
町村の健康増進事業に協力した。
・会議や研修会、ニューズレターで積極的に広報を行い、県市町村から
の分析や助言依頼等も年々増加（H26:20件、H27:23件、H28:24件、
H29:25件、H30:26件）した。また、公的統計データの利用申請を行い、
ビックデータを用いた分析も実施した。
・得られた成果を学術学会等で積極的に発信することに努め、PubMed対
象の英文学術論文数が延べ17本となった。

・年2回、県民向けの公開講座である「くらしと医学」をより身近で実践
的なテーマで開催、県民に予防医学の研究成果を還元すると共に日常の
健康づくりを推進した。
・より多くの県民に聴講してもらえるよう、H29年からはチラシの配布の
みならず、駅へのポスター掲示、県や民間のデジタルサイネージの活用
等、広報の工夫を行った。

・平成27～30年度にかけて、県民の予防医学、健康づくりのための適切
な情報を提供するため、奈良県民合計1万人を対象とした3つのサブコ
ホート研究を「奈良県健康長寿大規模コホートスタディ」として開始
し、継続的に推進した。
・平成28～30年度には、研究推進戦略本部会議で成果報告会を開催し、
進捗管理を行った。
・平成30年度には、県民の健康増進への意識向上、セルフケアの支援を
目的に県民公開講座「くらしと医学」で報告会を開催し研究成果を地域
に還元した。
・県民へのMBT構想の普及のための一つのツ－ルとして健康相談を中心と
した「健康フェア」を開催し研究成果を還元した。

総
括

・県民の健康増進支援組織を設置・運営し、会議や研修会公開講座を通して、予防医学や健康づくりに関する情
報提供を行った。
・また、奈良県民1万人以上を対象とした3つのサブコホート研究を「奈良県健康長寿大規模コホートスタディ」
として開始した。

以上のことから、計画を十分実施できた。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置検討 設置・運営

実績
県民健康増
進支援セン
ター設置

運営

特記
事項

県民の健康増進
支援組織の設置・
運営
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

Ⅰ地域貢献＜診療関連＞
５　断らない救急医療体制の整備

18
重篤な救急患者等のスムーズな受入のため
の院内体制再構築及び、県内救急搬送コー
ディネート機能の支援

病管

19
救急患者の転院等の仕組みや病院間連携体
制の整備

病管

20
高度救急医療を担う医師、看護師等の確保
及び、専門医や認定看護師等の養成

病管
人

21
医師等救急医療従事者の負担軽減対策（補
助員配置、服務、手当等）への取組

病管
人

医サ
経企

自己
評価

A

病管

<事務主管課：病院管理課>　
〔中期目標〕
・重篤な救急患者の高度救命救急センターの受入率を１００％に近づける
・重篤な救急患者を断らないシステムを構築する
・県内救急搬送のコーディネート機能を運用する

〔中期計画〕
県内の救急医療に関する諸機関の連携体制のもと、重篤な救急患者の受入を中心に、病院全体
として 断らない救急医療の実現に取り組む。

・重篤な救急患者等のスムーズな受入体制整備のため、院内で協議を重
ねた。
・H27年度から関連病院との重症腹症（腹痛・吐下血）救急患者受入ネッ
トワークと土日ERを開始し、H29年度からは土日祝（年末年始・GW除く）
ERに拡大した。
・H28年にドクターヘリを導入、H29年度には当院屋上にヘリポートを設
置（平成30年2月26日から運用開始）したこと等により、救急患者受入数
はH29年度169件がH30年度は234件に増加した。
・重篤な救急患者の高度救命救急センター受入率は、受け入れ患者数が
H25年度比増加したにも関わらず向上した。

・中南和地域の救急患者受入等意見交換会において、救急患者の転院等
の仕組みや病院間連携体制について協議し、患者の受け入れと転院ルー
ルを構築した。
・H27年度から関連病院との重症腹症（腹痛・吐下血）救急患者受入ネッ
トワークと土日ERを開始し、H29年度からは土日祝（年末年始・GW除く）
ERに拡大した。

・H25年度に高度救急医療を担う看護師を増員した。（HCUに看護師11名
を増員）
・ドクターカーへの救命救急センター看護師の同乗を開始した。
・H29年度には、3名の看護師が特定行為研修の急性期コースを修了し
た。
・H30年度には、救急看護認定看護師志望の看護師3名を発掘した。

・看護師3名が特定行為研修の急性期コースを修了した。
・救急科看護師3名がドクターヘリOJT研修を受講しスキルアップを図っ
た。
・ドクターカーへの救命救急センター看護師の同乗をH25年度から開始し
た。
・以上の取り組みで医師業務のタスクシフティングを図った。
・H27年度からER勤務医師への手当を創設した。

総
括

・重篤な救急患者等のスムーズな受入体制整備のため、院内で協議すると共に、中南和地域の救急患者受入等意
見交換会において、病院間連携体制等について協議を重ね、患者の受け入れと転院ルールを構築した。
・H27年度から関連病院との重症腹症（腹痛・吐下血）救急患者受入ネットワークと土日ERを開始し、H29年度か
らは土日祝（年末年始・GW除く）に実施日を拡大した。
・H28年度にドクターヘリを導入、H29年度には当院屋上にヘリポートを設置（平成30年2月26日から運用開始）し
たこと等により、H29年度169件がH30年度は234件に受入数が増加しており、救急患者受け入れ体制が強化され
た。
・重篤な救急患者の高度救命救急センター受入率が受け入れ患者数がH25年度比増加（H25受け入れ要請　186人→
H30　403人）したにも関わらず向上（H25　81.2％→H30　91.8％）した。

以上のことから、計画を十分に実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

８５.７％
８７％ ８９％ ９１％ ９３％ ９５％

１００％に
近づける

実績 ８１．２％
(151/186件)

９８．７％
(75/76件)

９１．３％
(167/183件)

９５．１％
(194/204件)

９４．０％
(328/349件)

９１．８％
(370/403件)

６６．６％ ７９．８％ ８１．８％ ８９．６％ ８９．３％ ８９．６％

特記
事項

指標

県内救急
搬送コー
ディネート

機能の検討

運用開始

実績
ＥＲプロジェ
クトの実施

ＥＲの拡大
に向け検
討・協議

土日ERの
実施

休日ERの
検討

土日祝ER
の実施

土日祝ER
の

継続

特記
事項

重篤な救急患者の
高度救命救急セン
ター受入率 参考指標

(救急患者受入率)

県内救急搬送コー
ディネート機能の
運用
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

６　周産期医療体制の強化 6

22
ＧＣＵの増床等、総合周産期母子医療セン
ターの機能充実

病管

23
施設間ネットワークとの連携による、県内
母体・新生児搬送コーディネート機能の充
実

病管

24
高度周産期医療を担う医師、助産師、看護
師等の人材養成・確保

病管

自己
評価

A

<事務主管課：病院管理課>　
〔中期目標〕
・新生児・母体の県内受入率を１００％に近づける

〔中期計画〕
総合周産期母子医療センターの機能充実と施設間ネットワークとの連携を図ることにより母体・新
生児搬送受入率100％を目指すとともに、周産期医療を担い推進する人材（新生児科医、産科
医、小児科医、小児外科医、助産師、看護師等）を養成する。 ・H28年度E棟オープン時からNICUを3床、GCUを12床増床（NICU21床、

GCU24床、MFICU6床）し総合周産期母子医療センターの機能充実を図っ
た。

・H26年度から当院、奈良県総合医療センター、近畿大学奈良病院、天理
よろづ相談所病院、近畿大学医学部奈良病院、市立奈良病院等が奈良県
周産期医療ネットワークを形成し、コーディネーター制度を運用。
・奈良県周産期医療協議会において県内の周産期医療の現状を把握し、
周産期医療体制について協議した。
・総合周産期母子医療センターの機能充実と施設間ネットワークとの連
携を図ることにより母体県内搬送受入率は向上傾向（H25　92.6％→H30
97.1％）にある。
また、新生児の県内搬送受入率は6年間概ね100％を確保した。

・研修プログラムを作成すると共に、院内向けに新生児医療勉強会等を
開催し、スタッフのスキル向上を行った。
・県内周産期従事者を対象にした長期療養児在宅医療・在宅（小児）訪
問推進研修会のジュニアコースとシニアコースを開催し、人材養成を
行った。

総
括

・NICUを3床、GCUを12床増床（NICU21床、GCU24床、MFICU6床）し、総合周産期母子医療センターの機能充実を
図った。
・県外への母体搬送は、当院が受け入れ不可で他府県に紹介した例は、H25年度18件発生したがH30年度は7件と11
件減少した（県内受入率H25　92.6％→H30　97.1％）。また新生児の県内搬送受入率も6年間概ね100％で推移し
ており、母体搬送コーディネート機能は強化された。
・奈良県周産期医療協議会において県内の周産期医療の現状を把握し、周産期医療体制について協議した。
・院内向け研修プログラムを作成すると共に研修会を開催し、スタッフのスキル向上を行った。
・県内周産期従事者を対象にした長期療養児在宅医療・在宅（小児）訪問推進研修会のジュニアコースとシニア
コースを開催し、人材養成を図った。

以上のことから、計画を十分に実施した。

病管

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

９２.４％
９３％ ９３％ ９３％

１００％に
近づける

１００％に
近づける

１００％に
近づける

実績 ９２．６％ ９４．７％ ９５．２％ ９０．４％ ９７．６％ ９７．1％

特記
事項

指標
Ｈ２３

１００％
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

実績 １００％ １００％ ９９.３％ ９８.０% ９９．２％ ９９．３％

特記
事項

指標

県内搬送
コーディ

ネート機能
の検討

運用開始

実績

母体搬送
コ－ディ

ネ－ト体制
の検討

母体搬送
コーディ
ネートの

開始

母体搬送
コーディ
ネートの

実施

特記
事項

母体県内受入率

新生児県内受入
率

県内搬送コーディ
ネートの運用
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

７　他の医療機関との連携強化

25
連携登録医制度の導入、予約診療等の拡充
による逆紹介等の促進

経企

26
各種地域医療連携パスの拡充、退院調整の
効果的運用等による地域医療連携の推進

経企

27
本県の緩和ケア提供体制の中で、本院緩和
ケアセンターがその中核的な役割を果たす
べく稼働

病管

28
地域医療機関と連携して認知症高齢者受け
入れのための基幹型認知症疾患医療セン
ターの設置

病管

29
地域の医療従事者等を対象にした各種研修
会の開催や医療情報発信の充実

病管

自己
評価

A

経企

<事務主管課：経営企画課>　
〔中期目標〕
・｢脳卒中、心筋梗塞、糖尿病、がん、精神疾患｣の地域医療連携パスの運用件数２００件を目指
す
・認知症疾患医療センターを設置・運営する
・中核的な緩和ケアセンターを設置・運営する
・紹介率７５％、逆紹介率６０％を目指す

〔中期計画〕
各種地域医療連携パス、退院調整の効果的な運用、地域医療連携連絡協議会の活性化、連携
登録医制度の導入による逆紹介等の促進により、地域医療連携をより一層推進する。また、基幹
型認知症疾患医療センター、中核的な緩和ケアセンターを設置・運営する。

・連携登録医制度を導入（平成25年度）し、連携体制を構築した。
（H30年度末登録数　359名）
・地域医療機関に予約診療を推進し、予約診療件数（件/年）の増加に取
り組んだ。
（㉕9,431　㉖10,224　㉗11,398　㉘11,712　㉙12,552　㉚13,509）
・紹介率㉕75.4％→㉚93.6％（18.2％の増加）、逆紹介率㉕43.9.％㉚→
77.8％（33.9％の増加）となり大幅に増加した。

・地域連携パスの運用促進に向け既存パス（脳卒中パス、虚血心疾患パ
ス、乳がんパス）の運用方法等の見直しを図った。
・平成30年度に入退院支援センターを設置し、退院調整の効果的運用に
向け体制を強化した。
・地域包括ケアシステム奈良医大モデル推進会議を平成29年度に発足
し、奈良医大としての取組むべき方針を確認した。
・中和地域における在宅医療の現状理解を深めるため、中和在宅診療研
究会を平成30年度に発足し継続開催している。
・地域中核病院と連携協定を締結（平成29年度：平成記念病院、平成30
年度：大和高田市立病院）し病病連携に取り組んだ。

・H26年度に本県緩和ケア提供体制の中で、中核的な緩和ケアセンターと
しての役割を果たすべく稼働。
・地域の病院・在宅療養支援診療所等との連携強化を図るため、緩和ケ
ア地域連携カンファレンスを毎月実施し、中核的な緩和ケアセンターと
しての役割を果たした。（当院医師、看護師等と県内在宅診療所の医
師、訪問看護ステーション看護師等が参加）

・H25年度に認知症医療等の連携拠点としての役割を果たすべく、基幹型
認知症疾患センターを設置した。
・連絡協議会の開催や県政策会議に参加するなど支援対策の構築に向け
て取り組むとともに、地域の保健医療介護関係者の認知症対応力向上を
目的とした事例検討会を開催し、基幹型認知症疾患医療センターとして
の役割を果たした。

・医療機関に対し地域医療連携室の活動状況を伝える「地域医療連携室
だより」を毎年度発行した。
・見やすい画面へ地域連携室のホームページを修正すると共に、最新情
報に随時更新した。
・医療従事者等のニーズに沿ったテーマ（診療報酬改定の影響等）で
「なら地域医療連携実務者協議会」を毎年度2回開催した。
・地域医療機関の連携登録医と当院医師との交流を図るため、「連携登
録医のつどい」を開催した。
・医療機関による情報共有及び意見交換のため「地域医療連携懇話会」
を毎年開催した。

総
括

・予約診療の推進及び地域医療機関との連携を通じ、紹介率及び逆紹介率について、目標を大きく上回る実績を
確保した。
・地域連携パスの運用促進を図り、目標を大きく上回る運用件数を確保した。
・病病連携の推進を図り、地域中核病院2院と連携協定を締結した。
・地域の医療従事者を対象にした講演会や研修会を開催し、情報共有やスキルアップ等に取り組んだ。
・地域の病院・在宅療養支援診療所等との連携強化を図るため、中核的な緩和ケアセンターとして、緩和ケア地
域連携カンファレンスを毎月実施たした。
・連絡協議会の開催や県政策会議に参加するなど支援対策の構築に向けて取り組むとともに、地域の保健医療介
護関係者の認知症対応力向上を目的とした事例検討会を開催し、基幹型認知症疾患医療センターとしての役割を
果たした。

以上のことから、計画を十分に達成した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

１３７件
１４０件 １５０件 １６５件 １８５件 ２００件 ２００件

実績 １２７件 ２００件 ４７９件 ４４７件 ５４５件 ５９６件

特記
事項

指標
Ｈ２３

７４.２％
７５％ ７５％ ７５％ ７５％ ７５％ ７５％

実績 ７５.４％ ７９.３％ ８４.７％ ９０．７％ ９３．３％ ９３．６％

特記
事項

指標
Ｈ２３

４２.１％
４３％ ４８％ ５３％ ５６％ ５８％ ６０％

実績 ４３.９％ ５２.０％ ５９.０％ ６３．９％ ７１．５％ ７７．８％

特記
事項

指標 構想策定 本格稼働

実績
機能充実
とあり方の

検討

新指針へ
の対応

整備要件
への対応

機能の
充実

特記
事項

地域医療連携パス
の運用件数

年間運用件数は５９６件であり、目標達成している。

紹介率

年間紹介率は９３．６％であり、目標達成している。

逆紹介率

年間逆紹介率は７７．８％であり、目標達成している。

中核的な緩和ケア
センターの設置・
運営
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

８　県内医療人への助言・指導

29*
地域の医療従事者等を対象にした各種研修
会の開催や医療情報発信の充実（再掲:Ⅰ-
7）

病管

30
臨床技能習得のためのスキルスラボの設
置・運営及び地域へのオープン化

教
病管

自己
評価

A

<事務主管課：病院管理課>　
〔中期目標〕
・医療関係者に対する研修会等の開催回数を平成２３年度に比べ倍増を目指す

〔中期計画〕
県・市町村医師会や県看護協会と協働して、最新技術・情報を学べる研修やスキルスラボ実習を
企画・実施するとともに、メーリングリスト等を活用した情報発信を行い、県内医療人のレベルアッ
プに貢献する。

・医療従事者等のニーズに沿ったテーマ（診療報酬改定の影響等）で毎
年度「なら地域医療連携実務者協議会」を開催し、県内医療従事者のス
キル向上を図った。
・医療機関に対し「地域医療連携室だより」を毎年度発行し、情報発信
を行った。
・がん診療拠点病院（まほろばPEACE緩和ケア研修会等）、総合周産期母
子医療センター（長期療養児在宅医療研修会等）、基幹型認知症疾患医
療センター（認知症事例検討会等）として、県内医療従事者等を対象に
研修会等を開催し人材育成を行った。

地域の医療技術者のスキルアップを支援するため、平成27年度、本学に
スキルスラボを設置するとともに、スキルスラボ委員会において運営体
制を確立し、県医師会や県看護協会と連携して地域の医療技術者が利用
できるようにオープン化を実施した。

総
括

・医療関係者に対する研修会等のH30年度の開催回数は、目標の4回を上回る7回開催した。
・医療従事者等のニーズに沿ったテーマ（診療報酬改定の影響等）で毎年度「なら地域医療連携実務者協議会」
を開催し、県内医療従事者のスキル向上を図った。
・医療機関に対し「地域医療連携室だより」を毎年度発行し、情報発信を行った。
・がん診療拠点病院（まほろばPEACE緩和ケア研修会等）、総合周産期母子医療センター（長期療養児在宅医療研
修会等）、基幹型認知症疾患医療センター（認知症事例検討会等）として、県内医療従事者等を対象に研修会等
を開催し、人材育成を行った。
・平成27年度にはスキルスラボの地域へのオープン化のあり方について方針を決定、平成30年度から地域の医療
従事者が臨床技能を習得できるようスキルスラボのオープン化を実施した。

以上のことから、計画を十分に実施した。

病管

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３
２回

３回 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回

実績 ３回 ７回 ６回 ７回 ６回 ７回

特記
事項

研修会等の開催回
数
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

Ⅱ教育
１　リベラルアーツ教育の実践
　　医の心をもった医療人の育成
　　医療経営に関する教育の確保

31
一般教育検討委員会の設置によるリベラル
アーツ教育等の充実に向けたカリキュラム
の構築

教
人

32
アンケート調査の実施による学生の意見及
び満足度の的確な把握

教

33 大学院に医科学専攻医療経営学科目を設置 教

自己
評価

Ａ

教

<事務主管課：教育支援課>　
〔中期目標〕
・外部有識者を含む一般教育検討委員会を設置・運営する
・リベラルアーツ教育に沿った新カリキュラムを導入する
・医師・看護師の理想像を理解し、医師・看護師になる強い自覚を持った学生の割合９０％を目指
す
・大学院に医科学専攻医療経営学科目を設置する

〔中期計画〕
カリキュラムの見直し・再構築を行い、医療人にふさわしい教養や倫理観を培うリベラルアーツ教
育、および国際感覚、実践的英語能力等の習得を目的とした幅広い教育を強化する。

・外部委員も参画した「一般教育検討委員会」を設置し、新カリキュラ
ムの原案を平成25年に作成した。
・その原案を基に、本学と奈良県との「奈良県立医科大学の将来像策定
会議」で約2年間かけて議論し、「良き医療人の育成」を目的とした新カ
リキュラム「教育改革2015」を策定し、導入した。
・また、外部評価及び医学教育モデル・コア・カリキュラム（平成28年
度改訂版）を踏まえ、継続的にカリキュラム等のブラッシュアップを
行った。

・学生支援のあり方、教育・学内環境を改善するための基礎資料とする
ために、学生生活の実態や健康状態、医師又は看護師になる自覚やカリ
キュラムの満足度に関する調査を学生生活実態調査として3年毎（Ｈ25、
Ｈ28）に実施し、その結果を学生白書として取りまとめ、学生及び教職
員に配付するとともに学生支援委員会で検討した。
・医師又は看護師になる自覚やカリキュラムの満足度に関する調査につ
いては、毎年、全学年に実施し、学生の意見を的確に把握するため、回
答の選択理由についても把握した。

医療人として必要な経営概念の理解・修得を目指した人材育成を目的と
して「医療経営学」を大学院医学研究科修士課程に設置し、主科目とし
て学生の募集を行い、1名の修了者を輩出した。

総
括

・本学と奈良県が共同で設置する「奈良医大の将来像策定会議」で約2年間かけて議論し、「良き医療人の育成」
を目的とした新カリキュラム「教育改革2015」を策定し、導入することに加え、外部評価及び医学教育モデル・
コア・カリキュラムを踏まえ、毎年度カリキュラムのブラッシュアップを実施した。
・毎年度、全学年を対象に「学生の意識及び授業に関するアンケート調査」を実施し、「医師及び看護師として
の自覚を持っている学生の割合」の平均が、医学科：90.8％、看護学科：92.6％と、双方の学科ともに90％を越
えた。
・第2期中期計画の2年目に当たる平成26度に医療経営学を設置するとともに、平成27年度には、主科目として学
生募集を行い、本計画の早期から医療人として必要な経営概念の理解・修得を目指した人材育成を実施した。

以上のことから、計画を十分に実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標

・委員会設置
・学生ｱﾝｹｰﾄ
　実施
・他大学の
　状況調査

新カリキュ
ラム（案）
策定

新カリキュ
ラム導入

実績

・一般教育検
討委員会を
設置
・医学科１年
生から６年生
にｱﾝｹｰﾄ調
査実施
・京都府立医
科大学、東
京医科歯科
大学のｶﾘｷｭ
ﾗﾑ調査実施

新カリキュ
ラムの編成
案の作成
（「教育改革
2015」の策
定）

新カリキュ
ラムの編成
案の作成
（「教育改革
2016」の策
定）一部先
行導入

新カリキュ
ラム「教育
改革2015」
の本格導入

特記
事項

指標
【医学科】
H22 30.6%

４０％ ５５％ ７０％ ８０％ ８５％ ９０％

実績
３８％

(９３％)
３８％

（９１％）
３５％

（９２％）
１９％

(８５％)
３６％

（９１％）
４３％

（９１％）

特記
事項

指標
【看護学科】
H22 33.2%

４０％ ５５％ ７０％ ８０％ ８５％ ９０％

実績
４１％

（９５％）
４０％

（９１％）
３６％

（９３％）
２８％

(９０％)
３０％

（９４％）
１２％

（９３％）

特記
事項

指標

実績
「医療経営
学」を設置

主科目とし
て学生募集

特記
事項

外部有識者を含む
一般教育検討委
員会の設置と新カ
リキュラムの導入

医師・看護師の理
想像を理解し、医
師・看護師になる
強い自覚を持った
学生の割合

医師及び看護師になる「強い自覚を持っている」と「自覚を持っている」の差異が明確ではないこと、また、自覚があれば、
医師及び看護師になる上での社会的使命と責任を伴うと考えられることから、指標を医師及び看護師になる自覚を持った
学生の割合とする。

医師及び看護師になる「強い自覚を持っている」と「自覚を持っている」の差異が明確ではないこと、また、自覚があれば、
医師及び看護師になる上での社会的使命と責任を伴うと考えられることから、指標を医師及び看護師になる自覚を持った
学生の割合とする。

大学院医科学専
攻医療経営学科
目の設置運営

大学院医科学専攻医療経営学科目の設置運営

63/90ページ



中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

２　教育内容の評価

34
双方向の授業評価システムの構築及び実施
による授業の改善

教

35 教員の表彰制度の導入 教

36 ＦＤ研修会の実施による教育能力の向上 教

自己
評価

Ａ

<事務主管課：教育支援課>　
〔中期目標〕
・カリキュラムと授業の進め方に｢不満｣・｢大いに不満｣な学生の割合を平成２２年度に比べ半減を
目指す
・評価体制の構築と評価を実施する

〔中期計画〕
教員の教育力向上のためのＦＤ(Faculty Development)活動の活性化および教員と学生の双方向
性の授業評価システムを構築することにより、講義・実習・研修内容の充実を図る。

・授業評価を全教育課程の全授業で実施するとともに、教員に評価結果
を基にした授業改善調査及び経年的な改善の有無を調査を実施した。
・毎年度、評価結果及び集計結果を取りまとめ、担当教員へ通知すると
ともに、経年的な分析を踏まえてＨＰへ公表し、授業の改善を行った。
・授業評価から授業内容や教育手法の課題等を的確に把握するため、医
学科、看護学科それぞれの学生にインタビューを実施し、学生の意見も
取り入れた新たな授業評価アンケート調査票を2019年度中に開発し、試
行することを決定した。

・適正に教員の教育能力を評価するためにＦＤ活動実績と医学教育
フォーラムにおけるレポートの内容がともに優れた者を表彰する制度を
構築した。
・本学の学報に表彰記事を掲載し、積極的な広報を実施した。

・教員を対象とした研修会を定期的に実施するとともに、新任教員の受
講義務化を徹底した。
・効果的な教育手法の普及を図るため、研修会の実施形式を従来までの
聴講型だけでなく、討論形式の参加型の講演も取り入れる等、研修形式
及び研修内容等の工夫を実施した。

総
括

・毎年度、全教育課程の全授業で授業評価を実施するとともに、評価結果及び集計結果を取りまとめ、担当教員
へ通知するなど、授業改善のための材料として活用した。また、内容や様式を継続的に見直すとともに、2019年
度には学生の意見も取り入れた新たな授業評価アンケート調査票を開発し、試行することも決定した。
・ＦＤ活動実績と医学教育フォーラムにおけるレポートの内容がともに優れた者を表彰する制度を構築し、構築
後の4年間で13名の教員を表彰した。
・教員を対象とした研修会を毎年度、複数回実施するとともに、本研修への新任教員の受講の義務化を図るなど
参加者増に繋げる取り組みを実施した。また、教員により効果的な教育手法の普及を促進するため、継続的に、
研修形式及び研修内容の工夫を行った。

ＦＤ活動の活性化及び教員と学生の双方向性の授業評価システムの取組により、カリキュラムと授業の進め方の
指標について、医学科は目標値には達していないが改善され、看護学科は目標値を5ポイント程度上回っており、
講義・実習の充実が図られたことから、計画を十分に実施した。

教

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
【医学科】
H22 約40%

３９％ ３６％ ３０％ ２６％ ２２％ ２０％

実績
カリキュラム
        ３８％
授業　３１％

カリキュラム
　　　　４１％
授業　３３％

カリキュラム
　　　　４０％
授業　３５％

カリキュラム
　　 　 ４６％
授業  ３６％

カリキュラム
　　 　 ３６％
授業  ２３％

カリキュラム
　　　  ３４％
授業  ２２％

特記
事項

指標
【看護学科】

H22 約40%
３９％ ３６％ ３０％ ２６％ ２２％ ２０％

実績
カリキュラム
        １６％
授業　１４％

カリキュラム
　　　　１０％
授業　４％

カリキュラム
　　　　８％
授業　７％

カリキュラム
        １１％
授業  １０％

カリキュラム
        １９％
授業  　９％

カリキュラム
　　　　１４％
授業　１６％

特記
事項

指標
評価体制の
検討・構築

評価の実施

実績
両学科の全
科目の授業
評価を実施

両学科の全
科目の授業
評価を実施

特記
事項

カリキュラムと授業
の進め方に「不
満」・「大いに不満」
な学生の割合

授業内容・教員の
評価体制

医学科・看護学科全科目
の授業評価を実施
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

３　老朽・狭隘施設への対策

37
平成３３年中の新キャンパスオープンを目
指した整備の推進

キャ
施管
教

38
教育・研究部門等移転対策検討委員会の県
と合同での設置・運営

キャ
施管
教

自己
評価

B

キャ

<事務主管課：キャンパス整備推進室>　
〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
新キャンパスへの教育・研究部門の移転計画を積極的に推進する。

・平成28年度末に「奈良県立医科大学の将来像」の成案を取りまとめ
た。
併せて施設整備の成案として、キャンパスのあり方を整理した「キャン
パスマスタープラン」、施設整備内容を整理した「施設整備基本構想」
及び整備概要を視覚化した「奈良県立医科大学キャンパス整備イメー
ジ」を取りまとめた。
・平成29年4月に「奈良県立医科大学の将来像」「奈良県立医科大学キャ
ンパス整備イメージ」を県とともに報道発表し、広く世間に公表した。
・平成30年2月に県から①整備は「先行整備」「継続整備」の2段階にす
ること②平成36年度（令和6年度）中に「先行整備」が竣工すること③
「先行整備」では医学科1年及び看護学科1年～4年が対象となることが示
された。
・平成28年に新キャンパス整備基本計画策定業務を委託し、他の大学病
院の視察を行ったうえ、県と協議を重ねながら検討を行い、平成31年3月
に同計画の成案をとりまとめた。
・都市計画法上の「地区計画」決定に向け、県・橿原市と協議を重ねな
がら、地元に理解を求めるため地元説明会を開催した。

・県と医大による教育・研究部門等移転対策検討委員会において基本構
想の検討を進めていたが、本学の将来像の再構築も合わせて行うよう県
から指示された。
・新たに「医大の将来像策定会議」及び同ＷＧ、教育・研究・診療・ま
ちづくり　に関するサブＷＧを設置し検討を重ねた。
（開催回数）
　　Ｈ25　策定会議　 2回　　同ＷＧ  5回
　　Ｈ26　策定会議 　9回　　同ＷＧ 10回
　　Ｈ27　策定会議 　9回　　同ＷＧ  9回
　　Ｈ28  策定会議　10回  　同ＷＧ 10回

総
括

・教育・研究部門等移転対策検討委員会で行っていた基本構想については、「医大の将来像策定」（県と共同検
討）と併行して行うことが県から指示され、平成29年4月に「奈良県立医科大学の将来像」が「奈良県立医科大学
キャンパス整備イメージ」とともに公表された。
・平成30年2月15日に県から整備は「先行整備」「継続整備」の2段階にすること②平成36年度（令和6年度）中に
「先行整備」が竣工すること③「先行整備」では医学科1年及び看護学科1年～4年が対象となることが示された。
・その後、先行整備を主とした施設整備基本計画を策定した。

以上のことから、平成33年度中の新キャンパスオープンという計画は、「先行整備」として規模を縮小されたう
え、その竣工が平成36年度（令和6年度）中となったため、目標達成に至らなかった。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
基本設計

着手
建築工事
発注準備

実績
基本構想

検討
基本計画

検討
基本計画
検討・策定

特記
事項

新キャンパスの整
備
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

Ⅲ研究
１　研究の適切な成果評価

11*
研究活動に係る課題の検討、基本方針の策
定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設
置・運営（再掲:Ⅰ-3）

研
関係
各課

12*
研究に関する外部有識者を含む評価委員会
の設置・運営（再掲:Ⅰ-3）

研
関係
各課

自己
評価

A

<事務主管課：研究推進課>　
〔中期目標〕
・外部有識者を含む評価委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
研究に関する外部有識者を含む自己評価委員会を設置・運営するとともに、教室主任に研究目標
の明確化を求め、達成状況を自己評価させ、極めて高い研究業績をあげた者に対する顕彰制度
を新設する。

・研究推進戦略本部を平成25年度に設置し、研究推進戦略本部会議を月
に1回程度定期的に開催し、平成28～29年度にかけて研究に関する将来構
想、研究活動に係る課題ごとの基本方針及び重点研究2016推進計画を策
定した。
・健康寿命延伸のための特色ある3つのサブコホート研究、超高齢社会の
ためのMBT(医学を基礎とするまちづくり)の研究、血栓止血の制御に関す
る研究、画像下での低侵襲医療に関する研究及び良き医療人を育てる研
究を、平成28年度に重点研究課題とし、以降平成30年度まで研究推進戦
略本部会議で進捗管理を行い研究を推進した。
・平成30年度には、極めて高い研究業績をあげた研究者に対する顕彰制
度「奈良県立医科大学賞」を創設した。

・平成25年度に外部有識者を含む研究評価委員会を設置した。
・平成26～28年度には、本学における研究面での地域貢献及び社会貢献
を図るため、他学の取組を参考にしながら、本学における研究成果の適
切な評価のあり方、評価項目について検討した。
・適切な評価のためには研究者ごとの論文業績等研究データの蓄積が必
要であるため、平成29年度に研究者情報デ－タベ－スのシステム構築を
行うとともに平成30年度には、本学の助教以上の教員について、研究者
情報データベースへの入力を完成した。
・平成30年度には、外部有識者を交えた研究評価委員会を開催・運営
し、「研究成果の見える化」を目指し、大学としての研究力、特色ある
分野、学内の共同研究グループの研究を評価・分析した。

総
括

・上記の取組を通して、本学における研究成果について評価できる体制を整備した。
・外部有識者を交えた研究評価委員会を設置、運営を実施した。
・医学研究について極めて高い研究業績をあげ、本学に貢献した研究者をたたえることを目的とした「奈良県立
医科大学賞」を新設した。

以上のことから、計画を十分実施した。

研

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置 運営

実績
H26年3月

設置
評価のあり

方検討
学外有識者
委員の選定

評価手法の
構築

評価項目の
検討

学外有識者を
含む評価委員
会の運営

特記
事項

外部有識者を含む
評価委員会の設
置・運営
（再掲:Ⅰ-3）
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

２　有能な研究者の獲得

11*
研究活動に係る課題の検討、基本方針の策
定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設
置・運営（再掲:Ⅰ-3）

研
関係
各課

39
基礎医学・社会医学研究者の増加を図るた
めの研究医養成コースの充実

教
研

40
研究助教制度、顕彰制度、若手研究者支援
制度の導入等、研究体制強化の取組実施

研
関係
各課

<事務主管課：研究推進課>　
〔中期目標〕
・基礎医学系教員１４名以上の育成を目指す
・ＰｕｂＭｅｄ対象の英文学術論文数を延べ1,400件を目指す

〔中期計画〕
研究医養成コースの充実に加え、学内共同研究プロジェクトや若手研究者への支援制度の充実
等により、基礎医学・社会医学・臨床医学の研究を推進する高度な知識・能力と意欲を持つ研究
人材を育成し、大学全体の研究競争力を高める。

・将来像及び重点研究2016推進計画の議論の中で研究に対する取組が進
みPubMed英文論文数も大幅に増加し、目標の1,400件に対し、2,398件を
達成した。
有能な研究者の獲得及び本学の認知度の向上を目的とし以下の取組を実
施した。
・研究推進戦略本部を平成25年度に設置し、研究推進戦略本部会議を月
に1回程度定期的に開催し、平成28～29年度にかけて、研究に関する将来
構想、研究活動に係る課題ごとの基本方針及び重点研究2016推進計画を
策定した。
・平成28年度には、良き医療人を育てる研究を重点研究課題として定
め、研究推進戦略本部で進捗管理をし研究推進に取り組んだ。
・同年度有能な研究者の獲得に向け、血栓止血の制御に関する研究及び
画像下での低侵襲医療に関する(IVR)研究を、日本を世界を牽引する重点
研究課題として定め、以降30年度まで研究推進戦略本部において進捗管
理し研究推進に取り組んだ。
・平成30年度には、血栓止血制御に関する研究については血栓止血研究
センター（大学講座1:血栓止血先端医学講座、寄附講座2:血友病教育講
座、血栓止血分子病態学講座、共同研究講座1:血栓止血医薬生物学共同
研究講座）を立ち上げ、IVRに関する研究についてはIVR研究センターを
設置した。
・産学連携事業の一環として、奨学を目的とする民間企業等からの寄附
金により、AI･バイオ･工学を融合させた画期的な研究を行う寄附講座
「V-iClinix講座」等を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化に向け連携活性化委員会
を設置するとともに、共同でセミナーの開催や連携活性化交流会を行っ
た。

・基礎医学・社会医学研究者の増加を図るため、平成24年度に開始した
研究医養成コース2年次編入学生を連携大学より11名を選抜し、学内受講
生3名と合わせて延べ14名が受講した。
・9名が卒業し、内6名が臨床研修中で、3名は臨床研修を経て基礎医学系
大学院に進学した。
・受講生には奨学金（月額20万円）を貸与し、学会参加旅費を助成する
など研究支援を実施した。
・学生の自主的な研究活動に対する支援制度を構築し、学生が学会、研
究会等へ参加する際の交通費の助成（平成27年度から4年間：30件）及び
各教室で研究活動を行った場合、当該教室に学生研究活動費の助成（平
成27年度から4年間：22件）を実施した。
・平成29年4月に「未来基礎医学講座」を開設し、学生の研究活動支援を
開始した。

・学内共同研究プロジェクトとして、特別共同研究（横断的共同研究）
助成事業を平成25年度に開始し、平成30年度まで継続的に実施し、学内
における連携研究を推進した。
（助成研究課題:計14課題、H25:2課題、H26:3課題、H27:3課題、H28:2課
題、H29:3課題、H30:1課題）
・若手研究者を育成するため、若手研究者研究助成事業を平成25年度に
開始し、平成30年度まで継続的に実施し、優秀な若手研究者に対し研究
を支援した。
（助成研究課題:計53課題、H25:4課題、H26:9課題、H27:10課題、H28:10
課題、H29:10課題、H30:10課題）

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

２１４件
２２６件

（累計）
４４６件

（累計）
６７８件

（累計）
９１６件

（累計）
１１６０件

（累計）
１４００件

実績 ２４０件
（累計）
５４１件

（累計）
９１３件

（累計）
１３５６件

（累計）
１８７１件

（累計）
２３９８件

特記
事項

指標
Ｈ２４
２名

延べ４名 延べ６名 延べ８名 延べ１０名 延べ１２名 延べ１４名

実績 延べ５名 延べ８名 延べ１０名 延べ１３名 延べ１４名 延べ１５名

特記
事項

PubMed対象の英
文学術論文数（累
計）

基礎医学系教員
育成数（累計）

研究医コース受講者数

PubMed：アメリカ国立医学図書館内の国立生物科学情報センター(NCBI)が運営する

医学・生物学分野の学術論文検索サービス
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

41
女性研究者の継続・復職支援の充実等によ
る女性研究者支援

研
関係
各課

自己
評価

S

研

・女性研究者支援センターを中心として、ライフイベント中の女性研究
者への研究支援員配置制度を平成25～30年度にかけて継続的に実施し、
女性研究者の支援を図った。
・教職員等の意識向上のため、ハラスメント研修会等、FD・SD講演会を
平成26～30年度にかけて継続的に実施した。
・女性研究者支援に関する広報・啓発として「まほろばだより」を平成
25～30年度にかけて継続的に年4回発行した。
・「女性研究者学術研究奨励賞」を創設し、平成25～30年度にかけて毎
年度優秀者1名を決定し、授賞式を実施した。
・平成28～30年度にかけて、本学女性教員に対し、科学研究費獲得支援
事業獲得に向けて面談及び応募書類の添削指導等の支援を継続的に実施
した。

総
括

・将来像及び重点研究2016推進計画の議論の中で研究に対する取組が進みPubMed英文論文数も大幅に増加し、目
標の1,400件に対し、2,398件を達成した。
・上記のとおり、有能な研究人材を育成・獲得し、本学の研究競争力を高める取組を実施した。
・文部科学省科学研究費助成事業の採択率は本学では平均25%程度であるが、若手研究者研究助成事業に採択され
た53課題については、23課題が採択(43%)され平均を大きく上回った。

また計画を上回る取組としては、
・ＭＢＴの多数の研究成果を情報発信し、成果の報道は県内外を問わず中期計画期間中96件に及んだ。
・産学連携を推進するため、民間企業と共同研究講座を設置した。（生体分子不均衡制御学共同研究講座、血栓
止血医薬生物学共同研究講座）
・AI･バイオ･工学を融合させた画期的な研究を行う寄附講座「V-iClinix講座」を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化を図るため、共同でセミナーの開催や連携活性化交流会を行っ
た。

以上のことから、計画を上回って実施した。
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

３　健康・予防医療等研究範囲の拡大

11*
研究活動に係る課題の検討、基本方針の策
定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設
置・運営（再掲:Ⅰ-3）

研
関係
各課

<事務主管課：研究推進課>　
〔中期目標〕
・リビングサイエンスの推進に向けた具体的な研究を実施し、県内へ普及する

〔中期計画〕
ＭＢＴ構想や奈良県健康長寿コホートスタディ等について計画・推進し、住民の健康増進に貢献す
るリビングサイエンスを推進する。

県民の健康や予防医療に繋がる研究の推進を目的として以下の取組を実
施した。
・研究推進戦略本部を平成25年度に設置し、研究推進戦略本部会議を月
に1回程度定期的に開催し、平成28～29年度にかけて研究に関する将来構
想、研究活動に係る課題ごとの基本方針及び重点研究2016推進計画を策
定した。
・平成28年度には、健康増進・予防医学の観点として、健康寿命延伸の
ための特色ある3つのサブコホート研究及び超高齢社会のためのMBT(医学
を基礎とするまちづくり)の研究を重点研究課題として定め、以降平成30
年度まで研究推進戦略本部で進捗管理を行い研究を推進した。
・産学連携を推進するため、民間企業と共同研究講座を設置した。（生
体分子不均衡制御学共同研究講座、血栓止血医薬生物学共同研究講座）
・産学連携事業の一環として、奨学を目的とする民間企業等からの寄附
金により、AI･バイオ･工学を融合させた画期的な研究を行う寄附講座
「V-iClinix講座」等を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化に向け連携活性化委員会
を設置するとともに、共同でセミナーの開催や連携活性化交流会を行っ
た。

14*
｢住居医学｣・｢認知症への対応｣・｢スポーツ
医学｣等リビングサイエンスへの取組強化
（再掲:Ⅰ-3）

県民の健康や予防医療に繋がる研究を推進するため以下の取組を実施し
た。
・平成25年度については、住居医学（MBT）とまちづくりに実績がある早
稲田大学と医学と都市計画学により新しいビジョンを示した「医学を基
礎とするまちづくり」（水曜社）を刊行した。
・平成26年度については、内閣府の「地域活性化モデル」に奈良県・橿
原市・明日香村と共同にて提案するとともに内閣府の「地域再生計画」
申請し採択された。
・平成27年度については、橿原市と「連携に関する協定」を締結すると
ともに、ＭＢＴに関する記念シンポジウムを開催（293社　632名）し全
国的にMBTへの関心が高まった。
・平成28年度は、リビングサイエンスへの取組強化のためMBT研究所を設
置、また一般社団法人MBTコンソ－シアムと共同で技術相談会や展示会に
出展した。
・東京でMBTコロキウムを開催（610人　210企業）しMBT活動の成果を発
表するとともに、新産業創生のための企業と医師との交流相談会（307人
75企業　76人の教授陣が参加）を開催した。
・平成29年度については、MBTコンソ－シアムと共同研究を開始した。
・県民への健康や予防医療に繋がる代表的なものとして、スポ－ツ庁
「歩く」をテ－マにしたFun+Waikプロジェクトのプレイベントに大学機
関として参画し、今井町においてデモンストレ－ションを行った。
・県民参加の健康相談会を開催した。（健康フェア2017・MBT健康長寿
フェアin 今井町　高取町薬の町漢方マルシェ）
・平成30年度は、MBTの研究成果の周知を図るため展示会等（はっと！！
神戸健康フェア・「着物でジャズ、今井町」による健康相談･奈良県防災
総合訓練展示会･第1回医療ITEXPO東京･奈良県立医科大学健康フェア
2018・けいはんなビジネスメッセ・日経デジタルヘルスディ2018･くすり
の町の漢方マルシェによる健康相談･日経セミナ－･イノベ－ションスト
リ－ムKANSA）に出展し健康に関する研究成果を発表した。
・「MBT記念シンポジウム」（9/19）・「MBTオープンミーティング
2018in東京」（11/27）や「MBT技術交流会」（2/20）を開催し、本学の
研究シ－ズや研究成果を広く全国に公表するとともに、中国老人医療福
祉全国大会（上海6/18）でMBTの研究成果を世界にも発表･周知した。

研
関係
各課

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標

新研究
テーマの

検討
既存事業
の推進

新研究
テーマ事業
の実施,、
県内への
普及検討

実績

・県民健康
増進支援セ
ンター設置
・ＭＢＴにつ
いて共同研
究実施

・コホート研
究に関する
骨子策定
・MBTで国の
「地域活性化
モデルケー
ス」に選定

・コホート研
究の公募・採
択・研究開始
・橿原市と包
括協定、
MBTｺﾝｿｰｼｱ
ﾑ研究会の
設置

・コホート研
究の中間評
価を踏まえ
継続実施
・ＭＢＴコロキ
ウム開催

・コホート研
究の進捗確
認と継続実
施
・MBT健康
フェアの開催

・コホート研
究の進捗確
認と成果発
表会の実施
・MBTイベン
トの開催

特記
事項

リビングサイエンス
の推進
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

17*
奈良県健康長寿コホートスタディ、MBT構想
等、健康増進に関する研究の推進及び地域
への還元（再掲:Ⅰ-4）

研
関係
各課

自己
評価

S

・上記のとおり、住民の健康増進に貢献するリビングサイエンスの推進に向けた取組を実施した。
・健康長寿コホート研究の成果発表会では、県民から興味深いという感想を多く得ることができ、健康について
の関心向上が図られており、今後益々コホート研究の取組が推進される。
・MBTの研究成果の一つである健康や予防医学の研究成果の発表や運動教室については、県民に対して健康につい
て意識の向上に貢献した。
・産学官連携を推進するため、㈱タカトリ内にＭＢＴ研究所分室を開設した。
・ＭＢＴ構想をより現実のものとするため、大学発ベンチャー企業を認定した。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化を図るため、共同でセミナーの開催や連携活性化交流会を行っ
た。
・地域医療への貢献や臨床研究の質の向上を目的として、民間施設と共同して、外部機関である阪奈中央病院、
高井病院にそれぞれ本学の「スポーツ医学研究センター」、「陽子線がん治療研究センター」を開設した。

以上のことから、計画を上回って実施した。

研

・活動の普及強化のための新たな拠点として、(株)タカトリ内に奈良県
立医科大学産学官連携推進センター （MBT（医学を基礎とするまちづく
り）研究所分室）を開設した。
・研究成果の地域への還元や地域企業等に役立つ研究成果創出のため、
早稲田大学とも連携し共同研究を実施した。
・MBTの研究成果の一つである健康や予防医学に関する研究成果を発表す
るとともに、生活習慣病予防、運動の意識改善を目的とした運動教室を
コンソ－シアム企業と開催し、県民に対して健康について意識の向上に
貢献した。
・地域企業等への還元のため、100を超えるコンソ－シアム企業と連携し
MBT研究を継続にて実施した。
・橿原市･コンソーシアムとともに自治体と医療が連携した「妊娠時から
の子育て世代包括見守り」の実証実験を行った。
・地域医療への貢献や臨床研究の質の向上を目的として、民間施設と共
同して、外部機関である阪奈中央病院、高井病院にそれぞれ本学の「ス
ポーツ医学研究センター」、「陽子線がん治療研究センター」を開設し
た。

・平成27～30年度にかけて、県民の予防医学、健康づくりに貢献するた
め、奈良県民合計1万人を対象とした3つのサブコホート研究を「奈良県
健康長寿大規模コホートスタディ」として開始し、継続的に推進した。
・平成28～30年度にかけて、研究推進戦略本部会議で毎年度奈良県健康
長寿コホート研究に関する進捗状況報告会を開催し、定期的に進捗管理
した。
・健康増進に関する研究成果の県民への普及活動として、平成30年度に
は、奈良県健康長寿コホート研究について、県民公開講座「くらしと医
学」で研究成果を発表した。
・県民へのMBT構想の実現普及のための一つのツ－ルとして健康相談を中
心とした「健康フェア」を開催し研究成果を還元した。

総
括
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

４　研究環境の改善

37*
平成３３年中の新キャンパスオープンを目
指した整備の推進（再掲:Ⅱ-3）

キャ
施管
研
教

38*
教育・研究部門等移転対策検討委員会の県
と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）

キャ
施管
研
教

自己
評価

B

<事務主管課：キャンパス整備推進室>　
〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
新キャンパスへの教育・研究部門の移転計画を積極的に推進する。（再掲:Ⅱ－３）

・平成28年度末に「奈良県立医科大学の将来像」の成案を取りまとめ
た。
併せて施設整備の成案として、キャンパスのあり方を整理した「キャン
パスマスタープラン」、施設整備内容を整理した「施設整備基本構想」
及び整備概要を視覚化した「奈良県立医科大学キャンパス整備イメー
ジ」を取りまとめた。
・平成29年4月に「奈良県立医科大学の将来像」「奈良県立医科大学キャ
ンパス整備イメージ」を県とともに報道発表し、広く世間に公表した。
・平成30年2月に県から①整備は「先行整備」「継続整備」の2段階にす
ること②平成36年度（令和6年度）中に「先行整備」が竣工すること③
「先行整備」では医学科1年及び看護学科1年～4年が対象となることが示
された。その結果、研究部門の整備は「継続整備」で行うこととなっ
た。
・平成28年に新キャンパス整備基本計画策定業務を委託し、他の大学病
院の視察を行ったうえ、県と協議を重ねながら検討を行い、平成31年3月
に同計画の成案をとりまとめた。
・都市計画法上の「地区計画」決定に向け、県・橿原市と協議を重ねな
がら、地元に理解を求めるため地元説明会を開催した。

・県と医大による教育・研究部門等移転対策検討委員会において基本構
想の検討を進めていたが、本学の将来像の再構築も合わせて行うよう県
から指示された。
・新たに「医大の将来像策定会議」及び同ＷＧ、教育・研究・診療・ま
ちづくりに関するサブＷＧを設置し検討を重ねた。
（開催回数）
　　Ｈ25　策定会議 　2回　　同ＷＧ  5回
　　Ｈ26　策定会議 　9回　　同ＷＧ 10回
　　Ｈ27　策定会議 　9回　　同ＷＧ  9回
　　Ｈ28  策定会議　10回　  同ＷＧ 10回

総
括

・教育・研究部門等移転対策検討委員会で行っていた基本構想については、「医大の将来像策定」（県と共同検
討）と併行して行うことが県から指示され、平成29年4月に「奈良県立医科大学の将来像」が「奈良県立医科大学
キャンパス整備イメージ」とともに公表された。
・平成30年2月15日に県から整備は「先行整備」「継続整備」の2段階にすること②平成36年度（令和6年度）中に
「先行整備」が竣工すること③「先行整備」では医学科1年及び看護学科1年～4年が対象となることが示された。
その結果、研究部門の整備は「継続整備」で行うこととなった。
・その後、先行整備を主とした施設整備基本計画を策定した。

以上のことから、平成33年度中の新キャンパスオープンという計画は、「先行整備」として規模を縮小されたう
え、その竣工が平成36年度（令和6年度）度中となったため、目標達成に至らなかった。

キャ

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
基本設計

着手
建築工事
発注準備

実績
基本構想

検討
基本計画

検討
基本計画
検討・策定

特記
事項

新キャンパスの整
備
（再掲:Ⅱ-3）
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

Ⅳ診療
１　医師・看護師等の離職防止と人材確保

42
仕事と生活を両立できる職場環境作りを検
討するワークライフバランス検討委員会の
設置・運営

人
経企

人
経企

人
総

経企

自己
評価

A

人

<事務主管課：人事課>　
〔中期目標〕
・ワークライフバランス検討委員会を設置・運営する
・女性医師数３５名を目指す（後期臨床研修医を除く）
・看護師の離職率を５％未満を目指す
・就業規則を見直す

〔中期計画〕
医師・看護師等の適正な増員と配置及び短時間正規労働制度の導入等によるワークライフバラン
スの改善を図るとともに学内保育園の充実と利用の促進により、女性医師・看護師等の就職促進
と離職防止を図る。

・全職員のワークライフバランスを検討するワークライフバランス検討
委員会を設置した。
・ワークライフバランス検討委員会を開催し、アンケート結果等から課
題の分析、短時間勤務の導入、年次有給休暇取得推進のための検討、超
過勤務縮減のための課題検討などを行い、必要な制度改正等を実施し
た。

43

短時間正規労働制度の導入等就業規則の見
直し、女性医師・看護師等の継続・復職支
援、保育制度の充実等、ワークライフバラ
ンス推進のための制度等の構築や見直し

・ワークライフバランス検討委員会において、アンケート結果等から課
題を分析し、部分休業制度の拡充、夏季休暇の取得可能期間の拡大と
いった制度改正を実施し、仕事と生活を両立できる職場環境を整えた。

・学内保育園の定員を90名から150名に増員し、平成30年10月から供用を
開始するとともに、職員採用において、学内保育園の設置について周知
を図った。

総
括

・医師の働き方については、本学附属病院に勤務する全医師に対して、勤務実態調査を実施し、ワークライフバ
ランス検討委員会で医師の過重労働軽減等のための対策を検討した。
・モデル診療科において、交替制勤務を試行的に導入し、医師の当直明けの勤務を免除した。
・超過勤務縮減については、各所属での業務効率化による超過勤務縮減への取組、勤務体制の見直し（早出、遅
出出勤の試行等）を行い、労働環境の改善、ワークライフバランスの充実を図った。
・定員を現在の90名から150名に増員するため、保育園の増築に着手し、平成30年10月から供用を開始した。
・育児・介護休業法の改正（育児休業取得可能期間最長2年間・職員への個別周知）に対応するため、育児休業規
程、介護休業規程の改正を実施した。
・医師・看護師の働き方改革について、勤務体制の見直し及び労働環境の改善等を行い、ワークライフバランス
の改善を図るとともに医師の確保や看護師等の離職防止を図った。

本学の離職率は指標には達していないものの、平均8%代で推移している。
看護師の年間育児部分休業取得者数は年々増加しており、部分休業制度により柔軟な勤務体制が取れることで、
産休や育休を取得した後、部分休業を取得し復職する看護師が多く、、看護師離職理由第一位（厚生労働省看護
職員就業状況等実態調査より）の「出産・育児のため」の退職者が少ないためであると考えられる。

以上のことから計画を十分実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２４
２３名

２５名 ２７名 ２９名 ３１名 ３３名 ３５名

実績 ２７名 ２６名 ３１名 ３６名 ３８名 ４３名

特記
事項

指標
Ｈ２３

７.４９％
７.０％ ６.５％ ６.０％ ５.５％ ５.０％ ５.０％

実績
Ｈ２５
７.１％

８.１％ ７.２％ ７.７％ ８．２％ ９．６％

特記
事項

指標 見直し

実績 検討中 実施

特記
事項

指標 設置 運営

実績 設置済 運営

特記
事項

*女性医師数：女性の臨床系教員（中央部門含む）

女性医師数*

看護師の離職率

就業規則の見直し

ワークライフバラン
ス検討委員会の設
置・運営

72/90ページ



中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

２　がん拠点病院としての機能の充実

27*
本県の緩和ケア提供体制の中で、本院緩和
ケアセンターがその中核的な役割を果たす
べく稼働（再掲:Ⅰ-7）

病管

44
高度で専門的ながん医療の提供及び、がん
医療に携わる人材の育成・確保

病管
人

医相

45
がん診療に関するチーム医療体制の充実・
強化

病管

46 がん登録の推進 経企

自己
評価

A

<事務主管課：病院管理課>　
〔中期目標〕
・がん診療に特化した医師数を平成２４年５月現在に比べ倍増を目指す
・がん治療の年間延べ患者数35,000名に対応する

〔中期計画〕
都道府県がん診療連携拠点病院にふさわしい医療体制を構築するとともに、高度先進的な施設・
機器を整備することにより、充実したがん治療を実施し、生存率の向上を目指す。

・H26年度に本県緩和ケア提供体制の中で、中核的な緩和ケアセンターと
しての役割を果たすべく稼働した。
・H27年度にはｼﾞｪﾈﾗﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰの配置、緊急緩和ｹｱ病床の設置、看護ｶｳﾝｾﾘ
ﾝｸﾞ（がん看護外来）を開始し機能強化を図った。
・がん患者の疼痛等のスクリーニング等、がん診療連携拠点病院に求め
られる機能を整備した。
・H30年度には放射線療法に携わる看護師1名が「がん放射線療法看護認
定看護師」の資格を取得した。

・H26年度からキャンサーボード(多診療科によるカンファレンス）を開
始し、各科連携体制、集学的がん治療の充実を図っている。H30年度には
9件のキャンサーボードが稼働し、高度で専門的ながん医療の提供体制を
確保した。
・H27、H28年度のE棟整備に併せ、がん診療に関する施設・機器を整備し
機能を強化した。（最新型リニアックへの更新、PET-CTの新設、ロボッ
ト手術の導入等）
・がん専門医臨床研修事業等、がん医療に携わる人材養成のため研修会
を実施した。
・放射線療法医師、化学療法医師等のがん専門医の育成・確保を図った
ことで、がん診療に特化した医師数を平成24年5月現在に比べ2倍の12名
確保した。

・多職種が連携し、放射線療法に関する症例検討会を開催、また、奈良
県化学療法チーム研修会や緩和ケアチーム研修会を毎年度開催し、チー
ム医療体制の充実を図った。

・県内のがん診療連携拠点病院及び支援病院から院内がん登録（2011～
2015）データを収集し、5大がんのステージ別治療件数や施設別・部位別
登録数の推移等の分析と評価を行い、各施設にフィードバックした。
・2012年から予後調査を開始し、予後判明率95％以上を確保している。

総
括

・H26年度からキャンサーボード(多診療科によるカンファレンス）を開始し、各科連携体制、集学的がん治療の
充実を図った。
・H30年度には9件のキャンサーボードが稼働し、高度で専門的ながん医療の提供体制を確保した。
・H27、H28年度に高度先進的な施設・機器を整備し県がん診療連携拠点病院にふさわしい医療提供体制を構築し
た。
・多職種連携による奈良県化学療法チーム研修会や緩和ケアチーム研修会を毎年度開催し、チーム医療体制の充
実を図った。
・拠点病院として、がん専門医臨床研修事業等、がん医療に携わる人材養成のため研修会を実施した。
・奈良県内の院内がん登録の分析、評価を実施し、結果を奈良県及び関係病院にフィードバックした。
・がん診療に特化した医師数は12名を確保（H31.3時点）、またがん治療の年間延べ件数は、目標を約1,000件超
える36,075件で共に目標を達成した。

以上のことから、計画を十分に実施した。

病管

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
H23

30,825件
32,000件 32,700件 33,400件 34,100件 34,700件 35,000件

実績 30,815件 35,610件 34,574件 34,298件 34,787件 36,075件

特記
事項

*放射線治療、化学療法の計

がん治療件数*
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

３　治療成績の一層の向上

47
診療の質と量に対する現状分析と一層の向
上を検討する（仮称）診療内容向上委員会
の設置・運営

経企

48
臨床指標の設定と管理及び、ホームページ
への掲載と更新

経企

自己
評価

A

経企

<事務主管課：経営企画課>　
〔中期目標〕
・診療内容向上委員会を設置・運営する
・臨床指標（クリニカルインディケーター）を設定し、改善する
・臨床指標をホームページへ掲載し、毎年更新する

〔中期計画〕
（仮称）診療内容向上委員会を設置・運営するとともに、医大版臨床指標（Ｃlinical Indicator)を定
めて、診療の質と量に対する現状分析を行い、一層の治療成績の向上を図る。 ・当院の医療の質と量に対する現状分析を行い、治療成績の向上を図る

ため、医療の質評価委員会を設置し、各年度の臨床指標の設定と分析な
らびに公表等について審議した。

・国立大学附属病院が公表している病院機能指標と同じ手法で集計した
結果を臨床指標として公表する方針を決定した。
・当院の指標を集約した上で、国立大学附属病院とのベンチマークを
行った結果をホームページに掲載した。
・結果について、医療安全・質評価・教育対策プロジェクトの議論を踏
まえ、改善が必要と思われる項目を重点改善項目とし、同プロジェクト
を中心に改善に向けた取り組みを行った。

総
括

・医療の質評価委員会を設置し、各年度の臨床指標の設定と分析ならびに公表等について審議した。
・臨床指標（クリニカルインディケーター）を設定して、ホームページに公表した。
・国立大学附属病院とのベンチマークを行い、重点改善項目を設定して医療安全・質評価・教育対策プロジェク
トを中心に改善に取り組んだ。

以上のことから、計画を十分に実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置
運営

実績報告

実績
7月１日
設置

運営（臨床
指標決定）

特記
事項

指標 設定・公表
公表継続
数値改善

実績
設定

10月１日
公表

設定
10月１日

公表

設定
10月1日

公表

設定
10月１日

公表

設定
３月２６日

公表

設定
３月２８日

公表

特記
事項

診療内容向上委
員会の設置・運営

臨床指標の設定・
公表

74/90ページ



中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

４　患者満足の一層の向上

49
ホスピタリティマインド向上委員会の設
置・運営

病管
医サ

50
職員を対象としたコミュニケーション研修
の実施

病管

51

ハード・ソフト（総合案内、誘導案内、ボ
ランティアによる親切な案内の実施等）両
面にわたる患者の視点にたったアメニティ
づくり

医サ
経企
病管
医相
施管

52
患者満足度調査、声のポスト等による患者
意見の病院運営への反映

医サ
病管
医相

自己
評価

Ａ

<事務主管課：医療サービス課>　
〔中期目標〕
・ホスピタリティマインド向上委員会を設置・運営する
・入院・外来の診療内容に総合的に満足している患者の割合９０％以上を維持する
・診察の待ち時間が長いと感じる患者の割合年１％ずつの減少を目指す

〔中期計画〕
医療人のホスピタリティマインドの醸成及び患者の意見、要望を反映させた病院運営を行い、患者
満足の一層の向上を図る。

・H25年度にホスピタリティマインド向上委員会を設置した。
・毎年度向上委員会を2回開催し、患者満足度調査の結果や診察待ち時間
等について検討した。委員会の検討を踏まえ、駐車場の拡充や再診受付
機の増設、医療費後払いサービス等を実施した。

・ホスピタリティマインド醸成研修会をH30年度は18回開催し、参加者
841名で第2期中期期間中で延べ5,037名が受講した。
・受講者のアンケートに基づく講師と議題にしたことにより「仕事に活
かせそう」「理解できた」の割合がH30年度と同形式の研修を開始した
H28年度と比較して、H30年度は19％アップの59％に上昇した。

アメニティ関連工事について
・北玄関庇、ＢＣ棟廊下の改修、病棟では身障者対応ＷＣへの改修、廊
下の床張替等
・外来診療科では待合、廊下、診療室の床の張替、受付窓口、トイレの
改修
・施設改修に併せ案内サイン改修
・待ち時間を快適に過ごしてもらうため有線放送サービスを導入
案内業務の充実と質の向上について
・案内員の配置、及び、ボランティアの増員・活動時間延長で積極的な
声かけ
・外来診療科受付担当者への接遇研修や医療外国語通訳サービス導入
患者の利便性向上について
・コンビニエンスストアのオープン、喫茶・軽食コーナーとしてふれあ
いホールの整備
入退院支援センターの整備について
・「入退院管理センター」を「入退院支援センター」に改称するととも
に施設を整備、予定入院患者との面談による入院案内と患者情報の事前
収集業務の試行を開始
・「入退院支援センター」の平成31年度本格稼働に向け、退院支援部門
との組織統合を行い、入院前から退院まで一貫した支援体制を構築

・患者満足度調査を入院・外来について実施した。調査結果と声のポス
トに寄せられた意見等は病院運営協議会等に報告されるとともに、ホス
ピタリティマインド向上委員会で改善策について議論された。

総
括

・上記の取組を通して、医療人のホスピタリティマインドの醸成及び患者の意見、要望を反映させた病院運営を
行い、患者満足の一層の向上を図ることができた。
・なお、平成30年度は「診療の待ち時間が長いと感じる患者の割合」が31.9％と目標の30％を達成できなかった
が、調査日の患者数が前年度の調査日との対比で9.74％増加した状況であることを考慮すると診療待ち時間の対
策は計画どおりに実施できていると考えられる。

以上のことから、計画を十分に実施した。

医サ

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

約９０％
９０％以上 ９０％以上 ９０％以上 ９０％以上 ９０％以上 ９０％以上

実績 ９０％以上
入院91.5％
外来96.6％

入院92.1％
外来96.5％

入院92.8％
外来97.0％

入院93.4％
外来96.7％

入院90.6％
外来97.4％

特記
事項

指標
Ｈ２３

３５.３％
３５％ ３４％ ３３％ ３２％ ３１％ ３０％

実績 ３３.４％ ３０.１％ ３１.４％ ２９.３％ ２９.３％ ３１．９％

特記
事項

指標 設置 運営

実績 設置
ホスピタリティマ
インド向上委員

会開催

特記
事項

指標 実施

実績
研修体系
の検討

ホスピタリティマ
インド醸成研修

の実施

特記
事項

診療内容に満足し
ている患者の割合

診療の待ち時間が
長いと感じる患者
の割合

ホスピタリティマイ
ンド向上委員会の
設置・運営

ホスピタリティマイ
ンド醸成研修の実
施
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

５　老朽・狭隘施設への対策

53 （仮称）中央手術棟の完成と運営
施管
経企
病管

38*
教育・研究部門等移転対策検討委員会の県
と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）

キャ
施管
経企
病管

54
老朽・狭隘な診療関連施設の早期改築の推
進

キャ
施管
経企
病管

55
教育・研究部門等移転後の新外来棟等附属
病院の整備計画の策定及び着手

キャ
施管
経企
病管

自己
評価

B

キャ

<事務主管課：キャンパス整備推進室>　
〔中期目標〕
・（仮称）中央手術棟の平成２７年度中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する
・教育・研究部門移転後の病院の整備計画を策定する

〔中期計画〕
附属病院のさらなる充実を目指し、（仮称）中央手術棟の工程通りの完成と円滑な運営を推進する
とともに、新外来棟への早期改築を立案し、早期着工への道筋を示す。また、老朽かつ狭隘な診
療関連施設（臨床医学研究棟・臨床研修センター等）の早期改築を行う。

 ・建築工事及び電気設備工事については、平成28年5月31日に完了し、引き渡
しを受けた。また、機械設備工事については、平成28年6月15日に完了し、引き
渡しを受けた。
 ・竣工式以降、約１ヶ月かけて随時E棟への引越を行い、平成28年10月3日にフ
ルオープンした。

・県と医大による教育・研究部門等移転対策検討委員会において基本構
想の検討を進めていたが、本学の将来像の再構築も合わせて行うよう県
から指示された。
・新たに「医大の将来像策定会議」及び同ＷＧ、教育・研究・診療・ま
ちづくりに関するサブＷＧを設置し検討を重ねた。
（開催回数）
　　Ｈ25　策定会議 　2回　　同ＷＧ  5回
　　Ｈ26　策定会議 　9回　　同ＷＧ 10回
　　Ｈ27　策定会議 　9回　　同ＷＧ  9回
　　Ｈ28  策定会議　10回  　同ＷＧ 10回

・Ｅ棟オープン後に生じるＡ棟の空きスペースを活用し、臨床医学研究
棟の機能を移転することが平成27年8月25日の「医大の将来像策定会議ま
ちづくりサブワーキング」で了解され、9月2日の役員会で確認された。
・そのことを受け、Ａ棟活用研棟委員会が設置され、臨床医学研究棟の
機能移転に向け検討を重ねた。
・平成28・29年度に基本設計・実施設計を行い、平成30年7月に工事着
手。

・平成28年11月の第27回医大の将来像策定会議において「新Ａ棟整備に
伴う病院施設の整備に向けた基本方針」を示し、検討を行った。
・平成28年度に「奈良県立医科大学の将来像」「キャンパス整備イメー
ジ」「施設整備基本構想」「キャンパスマスタープラン」及びをとりま
とめ、その中で新キャンパス移転後における新外来棟の整備のイメージ
を示した。

総
括

・（仮称）中央手術棟はは若干の工期の遅れ（約3ヶ月）が生じたが、ほぼ予定通りに竣工し、計画通り平成28年
度に運用を開始している。
・教育・研究部門等移転対策検討委員会で行っていた基本構想については、「医大の将来像策定」（県と共同検
討）と併行して行うことが県から指示され、平成29年4月に「奈良県立医科大学の将来像」が「奈良県立医科大学
キャンパス整備イメージ」とともに公表された。
・新キャンパス移転の進捗の関連から、臨床医学研究棟の新築ではなくＥ棟移転後のＡ棟の空きスペースを活用
することに方針変換し、より早期の臨床医学研究棟の機能移転を目指し工事に着手した。
・医大の将来像の策定に合わせて新キャンパス移転後の新外来棟の整備についてイメージを示した。

（仮称）中央手術棟はおおむね順調に推移したが、医大の将来像策定作業により大幅にスケジュールが変更され
計画に遅れが生じたため、目標達成に至らなかった。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
第１期

オープン
第2期竣工

フルオー
プン運営・
機能充実

実績
第１期

オープン
第２期竣工
フルオープン

E棟の運営 E棟の運営

特記
事項

指標
基本構想

策定
老朽施設
工事着手

基本・実施
設計着手

実績
基本構想

検討 老朽施設
設計

老朽施設
設計

工事着手

特記
事項

（仮称）中央手術
棟の整備

教育・研究部門移
転後の附属病院
の整備
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

Ⅴまちづくり
１　教育・研究部門の円滑な移転と新キャンパス整備

37*
平成３３年中の新キャンパスオープンを目
指した整備の推進（再掲:Ⅱ-3）

キャ
施管
教
研

38*
教育・研究部門等移転対策検討委員会の県
と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）

キャ
施管
教
研

自己
評価

B

<事務主管課：キャンパス整備推進室>　
〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
平成３３年中の新キャンパスオープンを目指し、教育・研究機能の充実と地域に貢献できる新たな
機能を備えた整備計画を進める。

・平成28年度末に「奈良県立医科大学の将来像」の成案を取りまとめ
た。
併せて施設整備の成案として、キャンパスのあり方を整理した「キャン
パスマスタープラン」、施設整備内容を整理した「施設整備基本構想」
及び整備概要を視覚化した「奈良県立医科大学キャンパス整備イメー
ジ」を取りまとめた。
・平成29年4月に「奈良県立医科大学の将来像」「奈良県立医科大学キャ
ンパス整備イメージ」を県とともに報道発表し、広く世間に公表した。
・平成30年2月に県から①整備は「先行整備」「継続整備」の2段階にす
ること②平成36年度（令和6年度）中に「先行整備」が竣工すること、③
「先行整備」では医学科1年及び看護学科1年～4年が対象となることが示
された。
・平成28年に新キャンパス整備基本計画策定業務を委託し、他の大学病
院の視察を行ったうえ、県と協議を重ねながら検討を行い、平成31年3月
に同計画の成案をとりまとめた。
・都市計画法上の「地区計画」決定に向け、県・橿原市と協議を重ねな
がら、地元に理解を求めるため地元説明会を開催した。

・県と医大による教育・研究部門等移転対策検討委員会において基本構
想の検討を進めていたが、本学の将来像の再構築も合わせて行うよう県
から指示された。
・新たに「医大の将来像策定会議」及び同ＷＧ、教育・研究・診療・ま
ちづくりに関するサブＷＧを設置し検討を重ねた。
（開催回数）
　　Ｈ25　策定会議 　2回　　同ＷＧ  5回
　　Ｈ26　策定会議 　9回　　同ＷＧ 10回
　　Ｈ27　策定会議 　9回　　同ＷＧ  9回
　　Ｈ28  策定会議　10回  　同ＷＧ 10回

総
括

・教育・研究部門等移転対策検討委員会で行っていた基本構想については、「医大の将来像策定」（県と共同検
討）と併行して行うことが県から指示され、平成29年4月に「奈良県立医科大学の将来像」が「奈良県立医科大学
キャンパス整備イメージ」とともに公表された。
・平成30年2月15日に県から整備は「先行整備」「継続整備」の2段階にすること②平成36年度中に「先行整備」
が竣工すること③「先行整備」では医学科1年及び看護学科1年～4年が対象となることが示された。
・その後、先行整備を主とした施設整備基本計画を策定した。

以上のことから、平成33年度中の新キャンパスオープンという計画は、「先行整備」として規模を縮小されたう
え、その竣工が平成36年度中となったため、目標達成に至らなかった。

キャ

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
基本設計

着手
建築工事
発注準備

実績
基本構想

検討
基本計画

検討
基本計画
検討・策定

特記
事項

新キャンパスの整
備
（再掲:Ⅱ-3）
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

２　地域に開かれたキャンパスづくり

37*
平成３３年中の新キャンパスオープンを目
指した整備の推進（再掲:Ⅱ-3）

キャ
施管
教
研

38*
教育・研究部門等移転対策検討委員会の県
と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）

キャ
施管
教
研

自己
評価

B

キャ

<事務主管課：キャンパス整備推進室>　
〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する

〔中期計画〕
新キャンパスの構想計画においては、交流広場や緑地等の地域との交流を図る施設、図書館･食
堂･コンビニ・グラウンド等を設置し、県民への開放に努める。

・平成28年度末に「奈良県立医科大学の将来像」の成案を取りまとめ
た。
併せて施設整備の成案として、キャンパスのあり方を整理した「キャン
パスマスタープラン」、施設整備内容を整理した「施設整備基本構想」
及び整備概要を視覚化した「奈良県立医科大学キャンパス整備イメー
ジ」を取りまとめた。
・平成29年4月に「奈良県立医科大学の将来像」「奈良県立医科大学キャ
ンパス整備イメージ」を県とともに報道発表し、広く世間に公表した。
・平成30年2月に県から①整備は「先行整備」「継続整備」の2段階にす
ること②平成36年度（令和6年度）中に「先行整備」が竣工すること、③
「先行整備」では医学科1年及び看護学科1年～4年が対象となることが示
された。
・平成28年に新キャンパス整備基本計画策定業務を委託し、他の大学病
院の視察を行ったうえ、県と協議を重ねながら検討を行い、平成31年3月
に同計画の成案をとりまとめた。
・都市計画法上の「地区計画」決定に向け、県・橿原市と協議を重ねな
がら、地元に理解を求めるため地元説明会を開催した。
・新キャンパスの基本計画策定において、図書館やグラウンドなどひろ
く住民に開放する施設について検討した。

・県と医大による教育・研究部門等移転対策検討委員会において基本構
想の検討を進めていたが、本学の将来像の再構築も合わせて行うよう県
から指示された。
・新たに「医大の将来像策定会議」及び同ＷＧ、教育・研究・診療・ま
ちづくりに関するサブＷＧを設置し検討を重ねた。
（開催回数）
　　Ｈ25　策定会議   2回　　同ＷＧ  5回
　　Ｈ26　策定会議 　9回　　同ＷＧ 10回
　　Ｈ27　策定会議 　9回　　同ＷＧ  9回
　　Ｈ28  策定会議　10回　  同ＷＧ 10回

総
括

・教育・研究部門等移転対策検討委員会で行っていた基本構想の検討を、県の指示により「医大の将来像策定」
という場において行ったため、予定より2年多く時間を要した。
・その後、当初計画になかった基本計画を策定した。
・平成30年2月15日に県から整備は「先行整備」「継続整備」の2段階にすること②平成36年度（令和6年度）中に
「先行整備」が竣工すること③「先行整備」では医学科1年及び看護学科1年～4年が対象となることが示された。
・新キャンパスの基本計画策定において、図書館やグラウンドなどひろく住民に開放する施設について検討し
た。

以上のことから、平成33年度中の新キャンパスオープンという計画は、「先行整備」として規模を縮小されたう
え、その竣工が平成36年度（令和6年度）中となったため、目標達意に至らなかった。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
基本設計

着手
建築工事
発注準備

実績
基本構想

検討
基本計画

検討
基本計画
検討・策定

特記
事項

新キャンパスの整
備
（再掲:Ⅱ-3）
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

３　教育・研究部門等移転後の跡地活用

38*
教育・研究部門等移転対策検討委員会の県
と合同での設置・運営（再掲:Ⅱ-3）

キャ
施管
経企
病管

54*
老朽・狭隘な診療関連施設の早期改築の推
進(再掲:Ⅳ-5）

キャ
施管
経企
病管

55*
教育・研究部門等移転後の新外来棟等附属
病院の整備計画の策定及び着手（再掲:Ⅳ-
5）

キャ
施管
経企
病管

自己
評価

B

<事務主管課：キャンパス整備推進室>　
〔中期目標〕
・新キャンパスの平成３３年中のオープンを目指す
・教育・研究部門等移転対策検討委員会を設置・運営する
・教育・研究部門移転後の病院の整備計画を策定する

〔中期計画〕
現キャンパス跡地においては、憩いの広場、診療関連施設、新外来棟等の整備計画を推進すると
ともに、医大が進めるＭＢＴ構想を踏まえ、県と市のまちづくりのグランドデザインに沿った｢医療、
介護、福祉が連携した健康まちづくり｣の整備計画に参画する。

・県と医大による教育・研究部門等移転対策検討委員会において基本構
想の検討を進めていたが、本学の将来像の再構築も合わせて行うよう県
から指示された。
・新たに「医大の将来像策定会議」及び同ＷＧ、教育・研究・診療・ま
ちづくり　に関するサブＷＧを設置し検討を重ねた。
（開催回数）
　　Ｈ25　策定会議 　2回　　同ＷＧ  5回
　　Ｈ26　策定会議 　9回　　同ＷＧ 10回
　　Ｈ27　策定会議 　9回　　同ＷＧ  9回
　　Ｈ28  策定会議　10回　  同ＷＧ 10回

・Ｅ棟オープン後に生じるＡ棟の空きスペースを活用し、臨床医学研究
棟の機能を移転することが平成27年8月25日の「医大の将来像策定会議ま
ちづくりサブワーキング」で了解され、同9月2日の役員会で確認され
た。
・そのことを受け、Ａ棟活用検討委員会が設置され、臨床医学研究棟の
機能移転に向け検討を重ねた。
・平成28・29年度に基本設計・実施設計を行い、平成30年7月に工事着手
した。

・平成28年11月の第27回医大の将来像策定会議において「新Ａ棟整備に
伴う病院施設の整備に向けた基本方針」を示し、検討を行った。
・平成28年度に「奈良県立医科大学の将来像」「キャンパス整備イメー
ジ」「施設整備基本構想」「キャンパスマスタープラン」及びをとりま
とめ、その中で新キャンパス移転後における新外来棟の整備のイメージ
を示した。

総
括

・教育・研究部門等移転対策検討委員会で行っていた基本構想の検討を、県の指示により「医大の将来像策定」
と併行して行うこととなったため、予定より2年多く時間を要した。
・新キャンパス移転の進捗の関連から、臨床医学研究棟の新築ではなくＥ棟移転後のＡ棟の空きスペースを活用
することに方針変換し、より早期の臨床宇医学研究棟の機能移転を目指し工事に着手した。
・医大の将来像の策定に策定に合わせて新キャンパス移転後の新外来棟の整備について方針を示した。

医大の将来像策定作業により大幅にスケジュールが変更され計画に遅れが生じたため、目標達成に至らなかっ
た。

キャ

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
基本構想

策定
老朽施設
工事着手

基本・実施
設計着手

実績
基本構想

検討 老朽施設
設計

老朽施設
設計

工事着手

特記
事項

教育・研究部門移
転後の附属病院
の整備
（再掲:Ⅳ-5）
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

４　移転を契機とした研究分野での地域貢献

11*
研究活動に係る課題の検討、基本方針の策
定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設
置・運営（再掲:Ⅰ-3）

研
関係
各課

12*
研究に関する外部有識者を含む評価委員会
の設置・運営（再掲:Ⅰ-3）

研
関係
各課

13*
漢方の教育・研究、人材育成、地域医療者
への研修・普及を行う（仮称）大和漢方医
学薬学センターの設置・運営（再掲:Ⅰ-3）

研
関係
各課

<事務主管課：研究推進課>　
〔中期目標〕
・外部有識者を含む評価委員会を設置・運営する
・（仮称）大和漢方医学薬学センターを設置・運営する
・住居医学講座、スポーツ医学講座などのエビデンスの確立と講習会等を実施する

〔中期計画〕
新キャンパスにおいては、（仮称）大和漢方医学薬学センターを設置等、一定規模の産学官連携
ゾーンを整備し、県や市と連携しながら、医農商工連携の一層の推進に寄与する。また、他大学と
の共同大学院構想を策定し、研究部門の強化を図る。

研究分野の一層の充実は図るため以下の取組を実施した。
・研究推進戦略本部を平成25年度に設置し、研究推進戦略本部会議を月
に1回程度定期的に開催し、平成28～29年度にかけて、研究に関する将来
構想、研究活動に係る課題ごとの基本方針及び重点研究2016推進計画を
策定した。
・重点研究2016推進計画の策定にあたっては、平成28年度に学外の高名
な有識者による学外有識者委員会を設置し、提言を受け、3分野6テーマ
の重点研究課題を設定した。
１）地域に根差し地域と歩む研究
　①健康寿命延伸のための特色ある3つのサブコホート研究
　②超高齢社会のためのMBT(医学を基礎とするまちづくり)の研究
２）日本を世界を牽引する研究
　③血栓止血の制御に関する研究
　④画像下での低侵襲医療に関する研究
３）良き医療人を育てる研究
　⑤良き医療人に関する研究
　⑥卒後医療人のキャリアパスに関する研究
・上記重点研究課題については、平成28～30年度にかけて研究推進戦略
本部会議で毎年度定期的に進捗管理を行い研究を推進した。
・産学連携を推進するため、民間企業と共同研究講座を設置した。（生
体分子不均衡制御学共同研究講座、血栓止血医薬生物学共同研究講座）
・産学連携事業の一環として、奨学を目的とする民間企業等からの寄附
金により、AI･バイオ･工学を融合させた画期的な研究を行う寄附講座
「V-iClinix講座」等を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化に向け連携活性化委員会
を設置するとともに、共同でセミナーの開催や連携活性化交流会を行っ
た。

・平成25年度に外部有識者を含む研究評価委員会を設置した。
・平成26～28年度には、本学における研究面での地域貢献を図るため、
研究に関する評価のあり方、評価項目を検討した。
・平成29年度には、研究者情報デ－タベ－スのシステムを構築した。
・平成30年度には、研究者ごとの論文業績等研究データの蓄積及び地域
への情報提供のため、本学の助教以上の教員について、研究者情報デー
タベースへの入力を完成させた。
・平成30年度には、外部有識者を交えた研究評価委員会を運営・開催
し、教育・研究部門の移転に伴う研究分野の一層の充実・発展のための
議論を行い、大学としての研究力、特色ある分野、学内の共同研究グ
ループの研究を評価・分析した。

・大和漢方医学薬学センタ－を設置（H25）し、運営委員会を開催し漢方
の運営方針を決定した。
・主な取組として、漢方についての教育・人材育成分野については、東
洋医学に関する講義を医学生に対して行うとともに、指導医による教育
外来の実施や臨床医向けの勉強会を行った。
・地域医療関係者に漢方に関するセミナ－を毎年度開催（21回）し研
修・普及を図った。なお県民等へは、漢方シンポジウム（3回）を開催し
広く普及を行った。
・漢方についての研究の普及促進のため研究助成を実施した。(Ｈ28～Ｈ
29　5件)
・県民に対しての啓発普及を目的に、奈良県が進める漢方のメッカ推移
プロジェクトに参画した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標 設置 運営

実績
H26年3月

設置
評価のあり

方検討
学外有識者
委員の選定

評価手法の
構築

評価項目の
検討

学外有識者を
含む評価委員
会の運営

特記
事項

指標
エビデンス

の確立
講習会等
の実施

実績

漢方薬シンポ
ジウム2013
開催
第１回大和漢
方医学セミ
ナー開催

漢方薬シンポ
ジウム2014
開催
第2回、第3回
大和漢方医学
セミナー開催

漢方薬シンポ
ジウム2015
開催
第4回、第5回
大和漢方医学
セミナー開催

第6回、第7回大
和漢方医学セミ
ナー開催
奈良臨床漢方医
学セミナーの開
催４回
ＭＢＴコロキウム
の開催

大和漢方医学
セミナー開催
奈良臨床漢方
医学セミナー
の開催
MBT健康フェ
アの開催

大和漢方医学
セミナー開催
奈良臨床漢方
医学セミナー
の開催
MBTイベント
の開催

特記
事項

外部有識者を含む
評価委員会の設
置・運営
（再掲:Ⅰ-3）

住居医学講座や
（仮称）大和漢方
医学薬学センター
等
（再掲:Ⅰ-3）
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

研
関係
各課

14*
｢住居医学｣・｢認知症への対応｣・｢スポーツ
医学｣等リビングサイエンスへの取組強化
（再掲:Ⅰ-3）

研究分野の一層の充実・発展を図るため以下の取組を実施した。
・平成25年度については、住居医学（MBT）とまちづくりに実績がある早
稲田大学と医学と都市計画学により新しいビジョンを示した「医学を基
礎とするまちづくり」（水曜社）を刊行した。
・平成26年度については、内閣府の「地域活性化モデル」に奈良県・橿
原市・明日香村と共同にて提案するとともに内閣府の「地域再生計画」
申請し採択された。
・平成27年度については、橿原市と「連携に関する協定」を締結すると
ともに、ＭＢＴに関する記念シンポジウムを開催（293社　632名）し全
国的にMBTへの関心が高まった。
・平成28年度は、リビングサイエンスへの取組強化のためMBT研究所の設
置し、また一般社団法人MBTコンソ－シアムと共同で技術相談会や展示会
に出展し研究成果を発表した。
・東京でMBTコロキウムを開催（610人　210企業）しMBT活動の成果を発
表するとともに、新産業創生のための企業と医師との交流相談会（307人
75企業　76人の教授陣が参加）を開催した。
・平成29年度には、まちづくりに実績がある早稲田大学と国立研究開発
法人科学技術振興機構委託事業や農林水産研究所委託事業に採択され共
同研究を開始した。
・セキュリティ－、医療、生活サポ－ト等、安全な視点を加えた、健康
づくりの仕組みを構築するため、ＭＢＴ研究所・栃木県高根沢町、関東
綜合警備保障(株)との連携協定を締結した。
・周産期の妊産婦を対象に、電話相談を中心とした見守り支援サ－ビス
に向けた実証実験を行うため、富士通(株)・奈良医大・ＭＢＴコンソ－
シアムによる連携を行った。
・ＭＢＴコンソ－シアム会員会議へＭＢＴ研究所も参画し、部会会議の
活動を強化した。
・スポ－ツ庁「歩く」をテ－マにしたＦｕｎ＋Ｗａｌｋプロジェクトの
プレイベントに大学機関として参画し、今井町においてデモンストレ－
ションを行った。
・文科省とJST（国立研究開発法人　科学技術振興機構）による補助事業
「リサ－チコンプレックス推進プログラム」に公益財団法人関西文化学
術研究都市推進機構（けいはんな）が参画し、本学細井理事長・学長が
けいはんなリサーチコンプレックス事業のオーガナイザーとして就任。
本学は３課題の研究を実施した。
・WHO健康開発総合研究センターと関西公立私大医科大学・医学部連合と
保健医療政策研究を共同で実施した。
・平成30年度には、ＭＢＴコンソーシアム企業と連携協力し、６つの分
野（①見守り支援、②ビックデ－タ活用、③スマ－トコミュニティ、④
健康創造都市・健康創造産業、⑤MBT研究所産学連携、⑥産学官金フリ－
ディスカッション）において、本学のシ－ズや企業ニ－ズの情報交換を
行うと共に、MBTコンソーシアム会員企業８社と共同研究契約を締結し
た。
・運動教室を開催（奈良市学園前、橿原市今井町、栃木県高根沢町）
し、地域住民へ研究成果を還元した。
・総務省や国土交通省に応募したMBTコンソ－シアムとのMBTの研究成果
が補助事業に採択した。
・共同研究の一つである「妊娠時からの子育て世代 包括見守り」の実証
（橿原市・コンソ－シアム）についてNHK等の取材を受け全国発信される
など報道機関も関心を寄せておりMBTのエビデンスを確立した。
・ＭＢＴの活動は県内のみならず、兵庫県、栃木、北海道、さらにはク
アラルンプール等と海外にもアプローチを行った。
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

自己
評価

S

総
括

・上記のとおり、住民の健康増進に貢献するリビングサイエンスの推進に向けた取組を実施した。
・漢方についての研究力の強化のため研究助成を実施。
・企業等から個別のニ－ズ相談に対応するため学内にMBT相談体制を設置。
・共同研究の一つである「妊娠時からの子育て世代 包括見守り」の実証実験がNHK等の取材を受け全国発信され
るなど報道機関も関心を寄せており、MBT構想の研究成果での地域貢献を行った。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化に向け連携活性化委員会の設置や連携活性化交流会を実施するな
ど研究分野の強化を行った。
・文科省とJST（国立研究開発法人　科学技術振興機構）による補助事業「リサ－チコンプレックス推進プログラ
ム」に公益財団法人関西文化学術研究都市推進機構（けいはんな）が参画し、本学細井理事長・学長がけいはん
なリサーチコンプレックス事業のオーガナイザーとして就任。本学は３課題の研究を実施。
・産学官連携を推進するため、㈱タカトリ内にＭＢＴ研究所分室を設置した。
・ＭＢＴ構想をより現実のものとするため、大学発ベンチャー企業を認定した。
・ＭＢＴの活動は県内のみならず、兵庫県、栃木、北海道、さらにはクアラルンプール等と海外にもアプローチ
を行った。
・地域医療への貢献や臨床研究の質の向上を目的として、民間施設と共同して、外部機関である阪奈中央病院、
高井病院にそれぞれ本学の「スポーツ医学研究センター」、「陽子線がん治療研究センター」を開設した。
・AI･バイオ･工学を融合させた画期的な研究を行う寄附講座「V-iClinix講座」を設置した。

以上のことから、計画を上回って実施した。

研

・地域医療への貢献や臨床研究の質の向上を目的として、民間施設と共
同して、外部機関である阪奈中央病院、高井病院にそれぞれ本学の「ス
ポーツ医学研究センター」、「陽子線がん治療研究センター」を開設し
た。
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

５　健康づくり・予防医療等への貢献

14*
｢住居医学｣・｢認知症への対応｣・｢スポーツ
医学｣等リビングサイエンスへの取組強化
（再掲:Ⅰ-3）

研
関係
各課

研究分野の一層の充実・発展を図るため以下の取組を実施した。
・平成25年度については、住居医学（MBT）とまちづくりに実績がある早
稲田大学と医学と都市計画学により新しいビジョンを示した「医学を基
礎とするまちづくり」（水曜社）を刊行した。
・平成26年度については、内閣府の「地域活性化モデル」に奈良県・橿
原市・明日香村と共同にて提案するとともに内閣府の「地域再生計画」
申請し採択された。
・平成27年度については、橿原市と「連携に関する協定」を締結すると
ともに、ＭＢＴに関する記念シンポジウムを開催（293社　632名）し全
国的にMBTへの関心が高まった。
・平成28年度は、リビングサイエンスへの取組強化のためMBT研究所を設
置。また一般社団法人MBTコンソ－シアムと共同で技術相談会や展示会に
出展し研究成果を発表した。
・東京でMBTコロキウムを開催（610人　210企業）しMBT活動の成果を発
表するとともに、新産業創生のための企業と医師との交流相談会（307人
75企業　76人の教授陣が参加）を開催した。
・平成29年度には、まちづくりに実績がある早稲田大学と国立研究開発
法人科学技術振興機構委託事業や農林水産研究所委託事業に採択され共
同研究を開始した。
・セキュリティ－、医療、生活サポ－ト等、安全な視点を加えた、健康
づくりの仕組みを構築するため、ＭＢＴ研究所・栃木県高根沢町、関東
綜合警備保障(株)との連携協定を締結した。

<事務主管課：研究推進課>　
〔中期目標〕
・リビングサイエンスの推進に向けた具体的な研究を実施し、県内へ普及する

〔中期計画〕
ＭＢＴ構想や奈良県健康長寿コホートスタディ等について計画・推進し、住民の健康増進に貢献す
るリビングサイエンスを推進する。（再掲:Ⅲー３）

11*
研究活動に係る課題の検討、基本方針の策
定等を行う（仮称）研究推進戦略本部の設
置・運営（再掲:Ⅰ-3）

・研究推進戦略本部を平成25年度に設置し、研究推進戦略本部会議を月
に1回程度定期的に開催し、平成28～29年度にかけて、研究に関する将来
構想、研究活動に係る課題ごとの基本方針及び重点研究2016推進計画を
策定した。
・重点研究2016推進計画の策定にあたっては、平成28年度に学外の高名
な有識者による学外有識者委員会を設置し、提言を受け、3分野6テーマ
の重点研究課題を設定した。
１）地域に根差し地域と歩む研究
　①健康寿命延伸のための特色ある3つのサブコホート研究
　②超高齢社会のためのMBT(医学を基礎とするまちづくり)の研究
２）日本を世界を牽引する研究
　③血栓止血の制御に関する研究
　④画像下での低侵襲医療に関する研究
３）良き医療人を育てる研究
　⑤良き医療人に関する研究
　⑥卒後医療人のキャリアパスに関する研究
・健康づくり・予防医学の観点として、健康寿命延伸のための特色ある3
つのサブコホート研究及び超高齢社会のためのMBT(医学を基礎とするま
ちづくり)の研究を重点研究課題として、平成28～30年度の研究推進戦略
本部で進捗管理を行い研究を推進した。
・産学連携を推進するため、民間企業と共同研究講座を設置した。（生
体分子不均衡制御学共同研究講座、血栓止血医薬生物学共同研究講座）
・産学連携事業の一環として、奨学を目的とする民間企業等からの寄附
金により、AI･バイオ･工学を融合させた画期的な研究を行う寄附講座
「V-iClinix講座」等を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化に向け連携活性化委員会
を設置するとともに、共同でセミナーの開催や連携活性化交流会を行っ
た。

研
関係
各課

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標

新研究
テーマの

検討
既存事業
の推進

新研究テー
マ事業の実
施,、県内へ
の普及検討

実績

・県民健康増
進支援セン
ター設置
・ＭＢＴにつ
いて共同研
究
実施

・コホート研
究に関する
骨子策定
・MBTで国の
「地域活性化
モデルケー
ス」に選定

・コホート研究
の公募・採択・
研究開始
・MBT　橿原市
と包括協定、
地域再生推進
法人指定

・コホート研
究の中間評
価を踏まえ
継続実施
・ＭＢＴコロキ
ウム開催

・コホート研
究の進捗確
認と継続実
施
・MBT健康
フェアの開催

・コホート研
究の進捗確
認と成果発
表会の実施
・MBTイベン
トの実施

特記
事項

リビングサイエンス
の推進
（再掲:Ⅲ-3）
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

・周産期の妊産婦を対象に、電話相談を中心とした見守り支援サ－ビス
に向けた実証実験を行うため、富士通(株)・奈良医大・ＭＢＴコンソ－
シアムによる連携を行った。
・ＭＢＴコンソ－シアム会員会議へＭＢＴ研究所も参画し、部会会議の
活動を強化した。
・スポ－ツ庁「歩く」をテ－マにしたＦｕｎ＋Ｗａｌｋプロジェクトの
プレイベントに大学機関として参画し、今井町においてデモンストレ－
ションを行った。
・まちづくりフィ－ルドを具現化するため橿原市今井町にMBT活動の一環
として改修・整備を行っていた住宅施設がゲストハウスとして新しく竣
工し今井町ゲストハウスとして共用を開始した。
・文科省とJST（国立研究開発法人　科学技術振興機構）による補助事業
「リサ－チコンプレックス推進プログラム」に公益財団法人関西文化学
術研究都市推進機構（けいはんな）が参画し、本学細井理事長・学長が
けいはんなリサーチコンプレックス事業のオーガナイザーとして就任。
本学は３課題の研究を実施。
・WHO健康開発総合研究センターと関西公立私大医科大学・医学部連合と
保健医療政策研究を共同で実施した。
・平成30年度には、ＭＢＴコンソーシアム企業と連携協力し、６つの分
野（①見守り支援、②ビックデ－タ活用、③スマ－トコミュニティ、④
健康創造都市・健康創造産業、⑤MBT研究所産学連携、⑥産学官金フリ－
ディスカッション）において、本学のシ－ズや企業ニ－ズの情報交換を
行うと共に、MBTコンソーシアム会員企業８社と共同研究契約を締結し
た。
・ＭＢＴの健康に関する研究成果を住民に還元するため、運動教室を開
催した。（奈良市学園前、橿原市今井町、栃木県高根沢町）
　その他の活動としては、ＭＢＴの研究成果を展示会等（はっと！！神
戸健康フェア・「着物でジャズ、今井町」・奈良県防災総合訓練展示
会・第1回医療ITEXPO東京・奈良県立医科大学健康フェア等）に出展。
・総務省や国土交通省に応募したMBTコンソ－シアムとのMBTの研究成果
が補助事業に採択された。
・共同研究の一つである「妊娠時からの子育て世代 包括見守り」の実証
（橿原市・コンソ－シアム）について、NHK等の取材を受け全国発信され
るなど報道機関も関心を寄せておりMBTのエビデンスを確立した。
・地域医療への貢献や臨床研究の質の向上を目的として、民間施設と共
同して、外部機関である阪奈中央病院、高井病院にそれぞれ本学の「ス
ポーツ医学研究センター」、「陽子線がん治療研究センター」を開設し
た。
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

17*
奈良県健康長寿コホートスタディ、MBT構想
等、健康増進に関する研究の推進及び地域
への還元（再掲:Ⅰ-4）

研
関係
各課

自己
評価

S

・平成27～30年度にかけて、奈良県民合計１万人を対象とした３つのサ
ブコホート研究を「奈良県健康長寿大規模コホートスタディ」として実
施、継続的に推進した。
・平成30年度には「くらしと医学」で、「心不全？今、超高齢社会での
大きな課題―心不全とは何か？どのような医療が求められるのか？奈良
県健康長寿コホートから見えてきたもの―」、「手術後機能障害の発生
とその関連因子についてのコホート研究」、「温度・光曝露が健康に及
ぼす影響に関する前向きコホート研究」と題して３つのコホート研究に
関して、県民に研究成果を公表した。
・ＭＢＴ研究の地域への還元及び普及を目的として、健康相談を中心と
した「健康フェア」を開催した。

総
括

・上記のとおり、住民の健康増進に貢献する研究の推進に向けた取組を実施した。
・健康長寿コホート研究の成果発表会では、アンケート結果においても県民から興味深いという感想を多く得る
ことができ、県民の健康に関する意識向上が図られ、健康づくり等に貢献した。
また計画を上回る取組としては、
・まちづくりに向けたゲストハウスの整備、地域貢献のためMBT構想を実現させるツ－ルとして奈良医大発となる
大学発ベンチャー企業の認定及び橿原市やコンソ－シアム企業による実証実験を開始するなど多方面に貢献し
た。
・地域医療への貢献や臨床研究の質の向上を目的として、民間施設と共同して、外部機関である阪奈中央病院、
高井病院にそれぞれ本学の「スポーツ医学研究センター」、「陽子線がん治療研究センター」を開設した。
・AI･バイオ･工学を融合させた画期的な研究を行う寄附講座「V-iClinix講座」を設置した。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携活性化を図るため、共同でセミナーの開催や連携活性化交流会を行っ
た。

以上のことから、計画を上回って実施した。

研
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

Ⅵ　法人運営
１　ガバナンス体制の充実強化

56
全教職員による法人の方針の共有と法人運
営に対する意識醸成

人
総

57
中期計画の着実な実行のための進捗管理の
実施

財企

58 法人の取組みの情報発信
総

広報
キャ

59
職員の確保と資質の向上に向けた取組（Ｓ
Ｄ等）の実施

人

自己
評価

Ａ

総

<事務主管課：総務課>　
〔中期目標〕
・評価委員会の全体評価で好成績をあげる

〔中期計画〕
中期目標・中期計画を始めとし、法人の運営方針や規範等の情報について全教職員が共有し、一
丸となって業務に取り組む。また、広報体制を充実し、様々な広報媒体を活用して、法人の取り組
みを積極的に発信する。

・法人の求める職員像、行動規範、シンボルマーク等を制定し、法人の
方向性を明確に示し、各種行事、各種研修の機会に周知徹底を図り、意
識醸成を行った。
・組織のあり方、事務組織規程、事務決裁規程等の検討を行うため、関
係各課とともにワーキングを開催し、検討を行い、各種関係規程につい
て改正を行った。

・中期計画の進捗管理について、新たに法人の全役員が参画する執行役
員会議を設置し、各年度計画中の四半期ごとに、計画達成に向けた課題
の抽出を行い、課題解消に向けた進め方等を各担当役員間で情報共有を
行った。
・また、課題への取組状況及び計画の進捗状況について、計画達成に懸
念のある項目については、学内及び県と共有するとともに、対応策の検
討を行うなど、各計画の進捗状況の管理を実施した。

・「学報」を毎年4回、各11,500部発行し、学内外に法人の取り組みを広
く発信した。
・H29年度より「法人案内」を日本語版500部、英語版200部作成し、来客
者に配布し、本法人の認知度の向上を図った。
・地元住民向けに「キャンパスだより」を平成27年度に創刊し、平成29
度よりページ数を4頁から8頁に増やし内容の充実を図った。
・様々な広報媒体(大学ホームページ、ならプラス、県や民間のデジタル
サイネージ)を活用するとともに、新聞等に本学の取組を掲載する等、積
極的に情報を発信した。

・各種ツールで法人の取組をより広く情報発信し、地域住民とのコミュ
ニケーションを充実させるとともに、法人の更なる認知度の向上を図っ
た。
・「法人の求める職員像」を定めることにより、職員の確保及び育成の
方向性を明確にした。また、職員の資質向上を図るため、人材育成体系
を構築し、職員が自ら現状を認識し、職員として必要な知見等を明確に
示すことで、的確な研修を実施した。

総
括

・法人の求める職員像、行動規範、シンボルマーク等を制定し、法人の方向性を明確に示し、全職員の意識醸成
を行った。
・組織のあり方、事務組織規程、事務決裁規程等について改正を行った。
・中期計画について的確な進捗管理を行った。
・各種広報手段を活用することで、法人の取り組みについて情報発信を行った。
・人材育成体系を構築することで、的確な研修を実施した。

以上のことから計画を十分実施した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
常に評価結
果を高い水
準で維持

実績
項目別評価

Ⅳ：７
Ⅲ：１

項目別評価
Ⅳ：６
Ⅲ：２

項目別評価
Ⅳ：８

項目別評価
Ⅳ：７
Ⅲ：１

９６．７％
達成

（評定A以上：
88/91項目）

９３．０％
達成

（評定A以上：
80/86項目）

特記
事項

評価委員会の評
価
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

２　ワークライフバランスの充実強化

42*
仕事と生活を両立できる職場環境作りを検
討するワークライフバランス検討委員会の
設置・運営（再掲Ⅳ-1）

人
経企

60 職員の勤務環境や満足度の把握
人

経企

人
経企

人
総

経企

自己
評価

A

・医師の働き方については、本学附属病院に勤務する全医師に対して勤務実態調査を実施し、ワークライフバラ
ンス検討委員会で医師の過重労働軽減等のための対策を検討した。
・モデル診療科において、交替制勤務を試行的に導入し、医師の当直明け勤務の免除した。
・超過勤務縮減について、業務効率化による超過勤務縮減への取組、勤務体制の見直し（早出、遅出出勤の試行
等）、ワークシェアリングの検討（資格職と無資格職の業務分担の見直し等）を行い、労働環境の改善、ワーク
ライフバランスの充実を図った。
・働きやすい職場環境の構築を行うため、保育園を増築し、定員を現在の90名から150名に増員し、平成30年10月
から供用を開始した。
・非正規職員の育児休業期間の延長（最長２歳まで）や、職員に対して育児休業・介護休業等の制度について個
別に周知した。

看護師の年次有給休暇取得日数は減少しているが、育児部分休業取得者数は下記のとおり増加しており、看護師
は勤務の関係上、年次有給休暇を取得するよりも部分休業取得により定期的に休むことを選択する傾向にある。
（看護師：年間育児部分休業取得者数）H27：82名→H28：92名→H29：99名→H30：114名
また、夏季休暇については、以下のとおり平成30年度は、ほぼ全職員が全取得できている状況にある。
H27:平均4.6日→H28:平均4.7日→H29:平均4.6日→H30:平均4.98日

以上のとおり、女性医師の確保や看護師等の離職防止等、働きやすい職場づくりに向け、産休・育休等の取得促
進、超過勤務縮減への取組、勤務体制の見直し及び労働環境の改善等を行い、仕事と生活が両立できる働きやす
い職場環境の構築を図った。

以上のことから計画を十分実施した。

人

<事務主管課：人事課>　
〔中期目標〕
・ワークライフバランス検討委員会を設置・運営する
・就業規則を見直す
・年次有給休暇取得日数を平成２２年に比べ倍増を目指す

〔中期計画〕
医師・看護師等の適正な増員と配置及び短時間正規労働制度の導入によるワークライフバランス
の改善等により、仕事と生活が両立できる働きやすい職場環境の構築を図る。

・ワークライフバランス検討委員会において、女性の就業継続、休暇取
得の促進、長時間労働の是正に向けた課題等の働き方改革について、検
討を行った。

・衛生委員会において、各所属の勤務環境について、調査を行い、関係
各所と協議し、改善を図った。
・ワークライフバランス推進のためのアンケート調査の結果から課題の
抽出を行い、課題の分析をするとともに、改善方策について検討を行っ
た。

43*

短時間正規労働制度の導入等就業規則の見
直し、女性医師・看護師等の継続・復職支
援、保育制度の充実等、ワークライフバラ
ンス推進のための制度等の構築や見直し
（再掲Ⅳ-1）

・医師の働き方については、本学附属病院に勤務する全医師に対する勤
務実態調査結果をもとに、全医局に対する病院長ヒアリングを実施し、
現状を改めて把握し、実施可能な取組を検討した。
・医師と看護師の業務負担軽減策として、医師については医師事務作業
補助者、看護補助者を採用し、業務移管を積極的に推進した。
・短時間労働制度の拡充、医師の交替制勤務の試行などを行うことで働
きやすい職場環境の整備を図り、ワークライフバランスを推進した。

・学内保育園の定員を90名から150名に増員し、平成30年10月から供用を
開始するとともに、職員採用において、学内保育園の拡充について周知
を図り、職員が継続して勤務することが可能な職場づくりを行った。

総
括

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
【医師】

Ｈ22 ３.０日
３.５日 ４日 ４.５日 ５日 ５.５日 ６日

実績 ２．８日 ２．４日 ２．９日 ３．１日 ３．２日 ４．７日

特記
事項

指標
【看護師】
Ｈ22 ４.１日

４.５日 ５日 ５.５日 ６日 ７日 ８日

実績 ３．６日 ４．５日 ３．５日 ３．９日 ３．２日 ３．８日

特記
事項

指標 見直し

実績 検討中 実施

特記
事項

指標 設置 運営

実績 設置済 運営

特記
事項

１人あたりの年次
有給休暇取得日
数

医師夏期休暇（特別休暇）平均取得日数
Ｈ27:平均2.9日→Ｈ28:平均3.6日→H29:平均3.6日→H30:平均3.4日

看護師夏期休暇（特別休暇）平均日数
H27:平均4.6日→H28:平均4.7日→H29:平均4.6日→H30:平均4.98日
看護師の年次有給休暇取得日数は減少しているが、育児部分休業取得者数は下記のとおり増加
しており、看護師は勤務の関係上、年次有給休暇を取得するよりも部分休業取得により定期的に
休むことを選択する傾向にある。
（看護師：年間育児部分休業取得者数）H27：82名→H28：92名→H29：99名→H30：114名

就業規則の見直し
（再掲:Ⅳ-1）

ワークライフバラン
ス検討委員会の設
置・運営
（再掲:Ⅳ-1）
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中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

３　同窓会・歴代卒業生との連携

教

教
総
研

財企
施管

総
教
研

財企
施管

教
総
研

財企
施管

自己
評価

Ａ

総
括

・上記取組により、同窓会や卒業生との連携・交流を強化し、母校愛の育成と寄附協力意識の向上を図った。

・企業等からの法人への寄附件数の実績は、目標件数1,000件に対して826件であったが、教育・研究環境の整
備・充実のための「未来への飛躍基金」への寄附件数の実績は、目標件数である677件を大幅に上回る1,503件と
なった。

以上のことから、計画を十分実施した。

教

<事務主管課：教育支援課>　
〔中期目標〕
・寄附件数1,000件を目指す

〔中期計画〕
同窓会や卒業生との連携・交流を強化し、母校愛の育成と協力意識の向上を図るとともに、大学
移転を踏まえた教育・研究環境の整備・充実のため、広く寄附を募る。

61
医学科・看護学科同窓会との連携・交流の
強化と、大学への支援促進

・卒業生へのアンケートやインタビューの結果を踏まえ、平成27年度以
降の英語教育や臨床実習のカリキュラム編成に反映した。
・年4回発行の学報を医学科・看護学科同窓会会員へ定期的に発送し、本
学情報を適時発信した。また、学報に同窓会に関連する記事を掲載する
ことにより、母校愛の育成と寄附等への協力意識の向上を図った。

･看護学科同窓会の組織強化の支援するため平成26年度に看護学科開設10
周年記念事業を実施した。
・入学式及び卒業式に同窓会長及び副会長を引き続き招待し、同窓会か
ら、各学生への記念品の寄贈及び優秀な学生に対する表彰と賞品を贈呈
していただくとともに、平成27年度から挙行した白衣授与式において
は、医学科同窓会長から学生の白衣を寄贈していただくなど連携を密に
した。
・平成29年度から、同窓会、卒業生と連携して新入生保護者懇談会を開
催し、同窓会及び本学の取組並びに卒業生の活躍等を紹介して、母校愛
の育成と寄付金等の協力意識の向上を図った。

・本学における教育、研究、診療の一層の充実を図るともに、社会貢献
及び国際交流を推進することにより、本学の未来への飛躍を着実に進め
ることを目的として、H27年度に「未来への飛躍」基金を設置した。
・基金運営委員会に医学科・看護学科同窓会役員も委員として参画し、
本学委員と共に寄附の募集方法や基金の使途等について検討した。
・寄附獲得に関し、法人として種々の手段を講じ寄附要請を行っている
が、会員への周知、知人の紹介等で同窓会から協力を受けている。
・その結果、卒業生から基金への寄附納付件数は、㉗ 423件 → ㉘ 398
件 → ㉙ 337件 →㉚ 345件 と推移し累計は1,503件となり、中期目標を
達成した。
・また、基金を活用した学生等への支援額は、㉗ 2百万円 → ㉘ 19百万
円 → ㉙ 41百万円 → ㉚ 74百万円 と推移しており、基金事業の充実に
努めた。

・卒業生との交流のため、創立70周年記念事業を平成27年度に同窓会と
の共催により開催するとともに、開学70周年記念誌を1万部発刊し同窓会
会員等に発送した。

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

８７６件
９００件 ９２０件 ９４０件 ９６０件 ９８０件 １,０００件

実績 ８１７件 ７１７件 ９９８件 ６８８件 ６３７件 ８２６件

指標 ５０８件 ５９２件 ６７７件

実績 ４２３件
８２１件
（累計）

１，１５５件
（累計）

１，５０３件
（累計）

特記
事項

寄附件数*

　左記上段の「寄附件数」は、一般県民や企業からの寄附金を含む法人への寄附金の総件数であり、県への「ふるさと奈良
県応援寄付金」を介した卒業生からの寄附金の件数は含まれていない。（卒業生からの寄附を特定する方法がないため、
やむを得ず当該数値を使用）
　平成27年度の「未来への飛躍基金」設立と当該基金への募金開始に伴い、県への「ふるさと奈良県応援寄付金」を介した
寄附金を含む卒業生からの全寄附件数を把握することが可能になったため、平成27年度以降は、上段の指標と並記するこ
ととする。
　なお、下段の平成28年度以降の目標及び実績は、寄附金の性格（協力は単発で、継続的でないのが通例）を踏まえ、単
年度件数ではなく、累積件数で表すこととし、初年度（H27）の2割増しを2年目（H28）以降各年度の目標件数とする。

 * 　 企業等からの法人への直接寄附件数。
 **　 「未来への飛躍基金」に対する卒業生からの寄附件数。

卒業生からの基
金への寄附件数
（累計） **

88/90ページ



中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

４　繰越欠損金の解消

診療収入等収入確保のための取り組みの検
討・実施

○プロジェクトによる取組
課題別に立ち上げたプロジェクトで、年度ごとの目標を設定し、各会議
で結果を検証することにより診療報酬増に向けた取組を実施した。
 ・一日平均入院患者数：㉕754→㉚849
 ・平均在院日数：㉕14.10→㉚12.42
 ・手術件数：㉕7,214→㉚8,879
 ・入院収入：㉕18,927百万円→㉚24,212百万円
 ・外来収入：㉕12,034百万円→㉚17,677百万円
○診療報酬改定対応及び診療報酬請求適正化等
院内体制の変化や診療実績などを踏まえ随時基本診療料等の届出を行う
とともに、未届けの項目についても随時届出の可否について検証を実施
し、届出可能なものについては届出を行った。また、保険担当医長会議
にて、減点対策等を周知徹底するとともに、保険診療セミナーを実施す
るなど、診療報酬請求の一層の適正化に努め、積極的な再審査請求等必
要な対応も行った。
○債権管理
・定期督促（翌々月）、連帯保証人への督促に加えて、平成28年1月から
は診療当日の医療費未払い患者に対する翌日電話督促を開始した。ま
た、以上のような督促にも応じない場合については、弁護士法人への回
収委託や法的措置も実施した。
・医療費支払い方法の多様化を図るため、平成30年4月から医療費あと払
いサービスを導入した。また、デビットカード決済についても平成31年4
月からサービスを開始する。
【医療費個人未収金額の推移】
　　平成25年度期首残　　　　　　　　 277,280千円
　　平成30年度末残高　　　　  　　　 210,670千円
　　増減額　　　　　　　　　　　　 △ 66,610千円（ △24.0％）

経企
医サ
医相

64
医薬・診療材料費の抑制と適正な人件費比
率の確保

・医薬材料費抑制のため、H27年度から院長・医薬材料対策プロジェクト
担当教授等出席の価格交渉会議に業者を呼び出し交渉を行った。
・値引率が低い高額薬剤の購入額がH25年度比約27億円増加し、H30年度
は約56億円に達したことや、手術件数が同比1,665件増加したことによ
り、H30年度はH25年度比3.1％医薬材料比率が増加した。
【医薬材料比率】H25 : 43.4％、H26 : 44.6％、H27 : 46.3%
　　　　　　　　H28：45.5%、H29：45.2％、H30：46.5％
しかし、前記交渉等によりH30年度は70大学病院が参加している医薬材料
の値引率ベンチマークで当院は医薬材料共に3位であった。
【ベンチマーク順位】
　　　　　　　 H26  H27  H28  H29  H30
　医薬品費　　 3位　4位　2位　2位　3位
　診療材料費　19位　3位　4位　3位　3位
・平成29年度に策定した目標人件費比率を各所属へ周知し、検討を図っ
た。

病管
人

財企

<事務主管課：財務企画課>　

〔中期目標〕
・繰越欠損金の解消を目指す

〔中期計画〕
県からの運営費交付金を確保しつつ、効率的・効果的な大学・病院経営を行い、第２期中期目標
期間において繰越欠損金の解消に努める。 62

経営状況の適時・的確な把握と問題点・課
題の法人内での共有

・月次決算及び年次決算・決算見込を作成し、役員会へ報告を行い、密
度の高い情報共有に努めた。
・長期収支見込を作成し、長期的な経営見通しについての検証と要因分
析を行った。
・診療科部長面談を実施し、各診療科の課題抽出と改善に向けた取組を
実施した。診療科ごとに設定した目標値の達成状況を確認するととも
に、結果を分析し、翌年度の目標を設定した。
・毎月の経営指標、四半期毎の過去5年間データ比較、年1回のＳＷＯＴ
分析を行い、その結果について、各会議で情報共有を図った。

財企
経企

63

項目 現状 H25 H26 H27 H28 H29 H30

指標
Ｈ２３

９.６億円
６.０億円 ４.８億円 ３.６億円 ２.４億円 １.２億円 ０円

実績 １０.８億円 １０.５億円 ８.６億円 ２０.３億円 ２２.７億円 ２２.０億円

特記
事項

繰越欠損金の額

消費税率の増加に伴う診療報酬の補塡不足（約7.5億円）及び退職給付引当金の
計算方法変更（約13.6億円）の影響という外的要因を除くと、繰越欠損金の額は
約0.9億円となり、平成23年度よりも大幅に減少している。

89/90ページ



中期目標・中期計画
第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）

取組内容

自己評価（第２期中期計画総括） 事務
所属第２期中期目標期間（平成２５～３０年度）の実績及び自己評価

自己
評価

B

総
括

各プロジェクトの実施等により、病院収入が第２期開始当初に比して約111.9億円増加(H25：309.1億円→H30：
421.0億円)したが、消費税率の増加に伴う診療報酬の補塡不足（約7.5億円）及び退職給付引当金の計算方法変更
（約13.6億円）などに伴う経費の増加により、第２期を通じた収支が赤字となり、繰越欠損金の解消には至らな
かった。なお、平成24年度から平成29年度にかけての医業収益の伸び率は、他の公立医科大学の平均が17.2％で
あるのに対し、奈良医大においては31.3％となり、平成30年度には39.8％となる。
また、上記外的要因を除いた場合の繰越欠損金の額は約0.9億円となり、平成23年度よりも大幅に減少している。

財企
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